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地質時代 地質単元 水理地質単元 
透水係数 

(m/sec) 

有効間隙率 

(%) 

第
四
紀 

完
新
世 

沖積層 礫、砂および泥 1.0×10-5 20 

中
生
代 

白
亜
紀 

領家花崗岩類 
花崗閃緑岩、 

トーナル岩 

Ｄ級（マサ状風

化帯） 1.0×10-6 20 

ＣＬ～ＣＭ級 1.0×10-8 5 
ＣＨ～Ｂ級

（新鮮部） 1.0×10-10 1 

       
   断層 高透水性 2.0×10-7 10 

   亀裂帯 高透水性 2.0×10-7 10 

   亀裂帯 低透水性 1.0×10-8 5 

 
 

 

 
図 4.2-5 FRAC3D で作成した亀裂ネットワーク例 

（青、緑：観測された主要亀裂、赤：確率論的に発生した亀裂） 
 

また、広域地下水流動解析の結果を受けて、亀裂ネットワーク中での地下水流動解析の結果

を図 4.2-6 に示す。図では全水頭圧の変化を 1 次元パイプ状の地下水流動経路上にカラーコン

ターで示している。3D-SEEP の解析結果で示された山地部領域の全水頭圧の大きな影響は、

FRAC3D による亀裂性媒体内での地下水流動にも影響を及ぼし、山地部付近から海側方向への

流動が確認できる。 
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図 4.2-6 FRAC3D での地下水流動解析結果（リアライゼーションの一例） 

 
 
 
FRAC3D領域の内部に存在する仮想処分場として、人工バリアの各要素からなる処分坑道（内

部 3D モデル）を図 4.2-7 のように作成した。作成にあたっては、NUMO-TR-05-02(7)等の既存情

報を基に深度 300m 位置に処分坑道、連絡坑道のレイアウト（図 4.2-8、4.2-9）を参考に廃棄体

周辺構造を含めて内部 3D モデルとして構築した。 
 

FRAC3D による亀裂ネットワーク内 

地下水流動解析結果 全水頭(m) 

1 次元モデル管路網内での全水頭分布(m) 
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図 4.2-7 仮想処分場の設定（内部 3D モデル） 

 
 

 
図 4.2-8 仮想処分場の構成 
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図 4.2-9 処分坑道、連絡坑道等の仮想寸法（単位：mm） 
 
緩衝材、プラグの透水係数に関しては、H25 年度緩衝材変質・間隙水組成の評価(8)では 26 ケ

ースの評価が行われており、亀裂性媒体地下水流動解析で本年度設定を考えている条件である

降水系、緩衝材厚さ 0.7m、支保工厚さ 0.09m に近いケースの解析例を参照にした。表 4.2-2 に

MC-BUFFER による処分開始時点および 10 万年経過時点での緩衝材の透水パラメータの変化

を示す。その際の MC-BUFFER で想定されている条件を表 4.2-3 に示す。また、支保工や埋め

戻し材、プラグの透水特性は「TRU 廃棄物処分技術検討書－第 2 次 TRU 廃棄物処分研究開発

取りまとめ(9)を参考に設定した。 
内部 3D モデルを多孔質媒体と仮定した場合、上記の FRAC3D による亀裂面と内部 3D モデ

ルとの境界位置に対し、FRAC3D による全水頭解析結果を境界条件として与えることで、内部

3D モデル内での地下水流動解析を有限要素法による 3 次元地下水流動・核種移行解析コード

3D-SEEP によって解析が可能となる。また、この内部 3D モデルには MC-BUFFER による緩衝

材の透水性の時間変化と連携する機能を持たせることによって、処分後の経過時間とともに緩

衝材の透水性が変化した場合の地下水流動の解析を可能としている。 
図 4.2-10 に内部 3D モデル内での全水頭圧の 3D-SEEP による解析結果を示す。図は亀裂が処

分坑道内の廃棄体外側の緩み域と側面で接触している部分を示している。この場合では、亀裂

間（図で右方向亀裂接触面と左方向亀裂接触面）で緩衝材等の内部 3D モデルを経て地下水流

動が生じることになる。図は、動水勾配がおよそ 0.1 程度の大きいケースを例とした。図は処

分後の経過時間 10 万年の場合であり、MC-BUFFER の計算結果による緩衝材の透水性の劣化が

著しい最も外側の部分（廃棄体から 0.7m の位置）では、その透水係数は 6.4×10-13 m/sec から 5
桁程度劣化し 2.2×10-7m/sec に変化している。緩衝材の透水性の変化は緩衝材の内側部分（廃
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棄体から 0.6m の位置以内）ではおよそ 1 桁程度の透水性の劣化を示し、支保工との接触部分

以外は 10 万年程度の健全性を示している。 
表 4.2-2 MC-BUFFERの計算結果から得られた処分開始時及び 10万年経過時点での透水係数

と間隙率 

構成要素 
廃棄体表面から
要素代表点の距

離(m) 

透水係数：m/sec 間隙率 

処分開始時 100,000y 処分開始時 100,000y 

緩衝材_1 0.025 6.42E-13 1.98E-11 0.4 0.376 

緩衝材_2 0.075 6.42E-13 7.25E-12 0.4 0.338 

緩衝材_3 0.175 6.42E-13 4.99E-12 0.4 0.344 

緩衝材_4 0.275 6.42E-13 4.28E-12 0.4 0.346 

緩衝材_5 0.375 6.42E-13 4.60E-12 0.4 0.345 

緩衝材_6 0.475 6.42E-13 6.30E-12 0.4 0.337 

緩衝材_7 0.575 6.42E-13 1.68E-11 0.4 0.307 

緩衝材_8 0.625 6.42E-13 6.86E-11 0.4 0.215 

緩衝材_9 0.675 6.42E-13 2.18E-07 0.4 0.038 

支保工 1.000 1.00E-05 － 0.3333 － 
ゆるみ 1.250 1.00E-07 － 0.366 － 

 
表 4.2-3 MC-BUFFER での計算に用いられた諸条件 

温度[℃] 地下水水質

特性 
緩衝材厚さ

[m] 
乾燥密度

[kg/m3] 
混合率 

[ベントナイト:クォーツ] 
支保工厚さ[m] 溶存酸素 

100～47 降水系 0.7 1600 7:3 0.6 無酸素 
 
 

 
図 4.2-10 内部 3D モデル内での全水頭圧の解析結果（両端の動水勾配：約 0.1） 
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また、図 4.2-10 には廃棄体直上からの核種の漏洩を想定した粒子移行解析の結果を示した（図

中に移行経路を表示）。その結果、処分後 10 万年経過時点での、廃棄体直上位置から内部 3D
モデルの最外側の要素である緩み域の領域外に粒子が移行するまでの平均時間は、約 3.0×105

年（幾何平均値）であった。また平均移行速度は、2.7×10-13m/sec と非常に小さな値となった。 
 

4.2.3 亀裂性媒体中での地下水流動評価における影響解析 
亀裂性媒体中での地下水流動評価において重要な調査項目を検討するため、亀裂ネットワー

クの設定条件と亀裂の透水性評価に関する影響を評価する解析を実施した。 
（１）亀裂長さと亀裂幅に関する感度解析 
FRAC3D での亀裂ネットワークの構築においては、観測されたデータを基に構築するが、円

形亀裂の直径（亀裂長さ）と亀裂幅（透水性）に関してはその評価手法が確定しているとは言

い難い。そのため、①亀裂長さ、②亀裂幅に関する感度解析を実施した。 
菊間石油備蓄基地での亀裂の空間分布は詳細に調査されている(10)。石油備蓄基地周辺におけ

る地表踏査および坑道掘進時に現れた亀裂等の観察結果から広域的には合計 22 条の亀裂帯が

確認される。概略的特徴を以下に示す。 
・走向：N30～40E 系、N60～70E 系、N30W 系と N70～80W 系の 4 方向 
・傾斜：鉛直に近い急傾斜、30～60°の緩い傾斜の 2 種類に分類 
また、FRAC3D で亀裂ネットワークを構築するために発生させる亀裂は以下に分類される。 
1)坑壁観察結果から推定した連続する亀裂：20 系（大規模亀裂）を設定 
2)その他に既往地質図に記載されている亀裂：57 系（中規模亀裂）を設定 
3)坑壁で観察した亀裂のデータ：1,843 点（小規模亀裂） 
このうち、1)、2)は観測された亀裂長さを直径と仮定し、決定論的に円盤状亀裂を作成する。

3)については統計データを基に確率論的に生成する（1,000 リアライゼーション）。このシミュ

レーション結果が、観測された亀裂の亀裂密度 0.367[本/m]となるよう亀裂発生数を調整するこ

とで亀裂ネットワークを構築している。この亀裂ネットワークに対する地下水流動解析・粒子

移行解析を実施し、亀裂媒体中での開始位置（仮想処分場内の廃棄体直上位置）から亀裂媒体

領域外に移行するまでの移行経路、移行時間、平均移行時間を評価した。 
図4.2-11に石油備蓄基地で観測された亀裂帯の走向傾斜とFRAC3Dによって発生させた亀裂

ネットワークにおける走行傾斜に関するシュミットネットを示す。本図の色は出現頻度を示し、

赤が高く緑が低い値を示している。 

    
(a)  観測された亀裂の走向傾斜  (b)FRAC3D による亀裂の走行傾斜 

図 4.2-11 亀裂の走向傾斜の観測値とシミュレーション結果 

頻
度
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FRAC3D によって発生させた亀裂ネットワークを用いて地下水流動解析を実施し、その結果

に対し粒子移行解析を実施した。図 4.2-12 に粒子移行解析の移行経路に関する一例を示す。図

には仮想処分場と共に上記 1)、2)で示した決定論的亀裂のみを同時に表示している。 
 

 
図 4.2-12 亀裂性媒体中での粒子移行解析の移行経路例 

 
亀裂長さと亀裂幅に関する感度解析結果を図 4.2-13 に示す。図 4.2-13 (a)は FRAC3D で発生

させる円盤亀裂の亀裂長さ（亀裂直径）を変化させたケースである。亀裂長さが大きく、発生

亀裂数が変化しない場合、亀裂密度が相対的に大きくなるため、亀裂密度は観測値 0.367[本/m]
と同一となるよう設定している。この場合、粒子の平均移行速度に大きな変化はみられなかっ

た。このことは今回の解析では岩盤亀裂に関する調査データが多数蓄積しており、亀裂密度が

十分に得られているため、亀裂密度が一定であれば、亀裂の長さなどの亀裂の形状に関する仮

定はあまり影響がないことが推察される。同時に亀裂密度がある程度評価できる環境が地下水

流動評価の不確かさを低減できることを示唆している。 
一方、図 4.2-13 (b)は FRAC3D で発生させる円盤亀裂の亀裂幅を変化させたケースである。

FRAC3D での亀裂幅の変化は、その亀裂の透水特性に影響を与えるパラメータである。石油備

蓄基地の調査では、主要な亀裂に対する透水性試験が実施されており、同時に壁面観察等から

主要な亀裂幅の測定も行われている。また、石油備蓄基地に対する既存の地下水流動解析事例
(10)では、主要な亀裂に対して、高透水性亀裂（透水係数：2.0×10-7m/sec）と低透水性亀裂（透

水係数：1.0×10-8m/sec）に分類し、工学的判断を交えてそれぞれの亀裂に透水係数を付与した

解析を実施している。そこで、亀裂幅の設定方法を変えた解析を比較した。1 つは FRAC3D に

おいて観測された亀裂幅を基にした解析であり、一方は、亀裂幅を高透水性亀裂と低透水性亀

裂に相当させて解析した既存解析例に倣った解析である。その結果、平均移行速度が 10m/y 以

上の比較的速度の大きい解析結果に差異が生じている。亀裂性岩盤の透水特性を評価する手法

はいまだ開発途上の技術であるが、これら亀裂の透水性の評価の差異が地下水流速評価に大き

く影響することが定量的に示唆された。 
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このため、亀裂性媒体中での地下水流動評価においては、今回対象とした石油備蓄基地のよ

うに亀裂の分布・方向、亀裂密度等の特性に関するデータを十分に取得できるような調査が実

施されることが望ましいと言える。重要な調査項目としては、亀裂の走向・傾斜の統計的分布

から亀裂密度のデータ、亀裂の透水特性と亀裂幅の関連性に関する調査が重要であることが示

唆された。 

 
  (a)亀裂長さ    (b)亀裂幅 

図 4.2-13 亀裂長さと亀裂幅に関する感度解析結果 
 
（２）亀裂幅の時間変化に関する解析 
花崗岩等の分布する亀裂性媒体中において、地震等の発生により亀裂幅が変化するケースが想定

される。前節で示したとおり、亀裂幅の変化は透水性に大きく影響するため、将来的に地震発生シ

ナリオを検討する中でその透水性の評価が重要な項目となる。これらの状況から、FRAC3D は亀裂

幅の時間的な変化を考慮する機能を有しており、ここでは、亀裂の時間的変動によって亀裂内地下

水流速の変動を評価した。 
テストモデル１では複数の亀裂を用いた計算を行った。解析領域の大きさは、直方体状とし、領

域の中心部分に半径 10m の円形亀裂を発生させた。解析条件を以下に示す。 
・解析領域大きさ(m) ：40×30×20 
・円形亀裂半径(m) ：幾何平均値 10m と設定して正規分布でランダムに発生 
・円形亀裂法線方向 ：（0、1、0） 
・亀裂幅(m)  ：0.0001 
また、物性条件は以下のように設定した。 
・水の密度(kg/m3)   ：1000 
・重力加速度(m/sec2) ：1.0 
・動粘性係数(m2/sec)  ：8.33E-9 
 
作成した亀裂ネットワークモデルを図 4.2-14 に示す。 
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図 4.2-14 亀裂モデル図 

 
亀裂ネットワークモデルの両端に動水勾配が生じ、図 4.2-14 の上端面から下端面への流動が生

じていると仮定した。さらに、地震の繰り返し等のイベントにより、亀裂幅が 5 年で 2 倍とな

るシナリオをとした。5 年経過後は一定値となる設定とした。そのため、時刻 0y から時刻 5y まで

は一様に亀裂幅が広くなり、時刻 5.y 以降は元の亀裂幅の 2 倍で一定となる。 
解析は時刻 0y における定常計算を実施し、その後、非定常計算を行った。非定常計算の解析時

間ステップは時刻 6y までを 60 ステップで計算した。6y 経過時点での全水頭の解析結果を図 4.2-15
に示す。 

 

 
図 4.2-15 全水頭解析結果（時刻：6y） 

 
解析結果は、地下水が円形亀裂の連結した部分を通って蛇行するように流れる状況を示したが、

図から確認するのは困難である。そのため、亀裂ネットワークの中心付近の位置（図 4.2-15 に示す）

における X 方向流速の経時変化を図 4.2-16 に示す。 
 

X 方向流速時刻歴 
抽出位置 
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図 4.2-16 X 方向流速時刻歴変化（縦軸：流速×10-5m/sec、横軸：時間 y、鉛直上方を＋で表示） 
 
FRAC3D では亀裂の透水係数を次式で評価している。 

12

3gbK  (4.2.1) 

 
  ここに、ρ：水の密度(kg/m3)、ｇ：重力加速度(m/sec2)、ｂ：亀裂幅(m)、μ：動粘性係数(m2/sec)
である。初期の亀裂幅における透水係数は、1.0×10-5m/sec となる。解析条件として動水勾配：0.875
を与えている。したがって、1 枚の亀裂中では、流速は鉛直下向きに 8.75×10-6m/sec と評価できる。

また、亀裂幅は徐々に大きくなり時刻 5y では元の亀裂幅の 2 倍になる。その結果、（１）式より、

透水係数は 8 倍の 8.0×10-5 m/sec となり、流速は 7.0×10-5 m/sec と評価できる。しかしながら、複

数亀裂の存在する亀裂ネットワークモデルでは流れ場は複雑なとなるため、個々の亀裂内の流

速の絶対値による単純比較はできない。そこで、図 4.2-16 に示す亀裂中心位置の相当する任意

の地点での流速に着目したところ、流速は約 16 倍となった。このように、亀裂幅が時間的に変

化する様な場合、流速も亀裂幅の変化割合に応じて大きく変化することが示唆された。これら

のことから、亀裂幅の変化は透水係数への影響が大きいと予想されされ、地震前後の地下水流動評

価を実施する際においては、亀裂幅の評価手法が重要となることが示された。 
 

今後の課題 
亀裂性媒体中での地下水流動評価においては、現地試験や室内試験等を踏まえて、亀裂に関

する透水特性を与える必要がある。また、本年度の作業において、広域からサイトスケール、

サイトスケールから廃棄体スケールまでの一連の解析の連携を整備することができた。しかし

ながら、広域スケールとサイトスケールのモデル境界の考え方はその適用に明確な基準はない

ため、今回の石油備蓄基地を例とするような実環境を模した仮想的処分場を例とした解析事例

を蓄積する必要がある。また、地震等に伴って亀裂幅が変化するようなシナリオにおいては、

亀裂内での流動状況に大きな変化をもたらす可能性があるため、亀裂幅に関する変化特性に関

する検討を進める必要がある。 
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4.3 火山活動による影響を対象とした GSRW-PSA 評価機能の拡張 
地層処分の安全審査においては、気質・気候関連事象について、発生可能性は低いが隔離機

能への影響が大きい事象について、どのように取り扱うべきか検討が進められている。こうし

た影響が大きいと想定される事象について、3 章においてこれまでの事例調査からその発生の

規模を想定して処分システムへの影響を考慮したシナリオを整理した。 
これまで本事業では、地下水移行シナリオに加え、それらの地質・気候関連事象シナリオを

評価するため、地層処分の確率論的安全評価コード GSRW-PSA（Generic Safety Assessment Code 
for Geologic Disposal of Radioactive Waste for Probabilistic Safety Assessment）(11), (12)を軸とするコー

ド群（個別事象に関する一連の評価コード）の開発・整備を行うとともに、それら一連のコー

ド群を用いた解析結果を相互に連携させて、最終的に核種移行解析に集約させる「リンケージ」

の整理を実施してきた。 
平成 25 年度は、地質・気候関連事象のひとつである隆起・侵食を対象に、隆起・侵食による

移行経路の時間的変化（移行距離の増減）、移行経路中の地質・水質の組合せに応じた核種移行

パラメータセットの時間変化を適切に反映できるよう GSRW-PSA の機能拡張を実施した。 
平成26年度は、3章で既述したように、隔離機能への影響が大きい事象としてとりあげ、従来

の機能では評価できない火山活動による影響についてGSRW-PSAにその評価機能を追加し、コ

ードを拡張した。具体的には、処分坑道へのマグマ火道の交差と噴火による影響評価機能、処

分坑道へのマグマの貫入による影響評価機能の2つについて整備を行った。 
 

4.3.1 処分坑道へのマグマ火道の交差と噴火による影響評価機能 
3.4 で既述したように、処分坑道へマグマ火道が交差し噴火に至った場合、以下の被ばくシナ

リオが想定される。 
 噴火に伴う大気拡散堆積火山灰上での被ばく 
 河川移行した火山灰を含む河川水利用による被ばく 
 火口付近に露出した廃棄体への接近による被ばく 
 火砕流堆積物上での被ばく 

 
(1) 噴火に伴う大気拡散堆積火山灰上での被ばく 
本評価では、噴火に伴う火山灰の 2 次元的な拡散を評価し、単位面積当たりの放射能量を算

出するための大気拡散モジュールを新たに作成した。 

大気拡散によって居住地域の土壌に直接堆積する火山灰に含まれる放射性核種からの被ばく

線量を評価する。被ばく経路は農耕土壌からの被ばくを想定する。火山灰の大気拡散は、Suzuki 
(13)および Jarzemba et al. (14)の数学モデルを参照した。大気拡散モデルにより、ある評価点にお

ける単位面積あたりの火山灰質量χ(g/cm2)が求められる。これに火山灰と廃棄物の質量比、堆

積厚さ、密度を考慮して、堆積した汚染火山灰中の単位質量あたりの核種量(Bq/kg)が求められ

る。 
 

(a) 大気拡散堆積評価モデルの導入 
1) 評価式 

火口を原点として、位置(x,y) (m) における火山噴出物の堆積量χ(g/cm2)は次式で得られる。 
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dzd
ttC
yutx

ttC
fzQPyx

H

z
sf

f

sf

max

min 0 25

422

25 8
105

exp
8

)(),(5),(  (4.3.1) 

ここで、 
：火山灰粒子直径 d(cm)の常用対数 

z：地表からの鉛直方向距離 (km) 
H：火口からの噴煙柱の高さ(km) 
Q：火山噴出物の総量 (g/cm2) 
P( , z) ：噴煙柱から離脱する火山灰粒子の分布 
f( ) ：火山灰粒子サイズの分布 
C：渦拡散度と粒子降下時間に関連する定数 (cm2/s5/2) 
tf ( , z) ：粒子降下時間 (s) 
ts (z) ：噴煙柱内の粒子拡散時間 (s) 
u：風速 (m/s) 

である。 
粒径 d (cm)（  =log10(d)）の火山灰が噴煙柱の高度 z から離脱する確率密度分布 P( , z)は次

式で与えられる。 

000

0

exp11
exp),(

YYHV
YYWzP  (4.3.2) 

ここで、 
：噴煙柱からの離脱パラメータ 

W(z) ：高さ z における噴煙の上昇速度 (cm/s) 
W0：（=W(0)）火口における噴火速度 (cm/s) 
V0 (d) ：粒径 d の火山灰の終端速度 (cm/s) 
Y(d,z)：無次元化した上昇速度 
Y0 (d) ：（=Y(d,0)） 

であり、 

H
zWzW 1)( 0  (4.3.3) 

0

0)(),(
V

VzWzdY  (4.3.4) 

である。火山灰の終端速度 V0(d) は 

FgdFF

gd
dV

paaa

p

07.1
2
3819

)(
364.0232.0

2

0  (4.3.5) 

で与えられていて、 
a：空気の密度 (g/cm3) 
a：空気の粘度 (g/cm/s) 
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p：火山灰粒子の密度 (g/cm3) 
F：火山灰粒子の形状ファクタ 
g：重力加速度 (cm/s2) 

である。 
粒子降下時間 tf (s)は次式で与えられ、 

926.0

0

6 0625.0exp110752.0),(
V

zzdt f  (4.3.6) 

粒子拡散時間は ts (s)次式で与えられる。 
52102

288
105)(
C

zzts  (4.3.7) 

火山灰の粒径分布 f( ) は次式の対数正規分布に従うとする。 

2

2

2
exp

2
1

d

m

d

f  (4.3.8) 

ここで、 
σd：粒子サイズ対数の標準偏差 

 m：粒子直径の平均(cm)の常用対数 
である。 
Jarzemba et al. (14)は、粒子の密度は直径の関数であるとして、線形を仮定している。 

hilowlowp
minmax

min  (4.3.9) 

ここで、 low、 hiは粒径が最小、最大のときの密度であり（粒径が小さい方の密度が大きい）、

p(  <  min)=Ψlow、Ψp(  >  max)= hiとする。 
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2) 評価機能の確認 
導入した各パラメータ式による計算を確認するため、終端速度、火山灰の噴煙柱からの離脱

確率密度分布、火山灰の降下時間、拡散時間の各パラメータ評価について機能確認を行った。 
i) 終端速度 V0 
図 4.3-1(a)に、Suzuki による粒径に対する終端速度の変化の図を示す。図 4.3-1(b)は火山灰密

度を 2.0g/cm3としたときの終端速度、図 4.3-1(c)は 0.8g/cm3としたときの終端速度の計算値を図

示している。粒子直径が 0.01cm を境にすることで、(a) Suzuki Fig.3 の結果と一致している。図

中、V0は (4.3.5) 式の結果（Suzuki (4)'式）であり、eq(4)は Suzuki (4)式の結果である（それぞ

れ、図 4.3-1(a)の実線、点線に対応する）。図 4.3-1(d)は、式(4.3.9)（Ψlow=2.5、Ψhi=0.8、ρmin =-2、
ρmax =-1）に従い、粒径に応じて密度を線形変化させたときの終端速度である。 

 

(a) Suzuki (1983) Fig.3 

 

(b) 火山灰密度：2.0g/cm3 

 

(c) 火山灰密度：0.8g/cm3 

 

(d) 粒径に応じて密度を線形変化させた場合 
図 4.3-1 終端速度 V0 
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ii) 火山灰の噴煙柱からの離脱確率密度分布 P(d,z) 
粒径ごとの、火山灰の噴煙柱からの離脱確率密度分布（(4.3.2)式）を図 4.3-2 に示す。図よ

り、粒径が大きい粒子は噴煙柱の上方まで届かず、小さい粒子は上方でしか離脱していない。 

 

図 4.3-2 火山灰の噴煙柱からの離脱確率密度分布 P(d,z) 

iii) 火山灰の降下時間、拡散時間 
粒径による、火山灰の降下時間を図 4.3-3 に示す。火山灰の拡散時間 tsも載せている。拡散時

間は高さ z のみの関数であり、粒径には依存しない。風速 10m/s の場合、風下方向 50km の位

置への到達時間は 50000m÷10m/s=5000 (s) であることを考えると、粒径が 0.01 (cm)より小さい

火山灰は P(d,z)分布より全量が 10km 付近での離脱となるため、火口より 100km 範囲程度には

影響しない（降下時間が長いため、より遠くに流される）。 

 

図 4.3-3 火山灰の降下時間、拡散時間 
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(b) 試計算 
Suzuki 及び Jarzemba et al. (14)の数学モデルを実装し、試計算を行った。数学モデルの基本論

文である Suzuki の Fig.6 を対象に、同様の結果が得られることを目標とした。 
噴煙柱の高度に対する火山灰噴出量の分布図（Suzuki Fig.6(a)）に対しては、同様の傾向が得

られたことを確認した（図 4.3-4、図 4.3-5）。ここで、文献には粒子サイズの区分 f, m, c は fine, 
medium (=dm), coarse としか記載されていないので、図 4.3-5においては 0.001～0.05, 0.05～0.3, 
0.3～10.0 (cm) の範囲とした。 

火山灰堆積密度の等質量線図（Suzuki Fig.6(b)）も、同様の結果が得られたことを確認した

（図 4.3-6、図 4.3-7）。また、火口からの距離に対する火山灰堆積密度の分布図（Suzuki Fig.6(c)）
も、同様の結果が得られたことを確認した（図 4.3-8、図 4.3-9）。 

 

 

図 4.3-4 Suzuki Fig.6(a)より、噴煙柱の高度に対する噴出量の分布 

（左から =0.02, 0.1, 0.5） 

 

  

図 4.3-5 噴煙柱の高度に対する噴出量の分布（左から =0.02、0.1、0.5） 
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図 4.3-6 Suzuki Fig.6(b)より、堆積密度の

等質量線（上から =0.02, 0.1, 0.5） 

 

 

 

図 4.3-7 堆積密度の等質量線の計算結果

（上から =0.02, 0.1, 0.5） 

 

 

図 4.3-8 Suzuki Fig.6(c)より、火口からの

距離に対する堆積質量(g/cm2)の分布（ =0.02, 
0.1, 0.5） 

 

図 4.3-9 火口からの距離に対する堆積密度

の計算結果（上から =0.02, 0.1, 0.5） 

 
図 4.3-10 には、Jarzemba の Appendix A に記載されている解析結果例の火山灰密度(xash) と

の比較を示す。火山灰密度を粒子直径対数の線形関数としたときの計算結果とほぼ一致してい

ることを確認した。 
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以上から、火山灰の大気拡散計算は正しく行われていることを確認した。 
 

 

図 4.3-10 Jarzemba の AppendixA の計算結果（ =0.02）（凡例上から、(1)Jarzemba の値、(2)
火山灰密度=0.8(g/cm3)で一定とした計算、(3)火山灰密度を直径に対し線形変化させたときの計

算(直径を常用対数で-3 から 1 までの区間)、(4)(3)と同じく密度を線形変化させたときの計算(直
径を常用対数で-2 から-1 までの区間)） 

 
(c) 評価点設定機能 
また、評価点の決定方法は i) 被ばく線量が最大となる点と ii) ユーザーが指定した点の 2 種

類のオプションを選択できるようにした。ここで、(1)の評価点に関しては、非居住範囲の火口

からの距離 Rminと評価する最大範囲（火口からの距離）Rmaxの間のドーナツ状の「評価対象と

なる居住地域」から半径方向と円周方向の分割数を指定できるものとした。なお、図 4.3-11 に

おいて、円の中心（火口）を原点(0,0)、横軸を x、縦軸を y とすると、x 軸の正方向が風下方向

となるので、y=0 のとき、つまり、正の x 軸上に火山灰の堆積量が最大となる点が存在するこ

とになることに注意する（y≠0 の点も評価し標準出力ファイルには出力するが、最大になるこ

とはない）。 
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図 4.3-11 火山灰大気拡散シナリオの評価点 

 
i) 被ばく線量が最大となる点 
被ばく線量が最大となる点は、火山灰の堆積密度が最大となる点であり、y 方向には拡散で

のみ移行するため、堆積密度が最大となるのは x 軸上（y=0）である（）。また、図 4.3-8、図 4.3-9
の =0.5 の場合からわかるように、火口付近を除いた x 軸上において、堆積密度のピーク位置

は必ずしも火口最近接点ではない。この位置は、式(4.3.1)、(4.3.2)から、ut および W0 に主に

依存するため、評価する最大範囲と、非居住範囲と最大範囲との間に対して指定された分割数

に基づき、その分割点において評価を行うこととした。 
ii) ユーザーが指定した点 

ユーザーは、評価点として任意の位置 (x,y) を指定する（単位は km）。このとき、ユーザー

は、複数の評価点を設定することが可能であり、それらの評価点のうち、火山灰の堆積密度が

最大となる点が、最終的に接続計算に使用される評価点となる。 
 

(2) 火山灰河川移行シナリオ 
火山灰河川移行シナリオでは火山灰に取り込まれた放射性核種がすべて表面水系に分配され

ることを想定した。まず、ソースタームモデルにおいて、表面水系 a における水中濃度 (  )を、

次のように計算する。 

a

i
M

a
i
a V

tAftC )()(  fTt  (4.3.10) 

(  ) ：損傷発生時刻 Tf以降の時刻 t における表面水系 a 中の核種 i 濃度 
[Bq/m3] 

 ：表面水系 a への降下割合 [-]（新規入力） (  ) ：損傷発生時刻 Tf以降の時刻 t における核種 i の核種量 [Bq] 
 ：表面水系 a の容量 [m3] 

ここで、想定する表面水系 a は、「w：井戸水」を除く次の 4 つとした。 
ur：上流河川 
l：湖沼 
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dr：下流河川 
e：沿岸海洋 

 
移行フラックスは、上記の表面水系 a における水中濃度を損傷発生時間 における初期値と

して次のように計算する。 

)()()( f
i
aa

i
a TttCQtJ  (4.3.11) 

)(tJ i
a  ：表面水系 a からの核種 i の移行フラックス [Bq/y] 

aQ  ：表面水系 a の流量 [m3/y] 
ただし、時刻 t における核種量 (  )に関しては、次式のように物質収支を考慮する。 

)(  )()()(
)( 11

f
i
M

ii
M

ii
a

i
M TttAtAtJ
dt

tdA
 (4.3.12) 

 
(3) 火砕流、水蒸気爆発により露呈する廃棄物からの線量評価 
ここでは 2 つのシナリオ（廃棄体接近シナリオ、火砕流流走シナリオ）を評価できるように

した。廃棄体接近シナリオでは、小規模火砕流または水蒸気爆発により廃棄物が火口付近に露

呈し、そこへ放射性物質の存在を知らない人間が一定時間接近することを想定した。火砕流流

走シナリオでは、火砕流中に廃棄体の有する放射性核種が取り込まれ、人間の居住領域まで到

達、堆積すると想定した。以下に各シナリオにおける被ばく線量評価方法を示す。 
 

(a) 廃棄体接近シナリオ 
3 章で述べたように、溶岩ドームを形成し、その崩壊によって生じる小規模な火砕流（メラ

ピ式）が発生する場合、火口付近に廃棄体が露出し、放射性廃棄物の存在を知らずに立ち入っ

た者の被ばくが想定された。そこで、廃棄体が火口付近に存在する場合の被ばくとして廃棄体

からの外部被ばく、粉塵の吸入による内部被ばく、ラドンガスの吸入による内部被ばくを考慮

した。火口付近における放射性核種の存在形態は、ガラス固化体が当初の形状を維持していな

い場合、堆積物中に放射性核種が含まれている場合など複数のケースが想定され、単位線源あ

たりの線量率（被ばく線量換算係数）がそれぞれ異なると考えられる。各ケースの被ばく線量

換算係数ライブラリを整備した（(4)参照）。 
ユーザーは、露呈している廃棄物の形状等の条件を考慮して、適切なライブラリを選択して

使用する。このほか、評価対象者が廃棄体に接近して被ばくする時間及び廃棄体表面からの距

離を入力とし、線源情報と被ばく線量換算係数から求められる線量率に被ばく時間を乗じて被

ばく線量を算出する。なお、火口付近に露出する廃棄体数は火道直径に依存し、その最大数が

決定されるが、水蒸気爆発及び火砕流で地表に放出される廃棄体数は、マグマ密度、流速及び

廃棄体密度の関係からその数よりも小さくなることがあるため、廃棄体数を任意で与えること

も可能である。 
 

(b)火砕流流走シナリオ 
火砕流の流走に伴い人間の居住する範囲に火砕流堆積物が到達した場合には、火砕流堆積物

の堆積厚さと堆積物の放射能濃度に基づいて、生物圏における被ばく線量評価を行う。堆積物

の放射能濃度は、火砕流堆積物にガラス固化体に内蔵及び緩衝材に収着した核種が均質に混合
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されているものとして、噴出量と残存放射性核種量から算出する。このとき、ガラス固化体に

残存する放射性核種量、及び、緩衝材に収着される放射性核種量は、事象発生までの核種移行

解析結果に基づいて設定できるオプションも用意した。また、火砕流堆積物の堆積厚さは、火

砕流の流走距離を評価するモデル式（エネルギーコーンモデル(15)（H/L=   H:火砕流の出発点

と到達点の比高, L:火砕流の水平方向の流走距離, :火砕流と斜面との動粘性係数））から求めら

れる距離を参考に堆積厚さを決定して、廃棄物層初期厚さに入力することとした。被ばく経路

は農業住居シナリオにおける被ばくを想定し、堆積する火砕流堆積物からの外部被ばく線量及

び再浮遊堆積物の粉じん吸入摂取による内部被ばく線量の 2 つを評価する。 
 

(4) 外部被ばく線量換算係数ライブラリの作成 
これまでの GSRW-PSA では地下水移行シナリオにおける生物圏評価のための外部被ばく線

量換算係数が内蔵されていた。上述のように、堆積火山灰からの外部被ばく、火口付近に露出

した廃棄体からの外部被ばくはこれまでの外部被ばくの体系や物質組成と異なるため、新たに

外部被ばく線量換算係数を解析によって求め、GSRW-PSA のライブラリとして格納した。大気

拡散による火山灰の堆積、及び、火砕流流走による堆積物は同様のものとみなし、同一の体系

を適用することとした。また、火山灰の河川移行は地下水移行シナリオの評価体系と同様であ

るため、既存の外部被ばく線量換算係数を用いることとした。したがって、火山灰堆積と露出

廃棄体の 2 種類の幾何体系について外部被ばく線量換算ライブラリを整備した。 
いずれの評価においても、解析コードは QAD-CGGP2R(16)を用い、表 4.3-1 に示す核種とその

子孫核種を対象とした。 
 
(a) 火山灰堆積物を線源とする外部被ばく換算係数 
ある堆積厚さで無限遠方まで存在する火山灰（火砕流堆積物）が線源になるとする。これま

での GSRW-PSA による評価で用いてきた外部被ばく線量換算係数(JAEA-Data/Code 
2008-003(17))を参考にし、火山灰の組成と堆積厚さを考慮した変更を加えた。また、幾何形状は

図 4.3-12 に示すように、半径 500m の円柱状線源を設定した。火砕流堆積物厚さは 1cm, 
5cm,10cm,15cm, 20cm, 50cm, 100cm, 200cm とした。なお、半径を 500m から 1000m に広げても

線量の増加は無視できることを確認した。また、火山灰の物質組成は「新編火山灰アトラス 
p.50-53 （東京大学出版会）(18)」に基づき、空気は従来使用している値を適用し、表 4.3-2 に

示すように設定した。評価点は円柱状線源の地表面の円の中心上、堆積物表面から高さ 1m の

点とし、この点における AP 照射体系の実効線量を算出した。 
火山灰堆積物を線源とする外部被ばく線量換算係数の評価結果を表 4.3-3(1), (2)に示す。堆積

厚さが 50cm 以上となると、自己遮蔽のため換算係数の値はほとんど変化しない。 
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表 4.3-1 評価対象核種 

 
  

Cm-244 - H-3 -
Pu-240 - Be-10 -
U-236 - C-14 -
U-232 - Cl-36 -
Th-232 - Ca-41 -
Ra-228 Ac-228 Mn-54 -

Th-228
Ra-224,Rn-220,Po-216,Pb-212,Bi-
212,Po-212,Tl-208

Fe-55
-

Cm-245 - Fe-59 -
Pu-241 U-237 Co-58 -
Am-241 - Co-60 -
Np-237 - Ni-59 -
Pa-233 - Ni-63 -
U-233 - Zn-65 -
Th-229 - Se-79 -
Ra-225 - Sr-90 Y-90

Ac-225
Fr-221,At-217,Bi-213,Po-213,Tl-
209,Pb-209

Zr-93
-

Cm-246 - Zr-95 Nb-95m
Am-242m Am-242,Np-238 Nb-93m -
Cm-242 - Nb-94 -
Pu-242 - Nb-95 -
Pu-238 - Mo-93 -
U-238 - Tc-99 -
Th-234 Pa-234m,Pa-234 Ru-106 Rh-106
U-234 - Pd-107 -
Th-230 - Ag-108m Ag-108

Ra-226 Rn-222,Po-218,At-218,Rn-218,Pb-
214,Bi-214,Po-214,Tl-210

Ag-110m
Ag-110

Pb-210 Bi-210,Hg-206,Tl-206 Cd-113m -
Po-210 - Sn-121m Sn-121
Cm-243 - Sn-126 Sb-126m
Am-243 Np-239 Sb-125 -
Pu-239 U-235m Te-125m -
Np-235 - I-129 -
U-235 Th-231 Cs-134 -
Pa-231 - Cs-135 -

Ac-227
Fr-223,At-219,Bi-215,Po-215,Pb-
211,Bi-211,Po-211,Tl-207

Cs-137
Ba-137m

Th-227 - Ce-144 Pr-144m,Pr-144

Ra-223
Rn-219,Po-215,Pb-211,Bi-211,Po-
211,Tl-207

Sm-151
-

Eu-152 -
Eu-154 -
Eu-155 -

Ho-166m -
Hf-178m -

放射平衡を仮定した子孫核種

核種

4N系列

4N+1系列

4N+2系列

4N+3系列

非系列核
種

核種

放射平衡を仮定した子孫核種
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表 4.3-2 火山灰及び空気の物質組成 

 
 

 
図 4.3-12 火山灰堆積物を線源とする外部被ばく線量評価幾何体系 

 
 

  

火山灰 1.5 g/cm3
元素 組成比（Weight%） Partial density
O 0.491 7.360582E-01
Na 0.029 4.323645E-02
Mg 0.001 2.217802E-03
Al 0.069 1.033141E-01
Si 0.354 5.306757E-01
K 0.030 4.541738E-02
Ca 0.009 1.387533E-02
Ti 0.002 2.575450E-03
Mn 0.001 1.071043E-03
Fe 0.014 2.155850E-02

空気 0.0012049 g/cm3
元素 組成比（Weight%） Partial density
H 0.00001 1.204900E-08
C 0.00013 1.566370E-07
N 0.76469 9.213750E-04
O 0.23517 2.833563E-04
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表 4.3-3(1) 火山灰堆積物上の外部被ばく線量換算係数（系列核種） 

 
 
 

  

1cm 5cm 10cm 15cm 20cm 50cm 100cm 200cm

Cm-244 6.6E-06 9.3E-06 1.1E-05 1.2E-05 1.2E-05 1.3E-05 1.3E-05 1.3E-05

Pu-240 5.9E-06 8.0E-06 8.7E-06 9.0E-06 9.1E-06 9.2E-06 9.2E-06 9.2E-06

U-236 6.6E-06 1.2E-05 1.4E-05 1.5E-05 1.5E-05 1.6E-05 1.6E-05 1.6E-05

U-232 1.8E-05 4.4E-05 5.5E-05 5.9E-05 6.1E-05 6.2E-05 6.2E-05 6.2E-05

Th-232 1.4E-05 3.5E-05 4.3E-05 4.5E-05 4.6E-05 4.6E-05 4.6E-05 4.6E-05

Ra-228 3.7E-02 1.2E-01 1.7E-01 2.1E-01 2.2E-01 2.5E-01 2.6E-01 2.6E-01

Th-228 5.6E-02 1.8E-01 2.7E-01 3.2E-01 3.5E-01 4.2E-01 4.3E-01 4.3E-01

Cm-245 5.7E-03 1.8E-02 2.5E-02 2.8E-02 2.9E-02 2.9E-02 2.9E-02 2.9E-02

Pu-241 2.8E-07 8.6E-07 1.2E-06 1.3E-06 1.3E-06 1.4E-06 1.4E-06 1.4E-06

Am-241 1.3E-03 3.3E-03 3.8E-03 3.9E-03 3.9E-03 3.9E-03 3.9E-03 3.9E-03

Np-237 1.4E-03 4.0E-03 5.3E-03 5.7E-03 5.9E-03 6.0E-03 6.0E-03 6.0E-03

Pa-233 1.1E-02 3.6E-02 5.1E-02 5.9E-02 6.3E-02 6.7E-02 6.7E-02 6.7E-02

U-233 1.6E-05 4.2E-05 5.7E-05 6.3E-05 6.6E-05 6.9E-05 6.9E-05 6.9E-05

Th-229 4.9E-03 1.5E-02 2.1E-02 2.3E-02 2.4E-02 2.4E-02 2.4E-02 2.4E-02

Ra-225 5.5E-04 8.9E-04 9.1E-04 9.1E-04 9.1E-04 9.1E-04 9.1E-04 9.1E-04

Ac-225 8.5E-03 2.8E-02 4.0E-02 4.6E-02 4.9E-02 5.3E-02 5.3E-02 5.3E-02

Cm-246 1.7E-04 5.3E-04 7.7E-04 9.1E-04 9.9E-04 1.1E-03 1.1E-03 1.1E-03

Am-242m 9.5E-04 2.9E-03 4.0E-03 4.4E-03 4.6E-03 4.8E-03 4.8E-03 4.8E-03

Cm-242 7.0E-06 8.5E-06 9.0E-06 9.2E-06 9.3E-06 9.4E-06 9.4E-06 9.4E-06

Pu-242 8.6E-06 1.9E-05 2.5E-05 2.8E-05 3.0E-05 3.3E-05 3.3E-05 3.3E-05

Pu-238 6.0E-06 7.9E-06 8.6E-06 8.8E-06 8.9E-06 9.0E-06 9.0E-06 9.0E-06

U-238 5.3E-06 1.0E-05 1.2E-05 1.3E-05 1.3E-05 1.3E-05 1.3E-05 1.3E-05

Th-234 1.3E-03 4.1E-03 5.7E-03 6.5E-03 7.0E-03 7.6E-03 7.7E-03 7.7E-03

U-234 1.0E-05 2.3E-05 2.8E-05 3.0E-05 3.0E-05 3.1E-05 3.1E-05 3.1E-05

Th-230 2.5E-05 7.0E-05 8.9E-05 9.5E-05 9.8E-05 1.0E-04 1.0E-04 1.0E-04

Ra-226 7.1E-02 2.3E-01 3.4E-01 4.1E-01 4.4E-01 5.1E-01 5.2E-01 5.2E-01

Pb-210 1.1E-04 2.1E-04 2.2E-04 2.2E-04 2.2E-04 2.2E-04 2.2E-04 2.2E-04

Po-210 4.2E-07 1.4E-06 2.0E-06 2.4E-06 2.6E-06 2.9E-06 2.9E-06 2.9E-06

Cm-243 6.9E-03 2.2E-02 3.1E-02 3.5E-02 3.7E-02 3.9E-02 3.9E-02 3.9E-02

Am-243 9.7E-03 3.1E-02 4.3E-02 4.9E-02 5.2E-02 5.4E-02 5.4E-02 5.4E-02

Pu-239 5.8E-06 1.3E-05 1.7E-05 1.9E-05 2.0E-05 2.0E-05 2.0E-05 2.0E-05

Np-235 5.5E-05 1.4E-04 1.8E-04 2.0E-04 2.1E-04 2.1E-04 2.1E-04 2.1E-04

U-235 1.0E-02 3.2E-02 4.5E-02 5.1E-02 5.4E-02 5.6E-02 5.6E-02 5.6E-02

Pa-231 1.8E-03 5.6E-03 8.0E-03 9.1E-03 9.8E-03 1.0E-02 1.0E-02 1.0E-02

Ac-227 5.0E-05 1.3E-04 1.7E-04 1.8E-04 1.9E-04 2.0E-04 2.0E-04 2.0E-04

Th-227 5.9E-03 1.9E-02 2.7E-02 3.0E-02 3.2E-02 3.4E-02 3.4E-02 3.4E-02

Ra-223 1.6E-02 5.1E-02 7.2E-02 8.2E-02 8.8E-02 9.4E-02 9.4E-02 9.4E-02

4N+3系列

核種

4N系列

4N+1系列

4N+2系列

堆積厚さ
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表 4.3-3(2) 火山灰堆積物上の外部被ばく線量換算係数（非系列核種） 

 
 

(b) 露出した廃棄体を線源とする外部被ばく換算係数 
廃棄体については 3.3 で検討したように、廃棄体が火口付近に露出する際には、緩衝材はは

がれることを想定し、JNC TN8400 2003-022(19)を参考に幾何体系を設定した。オーバーパックが

残存することも想定し、初期設計値である 19cm、亀裂の発生しうる 11cm の 2 ケースを設定す

るとともに、地表における配置を縦置き／横置きで 2 ケース設定し、(1)と同様の核種を対象と

した。オーバーパックが 19cm 厚さを維持し、縦置きに配置されたケースの幾何体系を図 4.3-13

1cm 5cm 10cm 15cm 20cm 50cm 100cm 200cm

H-3 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00

Be-10 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00

C-14 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00

Cl-36 6.7E-06 2.2E-05 3.1E-05 3.7E-05 4.0E-05 4.4E-05 4.4E-05 4.4E-05

Ca-41 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00

Mn-54 3.6E-02 1.2E-01 1.7E-01 2.0E-01 2.2E-01 2.5E-01 2.5E-01 2.5E-01

Fe-55 1.6E-11 3.7E-11 4.9E-11 5.4E-11 5.6E-11 5.8E-11 5.8E-11 5.8E-11

Fe-59 4.8E-02 1.6E-01 2.3E-01 2.7E-01 3.0E-01 3.5E-01 3.5E-01 3.5E-01

Co-58 4.3E-02 1.4E-01 2.0E-01 2.4E-01 2.6E-01 2.9E-01 2.9E-01 2.9E-01

Co-60 9.9E-02 3.2E-01 4.8E-01 5.7E-01 6.3E-01 7.3E-01 7.4E-01 7.4E-01

Ni-59 7.5E-07 2.4E-06 3.5E-06 4.1E-06 4.5E-06 4.9E-06 4.9E-06 4.9E-06

Ni-63 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00

Zn-65 2.3E-02 7.7E-02 1.1E-01 1.3E-01 1.5E-01 1.7E-01 1.7E-01 1.7E-01

Se-79 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00

Sr-90 3.4E-09 5.8E-09 7.5E-09 8.6E-09 9.3E-09 1.1E-08 1.1E-08 1.1E-08

Zr-93 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00

Zr-95 3.2E-02 1.0E-01 1.5E-01 1.8E-01 2.0E-01 2.2E-01 2.2E-01 2.2E-01

Nb-93m 5.1E-06 5.1E-06 5.1E-06 5.1E-06 5.1E-06 5.1E-06 5.1E-06 5.1E-06

Nb-94 6.8E-02 2.2E-01 3.2E-01 3.8E-01 4.1E-01 4.6E-01 4.7E-01 4.7E-01

Nb-95 3.3E-02 1.1E-01 1.6E-01 1.8E-01 2.0E-01 2.3E-01 2.3E-01 2.3E-01

Mo-93 2.8E-05 2.8E-05 2.8E-05 2.8E-05 2.8E-05 2.8E-05 2.8E-05 2.8E-05

Tc-99 3.6E-08 1.1E-07 1.4E-07 1.6E-07 1.6E-07 1.6E-07 1.6E-07 1.6E-07

Ru-106 9.3E-03 3.0E-02 4.4E-02 5.2E-02 5.6E-02 6.2E-02 6.3E-02 6.3E-02

Pd-107 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00

Ag-108m 7.4E-02 2.4E-01 3.5E-01 4.1E-01 4.4E-01 4.9E-01 4.9E-01 4.9E-01

Ag-110m 1.2E-01 3.8E-01 5.5E-01 6.5E-01 7.1E-01 8.1E-01 8.1E-01 8.1E-01

Cd-113m 3.3E-06 1.1E-05 1.5E-05 1.7E-05 1.9E-05 2.0E-05 2.0E-05 2.0E-05

Sn-121m 1.0E-04 1.2E-04 1.2E-04 1.2E-04 1.2E-04 1.2E-04 1.2E-04 1.2E-04

Sn-126 7.3E-02 2.4E-01 3.4E-01 4.0E-01 4.4E-01 4.8E-01 4.8E-01 4.8E-01

Sb-125 2.0E-02 6.5E-02 9.4E-02 1.1E-01 1.2E-01 1.3E-01 1.3E-01 1.3E-01

Te-125m 7.9E-04 9.4E-04 9.6E-04 9.7E-04 9.8E-04 9.8E-04 9.8E-04 9.8E-04

I-129 7.0E-04 8.9E-04 8.9E-04 8.9E-04 8.9E-04 8.9E-04 8.9E-04 8.9E-04

Cs-134 6.9E-02 2.2E-01 3.3E-01 3.8E-01 4.2E-01 4.7E-01 4.7E-01 4.7E-01

Cs-135 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00

Cs-137 2.5E-02 8.2E-02 1.2E-01 1.4E-01 1.5E-01 1.7E-01 1.7E-01 1.7E-01

Ce-144 2.2E-03 6.8E-03 9.7E-03 1.1E-02 1.2E-02 1.4E-02 1.4E-02 1.4E-02

Sm-151 5.4E-08 5.4E-08 5.4E-08 5.4E-08 5.4E-08 5.4E-08 5.4E-08 5.4E-08

Eu-152 5.0E-02 1.6E-01 2.3E-01 2.7E-01 3.0E-01 3.4E-01 3.4E-01 3.4E-01

Eu-154 4.8E-02 1.5E-01 2.2E-01 2.6E-01 2.9E-01 3.3E-01 3.3E-01 3.3E-01

Eu-155 3.6E-03 1.0E-02 1.3E-02 1.5E-02 1.5E-02 1.5E-02 1.5E-02 1.5E-02

Ho-166m 7.4E-02 2.4E-01 3.5E-01 4.1E-01 4.4E-01 4.9E-01 4.9E-01 4.9E-01

Hf-178m 1.1E-01 3.6E-01 5.1E-01 5.9E-01 6.4E-01 6.9E-01 6.9E-01 6.9E-01

非系列核
種

核種
堆積厚さ
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に示す。物質組成は JNC TN8400 2003-022 を参考に表 4.3-4 に示す 20 元素について設定した。

評価点は高さ 1m で廃棄体表面から 0.5m、1m、5m、10m、50m、80m、90m 及び 100m の点を

設定し、これらの点おける AP 照射体系の実効線量を評価する。 
オーバーパックがなく、ガラス固化体が横置きの配置で地表に露出しているケースの評価結

果を表 4.3-5(1), (2)に示す。そのほかのケースについては Appendix を参照のこと。 
 

表 4.3-4 ガラス固化体、キャニスタ、オーバーパック及び空気の物質組成 

 
 

 
図 4.3-13 オーバーパック厚さ 19cm で縦置きの場合の幾何体系 

  

空気 0.0012049 g/cm3 SUS304 7.9 g/cm3
元素 組成比（Weight%） Partial density 元素 組成比（Weight%）Partial density
H 0.00001 1.204900E-08 Fe 0.6946 5.487340E+00
C 0.00013 1.566370E-07 C 0.0004 3.160000E-03
N 0.76469 9.213750E-04 Si 0.005 3.950000E-02
O 0.23517 2.833563E-04 Mn 0.01 7.900000E-02

Cr 0.19 1.501000E+00
Ni 0.1 7.900000E-01

炭素鋼 7.8 g/cm3
元素 組成比（Weight%） Partial density ガラス 2.6 g/cm3
Fe 0.9814 7.659516E+00 元素 組成比（Weight%）Partial density
C 0.0035 2.731639E-02 Li 0.01442 3.857122E-02
Si 0.0035 2.731639E-02 B 0.04526 1.210634E-01
Mn 0.011 8.585151E-02 O 0.50198 1.342717E+00

Na 0.07789 2.083434E-01
Al 0.02779 7.433386E-02
Si 0.22936 6.135018E-01
Ca 0.02231 5.967573E-02
Zr 0.0205 5.483426E-02
Mo 0.03251 8.695912E-02
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表 4.3-5(1) 露呈した廃棄体接近時の外部被ばく線量換算係数（系列核種） 

 
  

1m 5m 10m 50m 80m 90m 100m
Cm-244 1.8E-07 1.4E-08 3.6E-09 1.3E-10 4.3E-11 3.2E-11 2.5E-11
Pu-240 4.8E-08 3.5E-09 9.0E-10 2.7E-11 8.2E-12 6.0E-12 4.4E-12
U-236 1.3E-07 9.7E-09 2.5E-09 7.1E-11 2.1E-11 1.5E-11 1.1E-11
U-232 8.3E-07 6.2E-08 1.6E-08 4.9E-10 1.5E-10 1.1E-10 8.1E-11
Th-232 2.7E-07 2.0E-08 5.1E-09 1.5E-10 4.5E-11 3.3E-11 2.4E-11
Ra-228 7.4E-03 5.6E-04 1.5E-04 5.2E-06 1.8E-06 1.3E-06 1.0E-06
Th-228 1.2E-02 9.0E-04 2.3E-04 8.4E-06 3.0E-06 2.3E-06 1.8E-06
Cm-245 5.3E-04 3.9E-05 9.9E-06 3.0E-07 8.9E-08 6.4E-08 4.7E-08
Pu-241 2.5E-08 1.9E-09 4.8E-10 1.5E-11 4.5E-12 3.3E-12 2.4E-12
Am-241 1.9E-06 1.5E-07 3.6E-08 8.1E-10 2.0E-10 1.4E-10 9.8E-11
Np-237 7.6E-05 5.6E-06 1.4E-06 4.1E-08 1.2E-08 8.6E-09 6.3E-09
Pa-233 1.8E-03 1.3E-04 3.4E-05 1.1E-06 3.7E-07 2.7E-07 2.1E-07
U-233 1.4E-06 1.1E-07 2.7E-08 8.7E-10 2.8E-10 2.0E-10 1.5E-10
Th-229 4.0E-04 3.0E-05 7.5E-06 2.3E-07 7.0E-08 5.0E-08 3.7E-08
Ra-225 2.6E-12 2.5E-13 5.9E-14 9.2E-16 1.7E-16 1.1E-16 6.7E-17
Ac-225 1.5E-03 1.1E-04 2.8E-05 9.7E-07 3.2E-07 2.4E-07 1.8E-07
Cm-246 3.3E-05 2.5E-06 6.5E-07 2.3E-08 8.0E-09 6.0E-09 4.7E-09

Am-242m 8.7E-05 6.4E-06 1.6E-06 5.0E-08 1.6E-08 1.1E-08 8.6E-09
Cm-242 4.7E-08 3.5E-09 9.0E-10 2.9E-11 9.5E-12 7.0E-12 5.3E-12
Pu-242 7.9E-07 6.0E-08 1.5E-08 5.4E-10 1.9E-10 1.4E-10 1.1E-10
Pu-238 4.5E-08 3.3E-09 8.4E-10 2.5E-11 7.3E-12 5.3E-12 3.9E-12
U-238 1.5E-07 1.1E-08 2.9E-09 9.5E-11 3.1E-11 2.3E-11 1.7E-11
Th-234 1.8E-04 1.3E-05 3.4E-06 1.2E-07 4.0E-08 3.0E-08 2.3E-08
U-234 3.3E-07 2.5E-08 6.3E-09 1.9E-10 5.5E-11 4.0E-11 2.9E-11
Th-230 1.1E-06 8.2E-08 2.1E-08 6.5E-10 2.0E-10 1.5E-10 1.1E-10
Ra-226 1.5E-02 1.1E-03 2.9E-04 1.0E-05 3.6E-06 2.7E-06 2.1E-06
Pb-210 3.6E-10 3.1E-11 7.4E-12 1.3E-13 2.7E-14 1.7E-14 1.1E-14
Po-210 8.5E-08 6.5E-09 1.7E-09 5.9E-11 2.0E-11 1.5E-11 1.2E-11
Cm-243 9.2E-04 6.8E-05 1.7E-05 5.6E-07 1.8E-07 1.3E-07 9.8E-08
Am-243 1.2E-03 9.0E-05 2.3E-05 7.4E-07 2.3E-07 1.7E-07 1.3E-07
Pu-239 3.7E-07 2.8E-08 7.1E-09 2.3E-10 7.4E-11 5.5E-11 4.1E-11
Np-235 2.7E-06 2.0E-07 5.0E-08 1.4E-09 4.1E-10 2.9E-10 2.1E-10
U-235 1.4E-03 1.0E-04 2.6E-05 8.3E-07 2.6E-07 1.9E-07 1.4E-07
Pa-231 2.9E-04 2.1E-05 5.5E-06 1.8E-07 6.0E-08 4.5E-08 3.4E-08
Ac-227 3.4E-06 2.5E-07 6.5E-08 2.1E-09 6.9E-10 5.1E-10 3.9E-10
Th-227 9.1E-04 6.8E-05 1.7E-05 5.8E-07 1.9E-07 1.4E-07 1.1E-07
Ra-223 2.4E-03 1.8E-04 4.7E-05 1.6E-06 5.3E-07 3.9E-07 3.0E-07

4N+2系列

4N+3系列

横置き

4N+1系列

4N系列

核種

オーバーパックなし



 
 

- 4-34 - 

表 4.3-5(2) 露呈した廃棄体接近時の外部被ばく線量換算係数（非系列核種） 

 
 

4.3.2 処分坑道へのマグマの貫入による影響評価機能 
マグマの貫入では、人工バリアにおいて物理的破壊または熱的、化学的影響によって地下水

による核種移行が促進されるとともに、天然バリアでは貫入したマグマが冷却されて形成され

た岩脈に沿って新たに地下水移行経路が形成される。そのため、その移行経路上での核種移行

を評価することが求められる。したがって、地下水移行シナリオの評価機能を拡張して対応し

た。図 4.3-14 に示すように、処分施設にマグマが貫入することにより廃棄体は、貫入を受けて

破損する廃棄体、近傍で熱的影響を受ける廃棄体、影響を受けない廃棄体の 3 種類に分類され

る。これらのうち熱的影響を受ける廃棄体及び影響を受けない廃棄体は既存の機能をそのまま

適用できる。一方、破損廃棄体は、以後人工バリアのバリア機能を完全に失うことから、既に

GSRW-PSA に内蔵されている地震・断層活動-人工バリア損傷シナリオ評価モデルの機能が適

1m 5m 10m 50m 80m 90m 100m
H-3 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00

Be-10 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00
C-14 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00
Cl-36 1.3E-06 9.7E-08 2.5E-08 8.7E-10 2.9E-10 2.2E-10 1.7E-10
Ca-41 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00
Mn-54 7.3E-03 5.5E-04 1.4E-04 5.1E-06 1.7E-06 1.3E-06 1.0E-06
Fe-55 1.1E-12 7.8E-14 2.0E-14 6.0E-16 1.8E-16 1.3E-16 9.7E-17
Fe-59 1.0E-02 7.7E-04 2.0E-04 7.2E-06 2.5E-06 1.9E-06 1.5E-06
Co-58 8.6E-03 6.5E-04 1.7E-04 5.9E-06 2.0E-06 1.5E-06 1.2E-06
Co-60 2.1E-02 1.6E-03 4.2E-04 1.5E-05 5.3E-06 4.1E-06 3.2E-06
Ni-59 1.5E-07 1.1E-08 2.8E-09 9.8E-11 3.3E-11 2.5E-11 1.9E-11
Ni-63 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00
Zn-65 5.0E-03 3.8E-04 9.7E-05 3.5E-06 1.2E-06 9.2E-07 7.2E-07
Se-79 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00
Sr-90 2.4E-10 1.8E-11 4.8E-12 1.8E-13 6.4E-14 4.9E-14 3.8E-14
Zr-93 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00
Zr-95 6.5E-03 4.9E-04 1.3E-04 4.5E-06 1.5E-06 1.2E-06 8.9E-07

Nb-93m 1.8E-26 2.2E-27 5.0E-28 5.5E-30 7.9E-31 4.5E-31 2.6E-31
Nb-94 1.4E-02 1.0E-03 2.7E-04 9.5E-06 3.3E-06 2.5E-06 1.9E-06
Nb-95 6.7E-03 5.0E-04 1.3E-04 4.6E-06 1.6E-06 1.2E-06 9.2E-07
Mo-93 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00
Tc-99 1.6E-09 1.2E-10 3.0E-11 8.0E-13 2.2E-13 1.6E-13 1.1E-13
Ru-106 1.8E-03 1.4E-04 3.6E-05 1.3E-06 4.3E-07 3.2E-07 2.5E-07
Pd-107 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00

Ag-108m 1.4E-02 1.1E-03 2.8E-04 9.8E-06 3.3E-06 2.5E-06 1.9E-06
Ag-110m 2.4E-02 1.8E-03 4.7E-04 1.7E-05 5.7E-06 4.3E-06 3.4E-06
Cd-113m 5.7E-07 4.2E-08 1.1E-08 3.6E-10 1.2E-10 8.8E-11 6.7E-11
Sn-121m 1.6E-15 1.7E-16 3.9E-17 5.6E-19 9.9E-20 6.0E-20 3.7E-20
Sn-126 1.4E-02 1.1E-03 2.7E-04 9.5E-06 3.2E-06 2.4E-06 1.9E-06
Sb-125 3.8E-03 2.9E-04 7.4E-05 2.6E-06 8.6E-07 6.5E-07 5.0E-07

Te-125m 1.5E-06 1.1E-07 2.8E-08 8.3E-10 2.4E-10 1.7E-10 1.3E-10
I-129 3.6E-13 3.5E-14 8.2E-15 1.3E-16 2.3E-17 1.4E-17 9.1E-18

Cs-134 1.4E-02 1.0E-03 2.7E-04 9.5E-06 3.2E-06 2.4E-06 1.9E-06
Cs-135 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00
Cs-137 5.0E-03 3.8E-04 9.8E-05 3.4E-06 1.2E-06 8.8E-07 6.8E-07
Ce-144 3.5E-04 2.6E-05 6.7E-06 2.3E-07 7.9E-08 6.0E-08 4.6E-08
Sm-151 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00 0.0E+00
Eu-152 9.8E-03 7.4E-04 1.9E-04 6.8E-06 2.4E-06 1.8E-06 1.4E-06
Eu-154 9.5E-03 7.2E-04 1.9E-04 6.6E-06 2.3E-06 1.7E-06 1.3E-06
Eu-155 1.7E-04 1.2E-05 3.1E-06 8.7E-08 2.5E-08 1.8E-08 1.3E-08

Ho-166m 1.4E-02 1.1E-03 2.8E-04 9.6E-06 3.3E-06 2.5E-06 1.9E-06
Hf-178m 2.0E-02 1.5E-03 3.8E-04 1.3E-05 4.3E-06 3.2E-06 2.5E-06

非系列核種

横置き核種

オーバーパックなし
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用できる。 
処分施設を貫通するマグマ貫入は一度で終了せず、評価期間中複数回起こりうるため、図

4.3-15 に示すように、任意の時刻でフラックス出力ファイルを分割し、その時刻以降の計算に

反映できるよう整備した。このとき、マグマ貫入の場所は重複しないと仮定した。 
また、全廃棄体からの寄与を足し合わせるために各状態の廃棄体の数量については、全廃棄

体数、処分施設における単位面積当たりの廃棄体数、貫入ごとの直撃および熱影響の範囲の面

積を与えることによって求める。 

 

図 4.3-14 火山活動-マグマ貫入シナリオの概念図：鳥瞰図 

 
※ 2 回目の貫入で直撃を受けるものに関して、新規の移行経路 1 に切り替わる時刻は 2

回目の貫入発生時刻 t2ではなく、1 回目の貫入発生時刻 t1であり、さらに 2 回目の貫入発生

時刻 t2が新規の移行経路 2 に切り替わる時刻となるケース 

 

図 4.3-15 貫入が 2 回発生する場合で人工バリア損傷シナリオ評価モデルに切り替わる時刻

が移行経路の切り替わり時刻ではないケース  

人工バリア
A1

CaseA： 直撃を受けて破損するもの

1回目の貫入
で直撃

火山活動-マグマ貫入シナリオ

1回目の貫入
ｔ1年

既存の
移行経路

新規の
移行経路1

人工バリア
A2

2回目の貫入
で直撃

1回目の貫入
ｔ1年

既存の
移行経路

新規の
移行経路1

2回目の貫入
ｔ2年

新規の
移行経路2

↑1回目の貫入で
発生した経路

↑1回目の貫入で
発生した経路

↑2回目の貫入で
発生した経路

人工バリア損傷モデル切替

人工バリア損傷モデル切替

t<t1

t1≦t

t<t1

t1≦t t1≦t<t2

t2≦t

人工バリアからの
移行フラックス

接続

移行経路

DIVTIM(1)=t1

DIVTIM(1)=t1

DIVTIM(2)=t2
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4.4 まとめ 
(1) 結晶質岩サイトの核種移行評価手法の整備 
廃棄体・人工バリアから亀裂媒体への核種移行を一連で評価するため、人工バリア材の透水

性の時間的変化を評価できる解析コード MC-BUFFER と亀裂性媒体中での地下水流動・核種移

行解析コード FRAC3D のリンケージについて検討し、亀裂性岩盤における亀裂ネットワーク内

部・外部に、等価多孔体による 3D モデルが存在する場での地下水流動解析を可能とするため

の改良を行った。 
また、亀裂性媒体中での地下水流動評価においては、現地試験や室内試験等を踏まえて、亀

裂に関する透水特性を与える必要があるため、亀裂密度や亀裂幅等の透水性に関する情報収集

することが重要であることが示唆された。加えて、地震等に伴って亀裂幅が変化するようなシ

ナリオにおいては、亀裂内での流動状況に大きな変化をもたらす可能性があるため、亀裂幅に

関する変化特性に関する検討を進める必要があることが判った。 
 

(2) GSRW-PSA への火山活動による影響評価機能の追加 
また、3 章で検討した地質・気候関連事象の中で、発生の可能性は小さいが発生した場合に

影響の大きい事象として選定し、従来の機能では評価できない火山活動による影響について

GSRW-PSAにマグマ噴火による影響評価機能及びマグマ貫入による影響評価機能の 2つについ

て評価機能を追加し、コードを拡張した。 
マグマ噴火による評価では火山灰の大気拡散及び堆積について suzuki らの評価モデルを導入

し、火口中心からの距離に応じた堆積厚さを評価できるようになり、処分施設に火道が交差し

て噴火し、放射性物質を含む火山灰が大気中を飛散し地表に堆積した場合の被ばく線量評価が

可能となった。また、メラピ式の火砕流により廃棄体が火口付近に露出する場合の評価機能を

追加するとともに、露出した廃棄体のオーバーパックの状態、地表への配置を考慮した外部被

ばく線量換算ライブラリを整備した。さらに、マグマが処分施設内に貫入した場合の核種移行

評価を地下水移行シナリオの中で評価できるように機能を追加した。 
これら一連の機能を追加することにより、火山活動による影響評価を GSRW-PSA で実施でき

るようになった。5 章ではこれらの機能を利用して、火山活動による処分システムへの影響に

ついて総合的安全評価を実施した。 
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5. 安全設計の基本要件及び安全評価の基本的考え方の整理 
5.1 はじめに 
地層処分の安全評価においては、処分サイトの違いや地質・気候関連事象を考慮した地下水

環境条件を設定した上で、廃棄体から人工バリア、天然バリアを経由して放出される放射性核

種のフラックス（核種移行解析）及びそれに基づく生物圏における被ばく量を評価する必要が

ある。つまり、既存の研究や 2 章で検討した廃棄体・人工バリア材の性能評価モデルの整備結

果、また、3 章における地質・気候関連事象に対する評価シナリオを考慮して、人工バリアの

各評価モデルの適切なリンケージの方法と、我が国で想定される地層処分地下環境へ適用可能

な総合的な安全評価手法としての方法論の全体とりまとめ（体系的な安全評価手法の整備）を

行い、閉鎖後の安全評価を対象に、我が国における地層処分システムの基本構成（天然バリア

と人工バリアの組み合わせ）と多重安全機能としてのバリアシステムのあり方（安全を担保す

るための特性や構造）についての検討を行うことが求められる。なお、本章での検討結果は、

ガラス固化体等の地層処分のみならず、福島第一原子力発電所事故によって発生した燃料デブ

リ等を対象とした処分システムの安全設計及び安全評価の考え方を検討する場合にも活用され

るものである。 
平成 25 年度までに、我が国の地層処分の閉鎖後の安全評価において想定される廃棄体・人工

バリアの長期変遷に係るシナリオを対象として、ガラス固化体や各人工バリアの性能評価モデ

ル、人工・天然バリア中における核種移行パラメータに対する評価手法及び確率論的安全評価

コード GSRW-PSA における相互の入出力データをリンケージさせた 10 万年までの解析を実施

した。この際、リスクや線量の代替指標として活用される重要核種の移行フラックス濃度の変

化から、感度解析を行うことによって、評価パラメータ等の重要度分析を行い、安全評価上重

要な廃棄体や人工バリア材の特性や構成等の基本的要件（安全機能）の観点から、安全評価の

妥当性を判断するための判断指標を整理した。 
さらに、我が国で想定される地下の水理、熱、化学環境の差異に関し、安全評価上設定すべ

きシナリオ（我が国の地質環境条件を踏まえた隆起・侵食（隆起形態（傾動・一様）の違いを

含む）の影響を考慮）を想定し、人工バリアと天然バリアとをひとつながりで解析する総合的

な核種移行解析を行い、人工バリアの変遷や個々のモデル/コードのリンケージを適用させた安

全評価を実施した。また、それらの結果に基づき、核種移行フラックスへの影響が大きいパラ

メータやシナリオ設定など対する重要度分析を実施し、本事業の他の実施内容の結果を含めた

総合的な検討により、安全評価上重要な廃棄体や人工バリア材の特性や構成等の基本的要件（安

全機能）の観点から、安全評価の妥当性を判断するための判断指標を引き続き整理した。 
これらを踏まえ、平成 26 年度は、このうち、我が国で想定される地下の水理、熱、化学環境

の差異による安全評価上設定すべきシナリオに基づく総合的な核種移行解析を行い、想定され

る地下の熱、水理、化学環境の範囲内での人工バリアと天然バリアの総合的な解析によって、

長期的な隔離機能の変化、核種遅延効果の変化に関する不確実性の評価を行った。「5.2 安全

評価手法の全体像」では、体系的な安全評価手法としてこれまで整備している人工バリア領域

におけるリンケージ解析の評価体系や派生断層の成長によって影響を受ける天然バリア領域に

おける評価体系、そして本年度実施したアップデートについて示した。これらに基づき、「5.3 
人工バリアの変遷のシナリオを対象とした安全評価」では、特に処分サイトを想定しないジェ

ネリックな環境条件において、昨年度示された埋設施設の基本設計ないし基本的設計方針の妥

当性を判断する上で重要な項目である初期条件の設定、特に緩衝材に係る設計条件についてリ

ンケージさせたモデル/コードに基づく人工バリアの変遷を考慮した性能評価を行うとともに、

核種移行解析へのパラメータ設定をリンケージさせた安全評価を実施した。地質・気候関連事
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象に天然バリアに関する事象を含む総合的な安全評価として、「5.4 派生断層の成長による影

響を想定した安全評価」では、仮想的な堆積岩サイトを想定した場合の派生断層が処分施設と

交差した場合の影響評価と、それに加え、断層成長の副次的な事象である深部流体の流入及び

酸化性地下水の流入について、3 章で実施した地下水流動解析結果に基づき、スペシフィック

な環境条件における人工バリアの変遷や個々のモデル/コードのリンケージを適用させた安全

評価を実施した。また、「5.5 火山噴火による影響を想定した安全評価」では、3 章のおける評

価シナリオの設定に基づき、噴火による火山灰の大気拡散及び小規模火砕流における露出した

廃棄体への接近における安全評価を実施した。そして、これらの評価結果に基づき、「5.6 重

要な人工バリアの設計要件と天然バリアの調査要件に関する検討」において、人工バリアの性

能劣化や核種移行フラックスへの影響が大きい設計条件を検討することにより、規制の観点と

して重要となるポイントについて整理するとともに、天然バリアの調査要件として重要な観点

を抽出した。 
 
 
5.2 安全評価手法の全体像 
地層処分の安全審査では、事業許可申請の妥当性を判断することが重要になる。このため、

判断の拠り所として「安全評価の基本的考え方」および「地層処分の安全評価手法」の整備が

必要になるため、これらをとりまとめることが求められている。安全評価の基本的考え方とし

ては、人工・天然バリアの安全機能（隔離、閉じ込め）を適切に評価することが必要であり、

地層処分の安全評価手法としては、我が国において想定される代表的な地質、水理，熱及び化

学的環境を踏まえた、核種移行や被ばくに与える影響を評価できる体系的な手法（シナリオ設

定、モデル、解析コード、パラメータ評価）の整備が必要となっている。 
また、体系的な手法にとっては、評価全体の一貫性が重要になってくることから、全体とし

て「地質・気候関連事象を考慮した地下水流動条件を設定した上で、廃棄体から人工バリア、

天然バリアを経由して放出される放射性核種のフラックス及び生物圏における被ばく量を“ひ

とつながり”で評価すること」が必要であり、これを実現するため、個々の要素モデルやコー

ド間の適切なリンケージを図った、総合的な安全評価体系の整備が求められる。 
 
（１）人工バリア領域を対象とした評価体系 
我が国において想定される代表的な地下水の化学的環境を踏まえた、放射性核種の移行や周

辺公衆への被ばくに与える影響を評価することのできる体系的な安全評価手法（シナリオ、モ

デル、コード）の整備を進めてきた。 
平成 22 年度には、人工バリアの各評価モデルとの適切なリンケージの方法について、現状の

知見として、モデルやコード間でのデータの受け渡しについて整理を行った。平成 23 年度には、

人工バリア領域の変質評価に用いる、モデル、コード、パラメータについて、データの入出力

関係、共通的に使用する設定データ（初期条件、境界条件）の適用関係について整理するとと

もに、従来の「緩衝材－支保工－EDZ」の人工バリア体系に、新たに OP を加え、OP の溶解（鉄

の溶出）をリンクさせた評価手法をリンケージ解析のプロトタイプとして整備した。平成 24
年度には、人工バリア領域の温度変遷、10 万年解析のためのリスタート機能、全面腐食時の最

大溶解速度設定見直し、ガラス固化体溶解速度設定（Ca を除外し Mg 濃度のみとする）等の整

備を反映させた。平成 25 年度には、これまでに整備した人工バリア領域における変遷を評価す

るための各性能評価モデル/パラメータのリンケージについて、鉄珪酸塩鉱物の鉱物モデル・熱

力学データを追加するとともに、核種溶解度に PA-SOL を適用し、ガラス固化体溶解速度設定
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手法の見直しなどの整備を反映させた（図 5.2-1 参照）。 
 

 
 

図 5.2-1 人工バリア領域の状態変遷を解析するための核種移行に繋がる評価体系 
 
 
本年度は、ガラス固化体溶解速度設定手法の見直しを引き続き進めたが、5 章で記述する総

合的安全評価においては、平成 25 年度における人工バリア長期変遷解析との比較のため、平成

25 年度に整備した評価手法を引き続き適用して実施した。 
 

 
（２）天然バリア領域を対象とした評価体系 

HLW 等を対象とした地層処分では、地震、火山、隆起・侵食、気候変動等の地質・気候関連

事象が発生することが想定される場合に、処分サイト内の地質環境及び処分施設における熱、

水理、力学、化学的な特性（以下、THMC）の変化の程度を評価し、さらに、その特性変化が

処分施設からの核種移行に与える影響を評価する必要がある。地質・気候関連事象による処分

施設の破壊や著しい特性の変化の影響はサイト選定により回避され、あるいは、処分場レイア

ウトの検討や適切な施設設計により、人工バリア及び天然バリア内の特性変化の影響を極力抑

えられると考えられるが、将来の安全審査に向けて、地質・気候関連事象の発生による核種移

行への影響の評価手法を整備しておく必要がある。本年度は、発生可能性は低いが影響の大き

い事象を評価するための事例調査と事例データに基づくシナリオの設定を行い、設定した評価

シナリオに基づき核種移行・被ばく線量を評価する。前者については、第 3 章において報告し

ている。後者については、第 3 章において検討された派生断層成長による地下水流動解析結果

を基に、現在我が国で想定しうる処分施設に直接影響与える地質・気候関連事象（177 事象の

うち 23 事象、第 3 章にて詳細は記述）のうち、核種移行への影響評価の必要性が高いと考えら
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れる「分岐断層による影響」及び「火山噴火による影響」を対象に、核種移行に繋がる評価体

系の構築を進めた。 
断層活動による処分システム内の特性変化を想定した核種移行評価のイメージを図 5.2-2 に

示す。図に示すように、仮想的な堆積岩地層処分サイトにおいて、事前調査で見落とした伏在

断層が成長し、断層と処分施設が交差することによる核種移行への影響を以下のように想定し

た。 
 処分施設内の母岩が力学的破壊を受け、人工バリアの安全機能が低下・喪失する 
 処分施設からの核種移行経路において、処分場と交差した断層沿いに新たな移行経路

が形成され、地下水流速、生物圏までの移行距離、水質が変化し、さらに水質の変化

は移行経路上の地質媒体の種類に応じて核種の収着特性に影響を与えること 
 
これらの特性変化の影響を念頭に、整備した断層活動により影響受けた処分システムにおけ

る核種移行リンケージ評価体系の概念図を図 5.2-3 に示す。 
 

 
図 5.2-2 派生断層の成長による天然バリア内の特性変化を想定した核種移行評価イメージ 
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図 5.2-3 堆積岩サイトの派生断層の成長を想定した場合のリンケージ評価体系 

 
天然バリア領域内では、まず、ガラーキン法を用いた有限要素法による 2 次元地下水流動解

析コード MIG2DF により、派生断層の成長に応じて透水性を変化させるなどして、水頭・流速

分布及び塩分濃度分布の時間変化を計算する。連動した粒子追跡法による移行時間・移行経路

の解析コード（PASS-TRAC）により、確率論的安全評価コード GSRW-PSA を用いて安全評価

を行う際の天然バリアにおける核種移行の評価に必要なパラメータ（地下水流速、移行経路、

水質条件等）を算出する（3.4 参照）。また、算出された岩種や水質の情報を基に、核種移行デ

ータベースの整備の一環で進めている核種の分配係数評価手法により、移行経路上の分配係数

を設定する。一方、ニアフィールド岩盤における水質の解析結果は、前述した一連の人工バリ

アにおけるリンケージ解析の入力となり、ガラス溶解速度や緩衝材中の分配係数、拡散係数な

どの核種移行パラメータを算出する。また、断層交差により影響を受けた人工バリアの核種移

行パラメータについては、その影響度から保守的な値を個別に設定した。以上のパラメータ条

件を基に、GSRW-PSA により人工バリア内から天然バリア、生物圏に至るまでの核種移行の解

析を可能とした。 
一方、火山噴火による影響の評価では、4.3 で述べたように、火山噴火に至るまでの人工バ

リアからの核種の漏出などについてリンケージ評価を行えるようになっているが、人工バリア

の閉じ込め機能が長期にわたって性能が保持される場合非保守的な評価となることが考えられ

るため、火山噴火による影響評価においてはリンケージせず、放射性崩壊のみを考慮した評価

とした。 
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5.3 人工バリアの変遷のシナリオを対象とした安全評価 
地層処分システムにおいて、緩衝材は止水機能や核種移行抑制機能などの安全機能が発揮さ

れることが期待されており、緩衝材の有力な候補として、ベントナイト系緩衝材を用いること

が検討されている。ベントナイト系緩衝材は、支保工などに使用するとされるセメント系材料

が地下水と接触することにより流入する高アルカリ性地下水によって長期的に劣化することが

指摘されている。また、ベントナイト系緩衝材における間隙水組成によっては、オーバーパッ

クの腐食状態や進展が促進され、早期破損することによりオーバーパックに期待されている核

種浸出抑制機能が失われることが指摘されている。それに伴い、オーバーパック破損によって

ガラス固化体が地下水に接触することにより溶解・変質が生じ、放射性核種が溶出することが

懸念されている。溶出後もセレン（Se）やネプツニウム（Np）のような半減期が長く、酸化還

元に鋭敏な核種移行性は緩衝材中間隙水の Eh や pH により大きく左右されると言われている。

これらの安全機能を評価する上では、我が国における処分環境を考慮した緩衝材変質評価をす

る必要がある。 
過去の原子力安全・保安院の委託事業である「放射性廃棄物処分の長期的評価手法の調査」で

は、これまでにベントナイト変質を実験的に定量化し、ベントナイト系緩衝材に期待されてい

る止水機能の長期的な変動を評価するための手法となる評価モデルや評価式、評価データの開

発を行ってきた。また、セメント系材料の変質にともなう固相および液相成分の変化を評価す

るための信頼性のある鉱物モデルおよびセメント硬化体中における鉱物の溶解・生成反応に伴

う間隙構造変化と物質の拡散挙動との関係を定量化したモデルの構築し、これら評価モデル等

を踏まえ導入した物質移行－変質連成解析コードの整備・検証を行ってきた。さらに、緩衝材

中間隙水の酸化還元電位（Eh）がオーバーパックの腐食による還元作用への影響を評価する手

法として、「炭素鋼オーバーパックの腐食影響評価手法」を整備している。これらはお互い個別

の評価手法として確立されており、人工バリアの安全機能を評価するには各評価手法を連動さ

せ評価することが不可欠であり、平成 23 年度(1)には各評価手法を連動させるため、処分施設に

おける要件として、オーバーパック－緩衝材－支保工とした条件設定をし、物質移行－変質連

成解析コード MC-BUFFER による緩衝材変質評価計算を実施している。さらに平成 24 年度(2)

は、オーバーパック破損後におけるガラス固化体から溶出する放射性核種の人工バリア内核種

移行を評価するには既存の 1 万年間の評価結果では期間が短いことから、評価期間を 10 万年間

に延長し、オーバーパックからの温度変化等を考慮した評価を行った。平成 25 年度(3)は、鉄珪

酸塩鉱物の鉱物モデル・熱力学データへの追加を行い、人工バリアの変遷シナリオを対象とし

た緩衝材変質評価計算を実施した。本年度は平成 25 年度に引き続き人工バリアの変遷シナリオ

を対象とした緩衝材変質評価計算を実施した。 
 
5.3.1 緩衝材変質・間隙水組成の変遷評価 
本年度は結晶質岩サイトを想定した総合的な感度解析を行い、その結果より人工バリアに関

する重要な設計要件を抽出するため、次の 2 つについての解析を実施した。 
① 結晶質岩サイトで降水系地下水を設定した解析 
② セメントの高アルカリ影響を、地下水組成を経時的に変化させることで模擬した解析 

 
①については、結晶質岩サイトにおける環境条件のうち、地下水組成として降水系地下水を設

定した。また、緩衝材を対象とした人工バリアの設計要件として、 
 ・緩衝材の初期厚さ 
・初期乾燥密度 
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・ベントナイト－珪砂混合率 
・支保工の厚さ 

について変化させた条件について検討を行った。 
②については、結晶質岩サイトは堆積岩サイトに比べ岩盤強度が高いことから緩衝材－EDZ 間

に支保工が設置されない可能性があり、その場合に、グラウト、止水材、 処分場構造体として

使用されるセメント材料により、地下水が高アルカリ化することを想定し、セメント溶出水を

高アルカリ地下水として設定した。 
 

（１）解析体系 
①の解析体系は、我が国の処分環境を考慮して HLW2 次取りまとめ(4)および第二次 TRU レポ

ート(5)を参考に、平成 24 年度にも設定した HLW を模擬した１次元解析体系とした。図 5.3-1
に本解析体系概念図を示す。オーバーパックについては、HLW2 次取りまとめにおいて人工バ

リア構成の配置として、処分孔への横置き方式および竪置き方式に検討され、岩盤の種類、オ

ーバーパックの部位によらず、放射線遮蔽厚さ 15cm に腐食代 4cm を加えた 19cm と提示され

ており、これを設定した。緩衝材については、HLW2 次取りまとめにてオーバーパック及び緩

衝材の材料、厚さ等の仕様に関する設計や、製作・施工性も含め検討され、性能に余裕を持た

せた合理的な人工バリアの仕様例として提示されている 70cm に設定した。さらに緩衝材の初

期欠陥や緩衝材流出などを想定し、緩衝材厚さ 10cm、20cm、30cm、40cm、50cm、60cm につ

いても設定した。支保工については、HLW2 次取りまとめおよび TRU2 レポートにて提案され

ているもののうち 60cm を設定した。さらに支保工のコンクリート使用量におけるアルカリ成

分の緩衝材溶解への影響を把握するため、支保工厚さ 10cm、20cm、30cm、40cm、50cm につ

いても設定した。 
 

 
 

図 5.3-1 解析体系概念図（解析①） 
 
②のセメントの高アルカリ影響を、地下水組成を経時的に変化させることで模擬した解析に

掘削影響領域 
（地下水） 

緩衝材 OP 支保工 

19cm 10～70cm 10～60cm 

濃度勾配 0 濃度固定 

一次元解析体系 
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おいては、支保工厚さは 0cm を設定した。HLW2 次取りまとめでは、人工バリアの外側には掘

削影響領域（以下、「EDZ」という。）があり、境界条件として支保工外側に濃度固定条件を与

えることにより、常にフレッシュな地下水が接する条件とし、OP 内側の境界には濃度勾配 0
の条件を与えた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5.3-2 解析体系概念図（解析②） 
 
 
（２）解析条件 
①および②の解析における解析評価時間は、平成 25 年度と同様に 10 万年を評価時間と設定

した。また、本解析ではタイムステップを 1 ヶ月と設定しているが、10 万年まで解析において、

間隙の閉塞などが要因となり計算が停止してしまうケースがあり、それらのケースについては、

MC-BUFFER のリスタート計算機能を使用し、タイムステップを変更することで 10 万年までの

評価を実施した。 
 
（ a ）温度 
温度については、人工バリアの温度変遷を模擬するため、オーバーパックの経時的な温度変

化（100℃～47℃）を設定した。オーバーパックの温度変化については、HLW2 次とりまとめで

の「ニアフィールドの温度経時変化および隙間の影響」よりガラス固化体が 50 年中間貯蔵され

たものを対象とした、処分孔竪置き方式による硬岩系岩盤、処分坑道離間距離 10（2D）、廃棄

体ピッチ 4.44（2d）にて解析された温度の経時変化のうち、ガラス固化体に近い点を参照した。

なお、HLW2 次とりまとめでは、廃棄体定置後約１万年で人工バリアの温度は初期定地温に戻
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るとの評価であることから、１万年以降のオーバーパックの温度については、47℃定温とした。

図 5.3-3 に設定したオーバーパック境界温度データを示す。 
 

 
図 5.3-3 オーバーパック境界温度データ 

 
 

人工バリアを構成する材料の熱物性については、オーバーパックおよび緩衝材は HLW2 次と

りまとめの「岩盤および隙間の物性」より、支保工は TRU2 レポートの「各構成要素の熱物性

データ」より熱伝導率および比熱を用いた。なお、MC-BUFFER では比熱ではなく、容積比熱

での入力データとなるため、単位変換した値としている。表 5.3-1 に人工バリアを構成する熱

物性データを示す。なお、本解析では各構成材料の変遷による熱物性データの変化は考慮せず、

初期値一定条件としている。 
 
 

表 5.3-1 人工バリアを構成する熱物性データ 
 

構成要素 
熱伝導率 
[W/mK] 

容積比熱 
[J/m3K] 

オーバーパック 51.6 3.69E+06 

緩衝材 0.78 1.01E+06 

支保工 2.56 2.63E+06 
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（ b ）地下水組成 
①の解析における地下水組成は平成 25年度と同様にHLW2次とりまとめにて高 pH系代表的

地下水として設定されている降水系地下水を設定した。表 5.3-2 に解析に使用した代表地下水

組成を示す。 
 

表 5.3-2 代表地下水組成 
 

降水系地下水  

pH 8.5   

Na 3.42E-3 mol/L 

K 6.20E-5 mol/L 

Ca 1.10E-4 mol/L 

Mg 5.00E-5 mol/L 

C 3.50E-3 mol/L 

S 1.10E-4 mol/L 

Cl 1.50E-5 mol/L 

Al 3.4E-7 mol/L 

Si 3.4E-4 mol/L 

Fe 9.7E-10 mol/L 

 
 

②のセメントの高アルカリ影響を、地下水組成を経時的に変化させることで模擬した解析に

おいては、セメント溶出水を高アルカリ地下水として設定した。高アルカリ地下水は、平成 19
年度(6)のセメントペースト浸出試験をシミュレートした解析結果（pH、Ca、Mg、Si 濃度など

の経時変化） を参照し、アルカリ成分濃度の変化に利用するセメント溶出水組成を 8 か所抽出

し、それらを経時的に pH が高いものから順に切替えたものを高アルカリ地下水として、セメ

ント溶出水１、２の 2 種類を設定した。 
表 5.3-3 にセメント溶出水１として使用した地下水の組成を、表 5.3-4 にセメント溶出水２

として使用した地下水の組成を示す。 
 

表 5.3-3 高アルカリ地下水の組成（セメント溶出水１） 

pH   12.80  12.48  12.36  11.85  11.45  11.05  10.41  9.95  

Na (mol/L) 4.34E-2 7.42E-3 3.62E-3 3.48E-3 3.45E-3 3.35E-3 3.33E-3 3.32E-3 

K (mol/L) 3.24E-2 3.30E-3 2.24E-4 1.08E-4 8.36E-5 7.61E-5 7.12E-5 6.85E-5 

Ca (mol/L) 4.74E-3 1.53E-2 1.32E-2 2.83E-3 7.34E-4 1.96E-5 1.36E-5 1.54E-5 

Mg (mol/L) 4.65E-9 1.05E-8 9.21E-9 2.83E-9 9.02E-9 5.43E-8 3.70E-7 1.28E-6 

C (mol/L) 1.31E-5 8.13E-6 8.12E-6 1.01E-5 1.67E-5 5.53E-4 1.53E-3 2.09E-3 

S (mol/L) 4.83E-4 9.67E-5 9.24E-5 1.96E-4 2.47E-4 1.99E-4 1.69E-4 1.51E-4 

Cl (mol/L) 1.50E-5 1.50E-5 1.50E-5 1.50E-5 1.50E-5 1.50E-5 1.50E-5 1.50E-5 

Al (mol/L) 8.49E-6 3.93E-6 7.26E-6 4.07E-4 2.44E-4 9.53E-5 2.18E-5 7.53E-6 

Si (mol/L) 1.30E-5 2.92E-6 4.71E-6 1.16E-4 1.05E-3 7.18E-4 3.74E-4 2.65E-4 
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表 5.3-4 高アルカリ地下水の組成（セメント溶出水２） 

pH   13.60  12.80  12.36  11.85  11.45  11.05  10.41  9.95  

Na (mol/L) 4.03E-1 4.34E-2 3.62E-3 3.48E-3 3.45E-3 3.35E-3 3.33E-3 3.32E-3 

K (mol/L) 3.24E-1 3.24E-2 2.24E-4 1.08E-4 8.36E-5 7.61E-5 7.12E-5 6.85E-5 

Ca (mol/L) 3.81E-4 4.74E-3 1.32E-2 2.83E-3 7.34E-4 1.96E-5 1.36E-5 1.54E-5 

Mg (mol/L) 6.47E-10 4.65E-9 9.21E-9 2.83E-9 9.02E-9 5.43E-8 3.70E-7 1.28E-6 

C (mol/L) 4.26E-4 1.31E-5 8.12E-6 1.01E-5 1.67E-5 5.53E-4 1.53E-3 2.09E-3 

S (mol/L) 6.64E-2 4.83E-4 9.24E-5 1.96E-4 2.47E-4 1.99E-4 1.69E-4 1.51E-4 

Cl (mol/L) 1.50E-5 1.50E-5 1.50E-5 1.50E-5 1.50E-5 1.50E-5 1.50E-5 1.50E-5 

Al (mol/L) 4.87E-5 8.49E-6 7.26E-6 4.07E-4 2.44E-4 9.53E-5 2.18E-5 7.53E-6 

Si (mol/L) 3.71E-4 1.30E-5 4.71E-6 1.16E-4 1.05E-3 7.18E-4 3.74E-4 2.65E-4 

 
 
（ c ）鉱物組成 
緩衝材領域のベントナイトについては、HLW2 次取りまとめにおいて示されているベントナ

イト系緩衝材の国内外ベントナイト鉱物組成より、また第 2 次 TRU レポートでも変質評価解

析にて使用されているクニゲル V1 を採用した。解析に用いるベントナイト系緩衝材の鉱物組

成については、平成 24 年度と同様の緩衝材初期鉱物組成を設定した。支保工については、第 2
次 TRU レポートで人工バリアに使用されるセメント系材料として示されている普通ポルトラ

ンドセメント（以下、「OPC」と言う。）を採用した。なお、OPC での W/C（水セメント比）は

55%に設定をした。オーバーパックについては、Fe(c)を設定し、水との化学反応を計算するた

め、便宜的に間隙率 40%の多孔質と仮定した。 
二次鉱物は、平成 23 年度と同様に平成 21 年度報告書(7)の「セメント－ベントナイト接合試験

の結果を用いたセメント間隙変遷モデルおよび解析コードの検証」にて報告されているセメン

ト・ベントナイト接合系の二次鉱物を設定した。鉄鉱物については、平成 25 年度に報告した鉄

鉱物の検討によって選定した鉱物を二次鉱物として設定した。上記の初期鉱物および二次鉱物

を考慮し設定した鉱物モデルについて表 5.3-5 に示す。 
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表 5.3-5 鉱物モデル 

 

 計算に用いた鉱物 初期鉱物量 
(wt%) 

溶解反応の計算 

(溶解速度式) 

支保工初期鉱物 
(OPC W/C=55%) 

Ca(OH)2 17.0 平衡論 
C-S-H (1.8)  58.6 〃 

Monosulfate (AFm) 10.6 〃 
Hydrogarnet 11.7 〃 

Brucite 2.1 〃 

ベントナイト 
系緩衝材 
初期鉱物 

クニゲル V1 
(含有率 10～

100%) 

Montmorillonite 49.0 速度論 
Quartz  38.0 平衡論 

Analcime 3.0 〃 
Calcite 2.5 〃 
Pyrite 0.6 〃 

ケイ砂 SiO2 100.0 速度論 
オーバーパック初期鉱物 Fe(c) 100.0 〃 

上記以外に生成を許す鉱物 

C-S-H(1.5)，(1.3)，(1.1)， 
(1.0)，(0.9)，(0.833)， 

      (0.6)，(0.4) 
0 平衡論 

Ettringite (AFt) 0 〃 
Gypsum 0 〃 

Laumontite 0 〃 
Brucite 0 〃 

Kaolinite 0 〃 
Katoite 0 〃 
AS4H 0 〃 

Friedel’s salt 0 〃 
Gibbsite 0 〃 
Sepiolite 0 〃 

Hydrotalcite 0 〃 
Siderite 0 〃 

Fe(OH)2(s) 0 〃 
Magnetite 0 〃 

Chukanovite 0 〃 
Goethite 0 〃 

Melanterite 0 〃 
Berthierine 0 〃 
Gleenalite 0 〃 
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（ d ）評価モデル 
評価モデルは、これまでに「放射性廃棄物処分の長期的評価手法の調査」においてベントナ

イト変質における評価手法として整備したモンモリロナイト溶解速度モデル、ベントナイト透

水係数評価モデル、アルカリ拡散モデル、quartz 溶解速度モデル、セメント間隙変遷モデル、

表 5.3-5 で示した鉱物モデルを使用する。式(5.3-1)～式(5.3-12)に各評価モデル式を示す。ベン

トナイト透水係数式については、昨年度設定した適用条件を踏まえ、式(5.3-2) ～式(5.3-4)のと

おり設定した。また、オーバーパックについては、炭素鋼腐食反応速度モデルを使用する。炭

素腐食反応速度モデルについては、式(5.3-11)に示すように腐食反応速度 pH と硫化水素ナトリ

ウム（NaHS）濃度で表されているが、式の特性上、NaHS 濃度が低い場合には式(5.3-12)に漸近

するように NaHS 濃度依存性を設定している。本解析では、HS-濃度が濃度依存性の影響を受け

るまで上昇しないことを仮定し、NaHS を 0 とした、pH 依存性のみの式(5.3-12)を使用した。な

お、腐食速度は最大 1.5μm/y となるよう設定した。支保工における透水係数（Kw）の設定は、

セメント間隙変遷モデルより式(5.3-10)に示す 1.0×10-15m/s の一定条件としている。 
 

・モンモリロナイトの溶解速度式 
RA = 3500 (aOH-)1.4 e - 51000 / RT 

 
 RA：溶解速度(kg m-3 s-1) 
 aOH-：OH-活量(mol dm-3) 
 T：温度(K) 
 R：気体定数(8.314 Jmol-1 K-1) 

(5.3-1) 
 
 
 
 
 

 
・ベントナイト透水係数式 

Kw = 1.2×10-7 Is1.5 10–0.0042ρm (7.9×10-5 T2 – 1.9×10-2 T – 0.21) 
 

○ただし、イオン強度 Is が 0.1 mol L-1以下の適用条件式 
Kw = 1.2×10-7  0.11.5 10–0.0042ρm (7.9×10-5 T2 – 1.9×10-2 T – 0.21) 
 

○また、ρmが 0.04 g cm3以下の適用条件式 
Kw = 1.2×10-7  (7.9×10-5 T2 – 1.9×10-2 T – 0.21) 
 
 Kw：透水係数(m s-1) 
 ρm：有効モンモリロナイト密度(kg m-3) 
 Is：イオン強度(mol dm-3) 
 T：温度(K) 

(5.3-2) 
 
 

(5.3-3) 
 
 

(5.3-4) 
 
 
 
 
 

 
・緩衝材中におけるアルカリ拡散係数式 

De = 5.0×10-7 φ2.1 e(-18600/RT) 
 
 De：有効拡散係数(m2 s-1) 
 φ：間隙率(-) 
 T：間隙水の絶対温度(K) 
 R：ガス定数(8.31kJ mol-1 K-1) 

(5.3-5) 
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・quartz の溶解速度式 

R = k A (aH+)n (1 - Q/K) 
 
 log k：quartz の速度定数（= -13.8（70℃））(mol/m2/s) 
 A：quartz の表面積（= 9.53×103）(m2/m3) 
 aH+：H+の活量 
 n：定数（= -0.55（70℃））(-) 
 Q/K：quartz の飽和指数（Q：イオン活量積、K：平衡定数） 

(5.3-6) 
 
 
 
 
 
 

 
・セメント間隙変遷モデル式 

De = 5.37×10-10 φtra 
 

tottracptra VtVt /)()(  

)(
)0()0()0(

)0(
)( tV

VVV
V

tV pore
astocptracp

tracp
tracp  

 
De：有効拡散係数(m2 s-1) 
φtra(t) ： 物質移動毛細管間隙率 
Vtot： セメント硬化体の総体積 
Vcp-tra(t)：物質移動毛細管間隙の体積 
Vcp-tra(0)：初期の物質移動毛細管間隙の体積 
Vcp-sto(0)：初期の貯留毛細管間隙の体積 
Va(0) ：初期の水泡体積 （計算では 0） 
Vpore(t)：セメント硬化体間隙の体積 
 
Kw = 1.0×10-15（一定） 
 

Kw：透水係数(m s-1) 

(5.3-7) 
 

(5.3-8) 
 
 

(5.3-9) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(5.3-10) 
 
 

 
・炭素鋼腐食反応速度式 

)6.9pH(

]   NaHS[3405.1

101
)1010log(

85.0

R  

 

6.9pH101
5.1R  

 
 R：腐食反応速度(μm y-1) 
 NaHS：硫化水素ナトリウム濃度(mol dm-3) 

 
(5.3-11) 

 
 

(5.3-12) 
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（ e ）熱力学データベース 
熱力学データベースは、多項式または van’t Hoff 式を使って平衡定数の温度依存性を考慮す

ることができる Spron-JNC(8)をベースに、CSH ゲル（CSH(0.833)～CSH(1.8)）に A. Atkinson(9)

によるデータを考慮した熱力学データベースを使用した。この熱力学データベースは、「放射性

廃棄物処分の長期的評価手法の調査」におけるベントナイトおよびセメント変質評価解析で使

用された実績がある。オーバーパックにおける熱力学データについては、平成 19 年度に報告さ

れている鉄化学種および平成 25 年度に報告されている鉄鉱物の検討によって選定された鉱物

の熱力学データを使用した。なお、大塚ら(10)の報告ではカソード反応は水素発生反応が支配的

で、炭酸イオン（CO3
2-）や硫酸イオン（SO4

2-）の還元生成物であるメタン（CH4）や硫化物イ

オン（HS-）が検出されていないことから、熱力学データベースからメタンと硫化物イオンの反

応を除外することも検討されたが、本解析では考慮していない。 
 
（３）解析ケース 
①の解析ケースは、基本ケースとして、表 5.3-2 に示した降水系地下水（case1）を設定する

が、平成 25 年度に報告済みである。影響解析のケースは、緩衝材の初期欠陥や流出などを想定

した影響因子として、緩衝材厚さ（case7P～case12P）および乾燥密度（case13P～case17P）、ベ

ントナイト－ケイ砂混合率を変化させた（case18P～case21P）ケースを、さらに人工バリアシ

ステムにおいてベントナイト系緩衝材の溶解挙動に影響を及ぼすアルカリ成分を溶出するコン

クリートについて支保工厚さ（case22P～case26P）を設定した。表 5.3-6 に解析ケース一覧を示

す。 
さらに、②の高アルカリ地下水を設定した解析ケースは、地下水質特性としてセメント溶出

水１を設定し pH が 10 まで低下するまでの期間を 500 年～80,000 年と変化させた（case27C～
case33C）ケース、地下水質特性としてセメント溶出水２を設定し、pH が 10 まで低下するまで

の期間を 10,000 年とした（case30C#）ケースを設定した。表 5.3-7 に解析ケース一覧を示す。 
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表 5.3-6 解析ケース一覧（①降水系地下水ケース） 
 

ケース 
緩衝材厚さ 

[cm] 

乾燥密度 

[g/cm3] 

混合率 

[Bnt. : Qtz.] 

支保工厚さ 

[cm] 
地下水質特性 

 
1 70 1.6 7 : 3 60 降水系 

7P 60 

1.6 7 : 3 60 降水系 

8P 50 

9P 40 

10P 30 

11P 20 

12P 10 

13P 

70 

1.8 

7 : 3 60 降水系 

14P 1.4 

15P 1.3 

16P 1.2 

17P 1.1 

18P 

70 1.6 

10 : 0 

60 降水系 
19P 5 : 5 

20P 3 : 7 

21P 1 : 9 

22P 

70 1.6 7 : 3 

50 

降水系 

23P 40 

24P 30 

25P 20 

26P 10 

 
 

表 5.3-7 解析ケース一覧（②高アルカリ地下水ケース） 
 

ケース 
緩衝材厚さ 

[cm] 

乾燥密度 

[g/cm3] 

混合率 

[Bnt. : Qtz.] 

支保工厚さ 

[cm] 
地下水質特性 

pH が 10 まで低下す

るまでの期間 [年] 

27C 

70 1.6 7 : 3 0 セメント溶出水１ 

500  

28C 2,500  

29C 5,000  

30C 10,000  

31C 20,000  

32C 40,000  

33C 80,000  

30C# 70 1.6 7 : 3 0 セメント溶出水２ 10,000  
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（４）解析結果 
後述のグラフにおける緩衝材領域の経時変化分布については、緩衝材領域平均とし、Eh のグ

ラフについては、緩衝材のオーバーパック接触領域付近における経時変化分布とした。また、

透水係数については、ベントナイト領域における等価透水係数にて示している。 
なお、case1 の基本ケースの解析結果については、平成 25 年度に報告済みである。 
 

 
（ａ）基本ケース 

case1 の基本ケースについては図 5.3-4～図 5.3-7 に、平成 25 年度成果報告書(3)の解析結果を

再掲する。 
 
 

  
 透水係数・拡散係数・有効ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ密度・間隙率 酸化還元電位 

 
 
 

  
 炭素種・硫黄種・溶存水素・溶存酸素濃度 

 
 
 
 

図 5.3-4 緩衝材領域における経時変化分布（case1） 
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 100 年後 10,000 年後 

 

    
 1,000 年後 50,000 年後 

 

   
 5,000 年後 100,000 年後 

 
 
 

図 5.3-5 全領域における固相空間分布（case1） 
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 100 年後 10,000 年後 

 

  
 1,000 年後 50,000 年後 

 

  
 5,000 年後 100,000 年後 

 
 
 

図 5.3-6 全領域における液相空間分布（case1） 
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 100 年後 10,000 年後 

 

    
 1,000 年後 50,000 年後 

 

   
 5,000 年後 100,000 年後 

 
 
 

図 5.3-7 全領域における Kw・De・ρm・Eps 空間分布（case1） 
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（ｂ）緩衝材厚さによる影響解析 
case1 および case7P～case12P の緩衝材厚さ変化（10cm～70cm）を考慮した影響解析結果を図 

5.3-8～図 5.3-12 に示す。図 5.3-8 に示すとおり、モンモリロナイトは緩衝材厚さ最小の case12P
ではわずか 300 年で消失し、最長の case1 では 100,000 年間で 0.68 g/cm3残存するなど多様な減

少傾向がみられる結果となった。case1 においては、18,000 年後で有効モンモリナイト密度が横

ばいになる傾向が確認できる。これは支保工付近の緩衝材領域において局所的に起こる CSH お

よび Lmt による間隙閉塞（間隙率＝0.005）が 100,000 年後においても解消されずに継続したこ

とにより、支保工からのアルカリ成分流入が抑制されたためと考えられる。case8P～11P にお

いては、支保工付近の緩衝材領域における間隙率は一時的な低下はみられるものの、間隙が閉

塞するまでには至らず、その後 100,000 年までかけてゆっくりと上昇している。ただし、この

期間に局所的な間隙率低下が、緩衝材側から支保工側へと遷移しており、この緩衝材付近にお

ける支保工領域の間隙率低下は 100,000 年後まで継続したために、これらのケースでのモンモ

リロナイト溶解はなだらかに推移したものと思われる。図 5.3-9 の透水係数については case10P
および case11P において、モンモリロナイト消失時期に対応して 10-10 m/s 以上まで上昇してい

ることがわかる。また図 5.3-11 をみると、case10P および 11P ではモンモリロナイトの消失時

期と同時期に pH が上昇していることがわかる。これは、モンモリロナイト消失までに支保工

領域における CSH が残存する結果となっていることから、支保工領域のアルカリ成分が緩衝材

領域へ拡散し上昇したものと考えられる。図 5.3-12 の Eh では緩衝材厚さが 20cm 以上の各ケ

ースにおいて、-520mV 辺りから-660mV まで低下している箇所が見られるが、このタイミング

は、図 5.3-8 におけるモンモリロナイトの経時変化におけるグラフに見られる各変曲点のタイ

ミングと一致している。これらは緩衝材領域における Calcite が消滅に向かうことにより CO3
2-

が全て還元したために H2が支配的となり、Eh が低下しているものと考えられる。 
以上の解析結果より、緩衝材厚さによる影響は傾向的に一定ではないことから、人工バリア

変遷シナリオについて安全評価へリンケージするケースは２つ採用することとする。最も緩衝

材に影響を与えるケースは緩衝材厚さ 10cm の case12P であるが、モンモリロナイトがすぐに消

失してしまっていることから、緩衝材厚さ 20cm の case11P を採用、もう１ケースは残りのケー

スの緩衝材初期厚さの中間に位置する case8P を採用することとした。これらの経時変化分布お

よび空間分布については、AppendixⅠ-A に示す。 
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図 5.3-8 緩衝材領域の有効モンモリロナイト密度の経時変化分布（緩衝材厚さ） 
 

 

図 5.3-9 緩衝材領域の透水係数の経時変化分布（緩衝材厚さ） 
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図 5.3-10 緩衝材領域の間隙率の経時変化分布（緩衝材厚さ） 
 

 

図 5.3-11 緩衝材領域の pH の経時変化分布（緩衝材厚さ） 
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図 5.3-12 OP 近傍における緩衝材領域の Eh の経時変化分布（緩衝材厚さ） 
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（ｃ）乾燥密度による影響解析 
case1 および case13P～case17P の乾燥密度変化（1.1 g/cm3～1.8 g/cm3）を考慮した影響解析結

果を図 5.3-14～図 5.3-17 に示す。モンモリロナイトは図 5.3-13 に示すとおり、最も乾燥密度

の低い case17P で約 46,000 年間残存する結果となり、最も高い case13P において 100,000 年間

で 0.97 g/cm3残存する結果となった。 case13P については約 28,000 年後で、横ばいになる傾向

となっている。これは（ａ）項で述べた case1 と同様に、支保工付近の緩衝材領域において局

所的に起こる間隙閉塞によるものであり、本ケースにおいては 600 年後から 100,000 年後まで

間隙率は下限値（＝0.005）のまま推移し、一度も間隙閉塞は解消されなかったため、モンモリ

ロナイト溶解が抑制されたと考えられる。図 5.3-14 の透水係数について、case13P はその他の

ケースと比べ 5～6 オーダー低くなっており、前述した支保工付近の緩衝材領域における局所的

な間隙閉塞の影響が強く表れていることがわかる。また、case15P～17P においてはモンモリロ

ナイト消失のタイミングと同時期に 1.0×10-10m/s まで上昇しており、モンモリロナイト溶解が

透水係数に影響を与えることが表す結果となっている。図 5.3-16 の pH では case1 と case13P
でそれぞれ 18,000 年後、28,000 年後近辺で pH10.4 から 9.7 程度まで低下していることが確認で

きる。さらに図 5.3-17 の Eh をみても同時期に約-520 mV から約-660mV に低下していることが

わかる。これは、緩衝材領域における Calcite の消滅に向かうことにより CO3
2-が全て還元した

ために H2が支配的となり、Eh も低下することで Berthierine が安定となり緩衝材領域に生成す

ることで pH を低下させているものと推測される。 
以上の解析結果より、乾燥密度による影響は傾向的にほぼ一定であると判断できることから、

人工バリア変遷シナリオについて安全評価へリンケージするケースは施工において緩衝材が約

20%流出する想定として 1.3 g/cm3の case15P を採用した。case15P の経時変化分布および空間分

布については、AppendixⅠ-A に示す。 
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図 5.3-13 緩衝材領域の有効モンモリロナイト密度の経時変化分布（乾燥密度） 
 

 

図 5.3-14 緩衝材領域の透水係数の経時変化分布（乾燥密度） 
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図 5.3-15 緩衝材領域の間隙率の経時変化分布（乾燥密度） 
 

 

図 5.3-16 緩衝材領域の pH の経時変化分布（乾燥密度） 
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図 5.3-17 OP 近傍における緩衝材領域の Eh の経時変化分布（緩衝材厚さ） 
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（ｄ）混合比率による影響解析 
case1 および case18P～case21P のベントナイト－ケイ砂混合比率（ベントナイト：ケイ砂＝

1:9～10:0）を考慮した影響解析結果を図 5.3-18～図 5.3-22 に示す。モンモリロナイトは図 
5.3-18 に示すとおり、最もベントナイト混合比が低い case21P ではわずか 400 年間で消失する

結果となり、ベントナイトのみとなる case18P においては 100,000 年間で 0.97 g/cm3残存する結

果となった。図 5.3-19 の透水係数についても case20P および case21P の混合比ではモンモリロ

ナイト消失のタイミングと同時期に 10-10 m/s 以上まで上昇しており、モンモリロナイト溶解が

透水係数に影響を与える結果となっている。しかし、case18P では逆に開始直後から 7,000 年後

にかけて透水係数の低下がみられた。これは支保工近辺の緩衝材領域において 8,000 年後あた

りから局所的な間隙閉塞がみられ、100,000 年後においても解消・変遷されることなく閉塞し続

けたためにこのような現象がみられた。図 5.3-21 の pH では case21P においては早期にモンモ

リロナイトが消失しているため支保工からのアルカリ成分が緩衝されず約 18,000 年で pH11 近

くまで上昇しほぼそのまま 100,000 年後まで推移している。また、case1 と case18P でそれぞれ

18000 年後、29000 年後近辺で pH10.4 から 9.7 程度まで低下していることが確認できる。さら

に図 5.3-22 の Eh をみても同時期に約-510 mV から約-650mV に低下していることがわかる。こ

れは、（ｃ）項で述べた現象と同様に、緩衝材領域における Calcite の消滅に向かうことにより

CO3
2-が全て還元したために H2が支配的となり、Eh も低下することで Berthierine が安定となり

緩衝材領域に生成することで pH を低下させているものと推測される。 
以上の解析結果より、混合比率による影響は傾向的にほぼ一定であると判断できることから、

人工バリア変遷シナリオについて安全評価へリンケージするケースは施工時の人為ミスを想定

した場合に現実的な 5:5 の混合比の case19P を採用した。case19P の経時変化分布および空間分

布については、AppendixⅠ-A に示す。 
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図 5.3-18 緩衝材領域の有効モンモリロナイト密度の経時変化分布（混合比） 
 

 

図 5.3-19 緩衝材領域の透水係数の経時変化分布（混合比） 
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図 5.3-20 緩衝材領域の間隙率の経時変化分布（混合比） 
 

 

図 5.3-21 緩衝材領域の pH の経時変化分布（混合比） 
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図 5.3-22 OP 近傍における緩衝材領域の Eh の経時変化分布（混合比） 
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（ｅ）支保工厚さによる影響解析 
case1 および case22～case26 の支保工厚さ（10cm～60cm）を考慮した影響解析結果を図 5.3-23

～図 5.3-27 に示す。モンモリロナイトは図 5.3-23 に示すとおり、すべてのケースにおいて

100,000 年間残存する結果となった。case1 において 18,000 年後で横ばいになる傾向が確認でき

るが、これは（ｂ）項で述べた通り、これは支保工付近の緩衝材領域において局所的に起こる

CSH および Lmt による間隙閉塞によるものである。case22P（支保工厚さ 10cm）のみ初期の挙

動が他と異なっているようにみえるが、これは支保工から緩衝材に流入するアルカリ成分が

3,000 年間で枯渇しており、他のケースと比較してモンモリロナイトの溶解が抑制されたためと

思われる。平成 25 年度に実施した、海水系地下水による解析では、支保工厚さが厚くなるほど

緩衝材領域に流入するアルカリ成分量が多くなることでモンモリロナイトの溶解が促進される

傾向が見られたが、今回の 20cm～60cm における 100,000 年後のモンモリロナイト残存量はこ

れとは逆の傾向となる結果となった。これは 20cm～60cm における支保工付近の緩衝材領域に

おける間隙率低下の度合いが、支保工厚さが厚いほど間隙率が低下しており（20～50cm は閉塞

までは至っていない）、また厚いほどその状態が解消されるのに時間を要しているため、このよ

うな結果となって表れたものだと考えられる。図 5.3-26 をみると、case23P～25P において pH
は 12,000 年後に 10.4 から 10.1 程度に、case22P においては 15,000 年度に 10.4 から 9.9 程度に、

case1 においては、10.4 から 9.7 程度に低下していることが確認できる。さらに図 5.3-27 の Eh
をみると同時期に約-510 mV から約-640mV に低下していることがわかる。これは、（ｃ）項で

述べた現象と同様に、緩衝材領域における Calcite の消滅に向かうことにより CO3
2-が全て還元

したために H2が支配的となり、Eh も低下することで Berthierine が安定となり緩衝材領域に生

成することで pH を低下させているものと推測される。 
以上の解析結果より、支保工厚さによる傾向は一定でないため、人工バリア変遷シナリオに

ついて安全評価へリンケージするケースは case22P～case26P 全てを採用した。case22～case26
の経時変化分布および空間分布については、AppendixⅠ-A に示す。 
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図 5.3-23 緩衝材領域の有効モンモリロナイト密度の経時変化分布（支保工厚さ） 
 

 

図 5.3-24 緩衝材領域の透水係数の経時変化分布（支保工厚さ） 
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図 5.3-25 緩衝材領域の間隙率の経時変化分布（支保工厚さ） 
 

 

図 5.3-26 緩衝材領域の pH の経時変化分布（支保工厚さ） 
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図 5.3-27 OP 近傍における緩衝材領域の Eh の経時変化分布（支保工厚さ） 
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（ｆ）高アルカリ地下水による影響解析 
case27C～case33Cおよびcase30C#の高アルカリ地下水を考慮した影響解析結果を図 5.3-28～

図 5.3-32に示す。モンモリロナイトは図 5.3-28に示すとおり、すべてのケースにおいて 100,000
年間残存する結果となった。これらのケースでは地下水質を途中で切り替えて計算を実施して

いることも影響し、開始直後から曲線を描いて有効モンモリロナイト密度が変化しているが、

途中よりその変化がなくなり、以降は線形的な変化を見せている。これは地下水質を pH の高

いものから徐々に下げて変化させているためにすべてのケースにおいて途中でアルカリ成分が

枯渇しているが、そのタイミングと線形的な変化を示し始めるのがほぼ同時期となっている。

高 pH（pH12.8 から pH10 まで変化）の期間が 500 年間の case27C から 80,000 年間の case33C ま

での 7 ケースの比較から、高 pH の期間がより長いほど溶解が促進されている結果となった。

高 pH の期間が 10,000 年間である case30C と、同じく 10,000 年間であるが初期によりより高 pH
の地下水（pH＝13.6）を与えた case30C#を比較すると、pH のより高い地下水を与えた case30C#
の方がモンモリロナイト溶解へ影響を及ぼす結果となった。この 2 ケース間で与えた異なる地

下水条件は初期の 400 年間であり、それ以降は同条件であるが、case30C#をみると約 8,000 年

後まで速い速度で溶解が進んでおり、初期に与えた高 pH 地下水がその後のモンモリロナイト

溶解に影響していることがわかる。高 pH である期間が長い case31C～case33C だけが複雑な曲

線を描いていているように見えるが、case27C～case30C においても初期の短い期間で同様の変

化を見せている。例えば case32C の変化について考察すると、EDZ 側付近の緩衝材領域におい

て 3,000 年後までに間隙閉塞が発生するが、その後間隙率が上昇することにより地下水流入の

抑制が緩和され、約 7,000 年後頃からモンモリロナイト溶解が促進される。しかし、約 28,000
年後には初期に比べ比較的低い pH の地下水へと変化するために、モンモリロナイト溶解も緩

和されることで、以降は一定に近いモンモリロナイト溶解で推移しているものと考えられる。 
以上の解析結果より、高アルカリ地下水による傾向は特に高アルカリである期間が短いもの

（case27C～case30C）については傾向的に有意な差異が見られないため、人工バリア変遷シナ

リオについて安全評価へリンケージするケースは case30C の 1 つに絞り込み、残りの case31C
～case33C および case30C#をすべて採用した。case30C～case33C および case30C#の経時変化分

布および空間分布については、AppendixⅠ-A に示す。 
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図 5.3-28 緩衝材領域の有効モンモリロナイト密度の経時変化分布（高アルカリ地下水） 
 

 

図 5.3-29 緩衝材領域の透水係数の経時変化分布（高アルカリ地下水） 
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図 5.3-30 緩衝材領域の間隙率の経時変化分布（高アルカリ地下水） 
 

 

図 5.3-31 緩衝材領域の pH の経時変化分布（高アルカリ地下水） 
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図 5.3-32 OP 近傍における緩衝材領域の Eh の経時変化分布（高アルカリ地下水） 
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（５）各評価へのデータのリンケージ 
人工バリアの変遷シナリオを対象とした安全評価として、（４）項の解析結果より検討した

15 ケースについて実施することとした。選定した人工バリア変遷シナリオ対象ケースを①及び

②に分けて以下に示す。 
 
 

表 5.3-8 人工バリア変遷シナリオ対象ケース（①降水系地下水ケース） 

ケース 
緩衝材厚さ 

[cm] 

乾燥密度 

[g/cm3] 

混合率 

[Bnt. : Qtz.] 

支保工厚さ 

[cm] 
地下水質特性 

 
1 70 1.6 7 : 3 60 降水系 

8P 50 
1.6 7 : 3 60 降水系 

11P 20 

15P 70 1.3 7 : 3 60 降水系 

19P 70 1.6 5 : 5 60 降水系 

22P 

70 1.6 7 : 3 

50 

降水系 

23P 40 

24P 30 

25P 20 

26P 10 

 
表 5.3-9 人工バリア変遷シナリオ対象ケース（②高アルカリ地下水ケース） 

ケース 
緩衝材厚さ 

[cm] 

乾燥密度 

[g/cm3] 

混合率 

[Bnt. : Qtz.] 

支保工厚さ 

[cm] 
地下水質特性 

pH が 10 まで低下す

るまでの期間 [年] 

30C 

70 1.6 7 : 3 0 セメント溶出水１ 

10,000  

31C 20,000  

32C 40,000  

33C 80,000  

30C# 70 1.6 7 : 3 0 セメント溶出水２ 10,000  

 
 

 
以上のケースについて、各評価への人工バリア変遷解析データの提供を行った。提供するリ

ンケージデータについては以下に示すとおりである。 
 
（ a ）炭素鋼オーバーパックの腐食寿命解析 
オーバーパック腐食寿命評価へのリンケージは、以下のデータを提供する。 

・塩化物イオン濃度（オーバーパック接触領域） 
・炭酸イオン濃度（オーバーパック接触領域） 
・炭酸水素イオン濃度（オーバーパック接触領域） 
・溶存酸素濃度（オーバーパック接触領域） 
・pH（オーバーパック接触領域） 
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（ b ）ガラス溶解速度評価 
ガラス溶解速度評価へのリンケージは、以下のデータを提供する。 

・間隙水 Mg 濃度（緩衝材接触支保工領域） 
 
（ c ）核種移行パラメータ評価 
核種移行パラメータ評価へのリンケージは、以下のデータを提供する。 

・間隙水 Na 濃度（オーバーパック接触領域、支保工接触領域、緩衝材平均） 
・間隙水 HCO3

-濃度（オーバーパック接触領域、支保工接触領域、緩衝材平均） 
・間隙水 CO3

2-濃度（オーバーパック接触領域、支保工接触領域、緩衝材平均） 
・間隙水 K+濃度（オーバーパック接触領域、支保工接触領域、緩衝材平均） 
・pH（オーバーパック接触領域、支保工接触領域、緩衝材平均） 
・pe（オーバーパック接触領域、支保工接触領域、緩衝材平均） 
・鉱物組成（緩衝材平均） 
・間隙率（緩衝材平均） 
・乾燥密度（緩衝材平均） 

 
（ d ）ニアフィールド地下水流動評価 
地下水流動評価へのリンケージは、以下のデータを提供する。 

・透水係数（緩衝材各セル） 
・間隙率（緩衝材各セル） 
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5.3.2 炭素鋼オーバーパックの腐食寿命解析 
人工バリアの変遷シナリオを対象とした安全評価で実施するオーバーパック腐食寿命解析に

おいて使用する腐食寿命モデルの概要は平成 25 年度報告書 2.4(3)に示した。オーバーパックの

腐食形態に影響を及ぼす緩衝材間隙水の組成は 5.3.1 の緩衝材変質・間隙水の変遷評価結果に基

づいた。この結果によると、すべてのケースにおいてオーバーパックの表面に酸素が到達しな

い結果となっており、平成 24 年度までに実施した浸漬試験に基づいて改良した局部腐食判定モ

デルを用いると、すべてのケースにおいて局部腐食は発生しない。また、低炭酸塩濃度及び高

pH 条件のためすべてのケースにおいて応力腐食割れは生起しない結果となった。 
これらのことから、オーバーパックの腐食形態は 5.3.1 で設定したすべてのケースに対して全

面腐食となった。全面腐食の腐食速度は 10μm/y とし、時間に依存しない一定速度として進む

ものとした。この値は室内試験結果から得られた平均的な腐食速度であり、実際には局所的に

凹凸を伴いながら腐食が進行するものと考えられる。この凹凸の影響を考慮したオーバーパッ

クの最大腐食深さとして、腐食速度 10μm/y から計算した腐食深さの 2 倍とした(11)。次に、オ

ーバーパックの耐圧厚さは、炭素鋼オーバーパックの耐圧強度に関する既往の解析結果に基づ

いて最も保守側となる 110mm(12)とし、最大腐食深さが 80mm（=190-110mm）に到達した時間

をオーバーパックの腐食寿命とした。以上に基づいて腐食寿命解析を行った結果、オーバーパ

ックの腐食寿命は 4,000 年となった。 
 

5.3.3 ガラス溶解速度評価 
Mg イオンの影響については、平成 25 年度(3)に使用した Mg 影響モデルを採用した。すなわ

ち、「ガラス固化体が接触する溶液中に Mg イオンが供給されると、ガラス固化体表面に供給さ

れた Mg イオンとガラス固化体の Si が反応して、ある Mg/Si モル比の Mg ケイ酸塩を生成し、

その生成量に応じた溶解速度でガラス固化体が溶解／変質する」ものとした。 
平成 25 年度に提示した Mg 影響モデルの計算方法に沿って、各ケースにおける 10 万年間の

ガラス固化体の溶解速度の平均値を試算し、この値が、第 2 次取りまとめ(12)の評価で用いられ

た溶解速度（1.0×10-3 g/m2/day）以下の場合は、Mg イオン影響を無視することとし、ガラス固

化体の溶解速度として 1.0×10-3 g/m2/day を設定することとしている。 
試算の結果、いずれのケースについても、Mg イオンの影響はほぼ無視することができるこ

とから、全てのケースにおけるガラス固化体の溶解速度は 1.0×10-3 g/m2/day に設定した。 
 

5.3.4 核種移行パラメータ 
（１）溶解度 

Se、Cs ともに可溶性とし、溶解度律速は考慮しない設定とした。 
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（２）拡散係数 
5.3.1 の解析によって得られた各解析ケースの緩衝材中の間隙水組成に基づいて、放射性核種

の拡散係数を求めた。昨年度と同様に、Se は陰イオン排除モデルから、Cs は細孔拡散モデル

から拡散係数を算出した(2)。各解析ケースにおける拡散係数の経時変化を図 5.3-33 に示す。 
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Case24P 

  

Case25P 

 

6
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Case31C 

  

Case32C 

  

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

1 10 100 1000 10000 100000

乾燥密度

mont.含有率

処分後時間 (年）

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

1 10 100 1000 10000 100000

乾燥密度

mont.含有率

処分後時間 (年）

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

1 10 100 1000 10000 100000

乾燥密度

mont.含有率

処分後時間 (年）



 - 5-48 -

Case33C 

  

Case30C# 

  

図 5.3-33 各解析ケースにおける拡散係数の経時変化 
 
 
 
（３）収着分配係数：人工バリア 

5.3.1 の解析によって得られた各解析ケースの緩衝材中の間隙水組成に基づいて、放射性核種

の分配係数を求めた。昨年度と同様にモンモリロナイトを収着鉱物とし、Se は分配係数の実測

値から、Cs はイオン交換モデルから分配係数を算出した(2)。各解析ケースにおける分配係数の

経時変化を図 5.3-34 に示す。 
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 液組成 分配係数 
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Case33C 

  

Case30C# 

  

図 5.3-34 各解析ケースにおける Se および Cs の収着分配係数の経時変化 
 
 
 
（４）収着分配係数：天然バリア 
 
天然バリア収着分配係数の設定を表 5.3-10 に示す。 

 
表 5.3-10 天然バリアにおける収着分配係数 

＜m3/kg＞ 
   

元素 液相分類 設定値 設定根拠 

Se 
降水系 5E-3 H24 報告書

(2) 

海水系 5E-3 H24 報告書
(2) 

Cs 
降水系 5E-2 H23 報告書(1) 

海水系 5E-2 H23 報告書(1) 
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5.3.5 ニアフィールド地下水流動 
緩衝材変質の進行に伴う緩衝材中の地下水流速の変化は、平成 25 年度に実施した解析結果(3)

に基づき設定した。 
 
 

5.3.6 核種移行解析 
5.3.1～5.3.5 では、緩衝材変質の進行に伴う収着分配係数、緩衝材中の地下水実流速などの核

種移行パラメータの変動を評価した。ここでは、全 26 ケースのうち、5.3.1(4)で選定された 14
ケースに対して、これらの核種移行パラメータの解析結果に基づいて、確率論的安全評価コー

ド GSRW-PSA(13)(14)コードを用いて人工バリアフラックス、天然バリアフラックス及び被ばく線

量を計算した。人工バリア及び天然バリア中の核種移行解析の条件及び解析結果を以下に示す。

なお、被ばく線量の解析条件及び解析結果は、AppendixIII に記述した。 
 

（１）解析条件 
（ a ）評価モデルの概要 
本解析に使用した GSRW-PSA コードの核種移行評価の概念モデルを以下に示す。なお、評価

モデルの詳細については、「平成 23 年度 地層処分の安全審査に向けた評価手法等の整備 報

告書［添付資料編］」(15)を参照されたい。 
 
① 人工バリア 

人工バリアの核種移行解析では、人工バリアの構成要素であるガラス固化体、炭素鋼オー

バーパック、緩衝材及び岩盤を一次元体系として、これらの連続したコンパートメントとし

て考えることにより核種移行解析を行う。オーバーパックの破損後、ガラスの溶解により溶

出した核種の濃度は、溶解度限度よりも高い場合、その溶解度に核種濃度は制限される。核

種の溶解及び沈殿の現象は瞬時／可逆を仮定し、溶解度を制限する固層が沈殿している場合、

溶解度を維持するための再溶解が生じる。緩衝材中の核種は移流－拡散により移行する。な

お、オーバーパックは破損によりバリア機能を失うとし、破損後の核種移行の遅延機能は考

慮しない。また、支保工についても核種移行に対するバリア機能は考慮せず、評価体系に組

み込んでいない。したがって、解析結果の一つとして示す人工バリア移行フラックスは、緩

衝材外側のフラックスである。 
 
② 天然バリア 

天然バリアは人工バリア外側から移行経路に沿って、100m 長さの母岩領域、800m 長さの

亀裂体から構成される。天然バリアの核種移行解析では、亀裂性媒体モデルを用いる。亀裂

性媒体モデルでは、岩盤内に放出された核種は地下水の流れが支配的な亀裂内を移行すると

考える。亀裂性媒体中の核種移行は、亀裂中の移流及び分散、亀裂内の収着、亀裂に接する

岩石マトリクス部の拡散及び収着遅延の移行現象であると考えられる。なお、亀裂は平衡平

板亀裂を仮定した。 
 
（ b ）評価対象核種 
評価対象核種については、Se-79、Cs-135 を対象とした本解析で用いる埋設直後のガラス固化

体 1 本中の放射能インベントリを表 5.3-11 に示す。 
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表 5.3-11 埋設直後及び 1000 年後のガラス固化体 1 本の放射能インベントリ 

核種 
半減期 モル数 

(mol) 
放射能量 

(Bq) 
year 0 年 1000 年 0 年 1000 年 

非系列 

Se-79 2.95×105 8.11×10-2 8.09×10-2 3.64×109 3.63×109 
Se 安定同位体  6.86×10-1 6.86×10-1 － － 

Cs-135 2.3×106 3.19 3.19 1.84×1010 1.84×1010 

Cs 安定同位体  8.44 8.44 － － 

 
 
（２）解析結果 
（ a ）人工バリア出口核種移行フラックス 
人工バリア緩衝材の外側に放出される核種別の年間フラックスについて全 14 ケースの評価

結果を図 5.3-35 に示す。以下では、核種別の移行挙動の違いをケース別に整理する。 
① Se-79 

残存溶解速度（StageⅡ）の遅いガラス溶解速度（0.001 g/m3/day）に律速されるため、すべ

てのケースにおいて移行フラックスの Se-79 のピーク値はほとんど差のない結果となった。 
緩衝材厚さ 50cm のケース 8P と緩衝材厚さを 20cm としたケース 11P を比較すると、ケー

ス 11P は Se-79 フラックスの立ち上がりの傾きがわずかに急になっている。平成 25 年度の評

価においても緩衝材厚さの差により移行距離が短くなることと緩衝材体積の減少により収着

容量が小さいことによってフラックスの立ち上がりが急峻になることが指摘されており、本

ケースもそれと同様であると考えられる。 
混合率を 5:5 としたケース 19P ではピークに達した後 5,000 年から 10,000 年にかけてわず

かに極小値を示している。これは図 5.3-34 の分配係数の変化に対応している。また、支保工

厚さを変化させたケース 22P～26P では Se-79 フラックスの挙動に差異は見られなかった。さ

らに、時間軸への割り当てを変化させた 30C～33C においても、Se-79 の挙動に違いは見られ

なかった。 
 
② Cs-135 
Se-79 同様、すべてのケースで、移行フラックスは残存溶解速度（StageⅡ）の遅いガラス溶

解速度（0.001 g/m3/day）に律速された形となっており、移行フラックスの Cs-135 のピーク値は

ほとんど差のない結果となった。 
緩衝材厚さ 50cm のケース 8P と緩衝材厚さを 20cm としたケース 11P を比較すると、ケース

11PはCs-135フラックスの立ち上がりの傾きが急になっており、矩形形状とみなせるのに対し、

ケース 8P ではオーバーパックの閉じ込め機能が失われる 4,000 年より Cs-135 移行フラックス

が急速に立ち上がるが 5,000 年から 1 万年にかけてやや緩やかに上昇している。これは Se-79
でも述べたように、緩衝材厚さが薄くなることにより移行距離が短くなることと緩衝材体積の

減少により収着容量が小さくなるためである。 
乾燥密度が 1.3 となるケース 15P では 5 万年以降にわずかに極小値が現れている。これはそ

の時期に Cs の分配係数が変化することに対応するものである。また、Se-79 でも変化が表れて

いたケース 19P では Cs-135 が立ち上がる途中で極小値を示している。これも図 5.3-34 に示す

ように分配係数の変化に対応している。 
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ケース 22P～26P においても、11P では一定値を示した 1 万年から 8 万年程度の期間で分配係

数の変化に応じて核種移行フラックスが変化している。また、フラックスが減少する傾きがケ

ース 8P と比較して緩やかになっている。特に 10 万年時点での分配係数が一番高いケース 26P
ではフラックスが 10-2に達するまでに時間を要している。 
以上のように、Cs-135 の人工バリアフラックスに対して感度の高いパラメータとして、収着

分配係数が挙げられる。 
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図 5.3-35 ガラス固化体 1 本当たりの地下水移行による人工バリア出口フラックス 
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（ b ）天然バリア出口核種移行フラックス 
天然バリア出口（亀裂帯出口）に放出される核種別の年間フラックスについて全 14 ケースの

評価結果を図 5.3-36 に示す。Se-79、Cs-135 それぞれすべてのケースで同一曲線上にあり、ピ

ーク発生時期及びフラックスピーク値が同一となり、人工バリア出口における移行フラックス

挙動の差が天然バリア出口には現れない結果となった。 
 

 
 

図 5.3-36 ガラス固化体 1 本当たりの地下水移行による亀裂帯出口フラックス 
（すべてのケース同一曲線上にある） 

 
（３）まとめ 
緩衝材変質の進行に伴うバリア機能の変遷を評価するために、Se-79 及び Cs-135 を対象にし

て緩衝材変質・間隙水組成の変遷評価に基づいて示された解析結果に基づいて、GSRW-PSA コ

ードを用いて人工バリアフラックス及び天然バリアフラックスの解析を実施した。解析結果は

以下のようにまとめられる。 
Se-79 及び Cs-135 の人工バリアの移行フラックスは、ピーク値はガラス溶解速度でほぼ律速

されているが収着分配係数の違いによってフラックスの形状にやや違いが見られた。一方、緩

衝材の実流速の影響に関しては本解析の設定条件では拡散律速が維持され、移行フラックスに

はほとんど違いがみられなかった。 
以上から、本年度の解析条件では、人工バリアの移行フラックスに対して感度が高いパラメ

ータとして Se-79、Cs-135 については昨年度と同様に収着分配係数が挙げられる。 
天然バリア（亀裂帯）の移行フラックスに関しては、本解析で設定した条件では、Se-79 及

び Cs-135 については人工バリアのフラックスの違いが、天然バリア出口におけるの核種移行フ

ラックスの違いに現れていない。 
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5.4 断層活動の処分システムへの影響を想定した安全評価 
5.4.1 断層活動が地下環境に与える影響に関する解析的検討 

本解析では、派生断層の発生により起こりうる影響である 
  （ａ）分岐断層発生による移行経路の変化 
  （ｂ）分岐断層発生による深部流体の流入 
  （ｃ）バックスラスト発生による酸化性地下水の流入 
を対象として、3.4.2 に示した代表的な派生断層発生のシナリオを想定して実施した地下水流動

解析と、その結果に基づいた 5.4.2 から 5.4.6 におけるパラメータ設定を適宜反映した核種移行

解析を行い、核種移行への影響の観点から、重要な天然事象の条件や地質環境の特性について

検討した。 
本年度は昨年度と同様に、塩水/降水境界の移動に伴う水質条件の空間分布の時間変化に加え

て、移行経路上の地質の空間分布の時間的変化を考慮した、より詳細なリンケージによる解析

を実施した。 
 
（１）評価シナリオおよび解析ケースの設定 
 3.4.2 に示した地下水流動解析の結果から、派生断層発生による天然バリアへの影響として次

のことがわかった。 
 
 （ａ）分岐断層発生による移行経路の変化 
   分岐断層の成長に伴って、断層中央および上流では断層を通って地表面へ移行する経路

に変化する。また透水性の高い断層を移行することで、地表到達までの平均流速が増加

する。 
 （ｂ）分岐断層発生による深部流体の流入 
   派生断層の成長に伴い深部帯水層の被圧が解消された場合、断層に沿った上向きの流速

が 4~10 倍増加する可能性がある。またこれに伴い、断層中央からの移行経路は、断層

に沿ったまま地表面に到達する経路に変化する可能性がある。 
 （ｃ）バックスラスト発生による酸化性地下水の流入 
  バックスラストの成長に伴って、断層交差部では断層に沿った下向きの流れが形成する

ことがわかった。このことは地表面からの酸化性地下水の流入の可能性を示唆する。 
 
これに基づき、核種移行解析を行う解析ケースを表 5.4-1 のように 19 ケース設定した。Case 

1～3 は比較の対象となる標準ケースで、深度 300m 及び 500m における分岐断層側で断層が成

長しないケース、深度 300m におけるバックスラスト側で断層が成長しないケースである。Case 
4～5は分岐断層が成長して処分施設と交差するケースで、断層成長速度が500m/回と300m/回、

処分施設深度が 300m 及び 500m の組合せである。Case 8～15 は分岐断層の交差に加えて、深

部流体が交差と同時に流入するケースで、処分施設深度は 300m に固定し、断層成長速度と深

部流体の種類（深部流体 1（有馬型熱水）と深部流体 2（40℃地下水 2））及び深部流体の流入

範囲（処分施設全体と半分）の組合せである。Case 16～19 はバックスラスト側で、断層成長の

みの標準ケース、酸化性地下水の流入、断層成長速度の組合せである。 
また、本表で用いた緩衝材変質・間隙水組成の変遷評価における解析ケースを表 5.4-2 のよ

うに設定した。処分施設の各領域（上流側、中央部、下流側）の塩分濃度時間変化解析結果（3.4.2
参照）の塩水/降水境界の関係の時間的な変化から塩水系あるいは降水系を判定するとともに、

断層が交差して変化する水質の組合せで構成した。深度 300m の下流側は初期から降水系地下
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水を維持するが、中央部及び上流側は時間経過とともに塩水系から降水系に移行する。また、

深度 500m については上流側、中央部、下流側すべてにおいて初期から塩水系を維持する。天

然バリアも同様に、移行経路のうち、塩水/降水境界の上流側（処分場側）にある部分を塩水系、

下流側（地表側）にある部分を降水系として、その時間変化を考慮する。なお、酸化還元条件

については、サイトの特性を考慮してすべて還元性雰囲気とする。また、移行経路上の地質の

空間分布の時間的変化を考慮して、核種移行パラメータ（分配係数、間隙率）を設定する。こ

のときの各水質の組成を表 5.4-3 のように設定した。降水系の地下水 1、塩水系の地下水 2 は

昨年度の評価と同様である。また、深部流体 1 の有馬型熱水、深部流体 2 の 40℃の地下水 2、
及び、酸化性地下水の組成は表 3.2-13 に基づいて設定した。 
さらに、各地質及び各断層中の鉱物組成を、表 5.4-4 及び表 5.4-5 にそれぞれ示す。 
処分後の地下水流動系については、3.4.2 の解析結果に基づいて、移行距離及び地下水流速の

時間的な変化を考慮する。断層と交差する処分坑道の評価は、3.4.2 と同様に処分坑道を 3 つの

領域（断層に対し上流側、中央部、下流側）に分割し、各領域からの移行経路の帯水層へ核種

が移行するものとする（5.4.7（１）参照）。 
 また、本解析では、Se-79、Cs-135、4n+1 系列核種を対象として、核種移行解析を行った。 
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表 5.4-1 派生断層発生による移行経路の変化に対する解析ケース（Case 1～19） 

Case 

番号 
分類 

断層成長・

断層種類 

処分深

度(m) 

断層成長

速度(m/

回) 

断層交

差時期

（万

年） 

水質切替と

その時期

（万年） 

緩衝材変質・間隙水組成の変遷評価

における解析ケース 

上流

側 

断層 

上流 

断層 

交差部 

断層 

下流 
下流側 

1 

標準 

断層成長な

し（分岐断

層側） 

300 － － － B － B － B 

2 500 － － － B － B － B 

3 

断層成長な

し（バック

スラスト

側） 

300 － － － A － A － A 

4 

分岐断

層交差 

分岐断層 300 500 1 
塩水→降水 

(1.5) 
D → C ← A 

5 分岐断層 300 100 4 
塩水→降水 

(4.5) 
G → F ← A 

6 分岐断層 500 500 1 塩水のみ B → C ← B 

7 分岐断層 500 100 3 塩水のみ B → E ← B 

8 

深部流

体流入 

分岐断層

（全領域流

入ケース） 

300 500 1 深部流体 1 N → L ← N 

9 300 100 4 深部流体 1 R → P ← R 

10 300 500 1 深部流体 2 O → M ← O 

11 300 100 4 深部流体 2 S → Q ← S 

12 

分岐断層

（断層領域

流入ケー

ス） 

300 500 1 深部流体 1 D N L N A 

13 300 100 4 深部流体 1 D R P R A 

14 300 500 1 深部流体 2 D O M O A 

15 300 100 4 深部流体 2 D S Q S A 

16 バック

スラス

ト交差 

バックスラ

スト 
300 500 3.5 流入なし A → H ← A 

17 
バックスラ

スト 
300 100 15.5 流入なし A → J ← A 

18 酸化性 

地下水

流入 

バックスラ

スト 
300 500 3.5 

降水→酸化

性(4) 
A → I ← A 

19 
バックスラ

スト 
300 100 15.5 

降水→酸化

性(16.5) 
A → K ← A 
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表 5.4-2 緩衝材変質・間隙水組成の変遷評価における解析ケース（Case A～S） 
Case 分類 水質及び断層交差時期の推移 処分深度 断層成長速度 

A 
標準 

降水系   

B 塩水系   

C 

分岐

断層 

塩水系→断層交差(1万年)→降水系(1.5万年) -300ｍ 500m/回 

D 塩水系→降水系(7万年) -300ｍ 500m/回 

E 塩水系→断層交差(3万年) -500m 100m/回 

F 塩水系→断層交差(4万年) →降水系(4.5万年) -300m 100m/回 

G 塩水系→降水系(9.5万年) -300m 100m/回 

H 

酸化

性地

下水 

降水系→断層交差(3.5万年) -300m 500m/回 

I 降水系→断層交差(3.5万年)→酸化性地下水(4万年) -300m 500m/回 

J 降水系→断層交差(15.5万年) -300m 100m/回 

K 
降水系→断層交差(15.5 万年)→酸化性地下水(16.5 万

年) 

-300m 100m/回 

L 

深部

流体 

塩水系→断層交差・深部流体 1 (1万年) -300m 500m/回 

M 塩水系→断層交差・深部流体 2 (1万年) -300m 500m/回 

N 塩水系→深部流体 1(1万年) -300m 500m/回 

O 塩水系→深部流体 2(万年) -300m 500m/回 

P 塩水系→断層交差・深部流体 1 (4万年) -300m 100m/回 

Q 塩水系→断層交差・深部流体 2 (4万年) -300m 100m/回 

R 塩水系→深部流体 1(4万年) -300m 100m/回 

S 塩水系→深部流体 2(4万年) -300m 100m/回 

 
表 5.4-3 各水質の組成及び特性 

 

地下水 2 

（塩水系） 

地下水 1 

（降水系） 

深部流体 1 

（有馬型熱水） 

深部流体 2 

（塩水系） 

酸化性地下水 

（地表水） 

Na+(ppm) 6200 2500 20200 6200 15.8 

Ca2+(ppm) 170 110 3460 170 4.1 

K+(ppm) 160 100 4900 160 3.2 

Mg2+(ppm) 170 60 25.9 170 2.4 

Cl-(ppm) 9000 3100 42200 9000 18.8 

HCO3-(ppm) 2300 300 83.8 2300 24.4 

SO4
2-(ppm) 33 7.7 1.4 33 9.4 

Al3+(ppm) 0.0005 0.005 0.07 0.0005 0.005 

Fe2+(ppm) 0.1 3.3 84 0.1 0.03 

Si(ppm) 35 23 53 35 21.7 

pH 6.3 6.8 6.1 6.3 6 

Eh(mV) -210 -210 -210 -210 200 

水温 (℃) 25.0 25.0 90.5 40.0 25.0 
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表 5.4-4 各地質の鉱物組成（単位%） 

地層名 岩石名 石英 オパー

ルA 
オパー

ルC 斜長石 カリ

長石 

炭酸塩鉱物 粘土鉱物 
黄鉄

鉱 方解石 ドロマ

イト 
シデラ

イト 
スメクタ

イト 
緑泥

石 
イライ

ト 
カオリナ

イト 

声問層 

（地層 4） 

珪藻質

泥岩 
63.0 5.2 0.4 14.2 4.2 0.1 0.0 1.7 1.3 1.6 3.4 0.1 4.8 

稚内層 

（地層 3） 

硬質頁

岩 
54.3 0.0 24.2 9.9 3.3 0.1 0.0 1.6 0.8 1.1 2.4 0.1 2.8 

勇知層 

（地層 5） 

中粒砂

岩 
64.9 0.0 0.0 22.8 5.7 0.2 0.0 0.2 0.7 2.3 2.3 0.0 0.8 

更別層 

（地層 6） 
泥岩 62.3 0.0 0.0 29.9 0.0 0.0 0.0 0.0 1.6 1.9 2.6 0.0 1.7 

 
表 5.4-5 各断層の鉱物組成（単位%） 

周辺地層

名 
岩石名 石英 

オパー

ルA 

オパー

ルC 
斜長石 

カリ

長石 

炭酸塩鉱物 粘土鉱物 

黄鉄

鉱 方解石 

ドロ

マイ

ト 

シデライ

ト 

スメクタ

イト 

緑泥

石 

イライ

ト 

カオリナ

イト 

声問層 
（地層 4） 

珪藻質

泥岩 
74.3 5.2 0.4 10.9 0.0 0.1 0.0 0.0 5.9 0.9 1.1 0.0 0.0 

稚内層 
（地層 3） 

硬質頁

岩 
64.0 0.0 24.2 7.6 0.0 0.1 0.0 0.0 3.9 0.6 0.8 0.0 0.0 

勇知層 
（地層 5） 

中粒砂

岩 
76.6 0.0 0.0 17.4 0.0 0.1 0.0 0.0 3.1 1.3 0.8 0.0 0.0 

更別層 
（地層 6） 泥岩 69.5 0.0 0.0 21.7 0.0 0.0 0.0 0.0 7.1 1.0 0.8 0.0 0.0 

 
 

 
5.4.2 緩衝材変質・間隙水組成の変遷評価 

5.4.1 項の断層活動が地下環境に与える影響に関する解析の評価結果を考慮し、MC-BUFFER
を用いて地層処分の人工バリアシステムとして、オーバーパック－緩衝材－支保工とした計算

体系にて緩衝材変質評価計算を実施した。 
 
（１）解析条件 
解析体系は 5.3.1 項と同様に、HLW を模擬した１次元解析体系とし、オーバーパック 19cm、

緩衝材 70cm、支保工 60cm とした。境界条件についても 5.3.1 項と同じとし、人工バリアの支

保工外側に EDZ を境界条件として設定した。解析評価時間は 5.3.1 項と同じ 10 万年間とし、タ

イムステップは１カ月と設定した。EDZ に設定する地下水質については、表 5.4-6 に示す幌延

地下水組成を設定した。また断層交差後の流入を想定する深部流体には表 5.4-7 に示す、有馬

型熱水（深部流体１）と地下水２と同じ塩水系地下水（深部流体２）を設定した。温度につい

ては、人工バリアの温度変遷を模擬するため、オーバーパックの経時的な温度変化を考慮し、
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表 5.4-6 の地下水温度まで低下すると仮定した 100℃～25℃まで温度変遷する設定とした。鉱

物組成およびモンモリロナイト溶解速度モデルやベントナイト透水係数評価モデル等の評価モ

デル、熱力学データベース、各領域における初期間隙率も、5.3.1 項で用いたものと同じとした。 
 
 

表 5.4-6 幌延地下水組成 
地下水 1（降水系）   地下水 2（塩水系）  

Temparature 25.0 ℃  Temparature 25.0 ℃ 

pH 6.8    pH 6.3  

Eh -210 mV  Eh -210 mV 

Na 1.0874E-01 mol/L  Na 2.6968E-01 mol/L 

K 2.5575E-03 mol/L  K 4.0921E-03 mol/L 

Ca 1.0978E-02 mol/L  Ca 1.6966E-02 mol/L 

Mg 9.8725E-03 mol/L  Mg 2.7972E-02 mol/L 

C 2.4979E-02 mol/L  C 1.9151E-01 mol/L 

S 9.6040E-04 mol/L  S 4.1160E-03 mol/L 

Cl 8.9985E-02 mol/L  Cl 2.6125E-01 mol/L 

Fe 2.3635E-04 mol/L  Fe 7.1620E-06 mol/L 

Si 1.1448E-03 mol/L  Si 1.7422E-03 mol/L 

Al 1.6679E-06 mol/L  Al 1.6679E-07 mol/L 
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表 5.4-7 深部流体組成 

深部流体 1（有馬型熱水）   深部流体 2（塩水系）  

Temparature 90.5 ℃  Temparature 40.0 ℃ 

pH 6.1   pH 6.3  

Eh -210 mV  Eh -210 mV 

Na 8.7864E-01 mol/L  Na 2.6968E-01 mol/L 

K 1.2532E-01 mol/L  K 4.0921E-03 mol/L 

Ca 3.4531E-01 mol/L  Ca 1.6966E-02 mol/L 

Mg 4.2616E-03 mol/L  Mg 2.7972E-02 mol/L 

C 6.9775E-03 mol/L  C 1.9151E-01 mol/L 

S 1.7462E-04 mol/L  S 4.1160E-03 mol/L 

Cl 1.6980E+00 mol/L  Cl 2.6125E-01 mol/L 

Fe 6.0161E-03 mol/L  Fe 7.1620E-06 mol/L 

Si 2.6381E-03 mol/L  Si 1.7422E-03 mol/L 

Al 2.3351E-06 mol/L  Al 1.6679E-07 mol/L 

 
 

 
（２）解析ケース 
解析ケースについては、5.4.1 項にて決定した評価結果より設定した 8 ケースとする。表 5.4-8

に解析ケースに示す。表 5.4-8 におけるケース A、B については、100,000 年間継続するケース

とし、また、ケース D、G については断層交差により地下水条件が塩水系から降水系に、ケー

ス N、R は塩水系から深部流体１（有馬型熱水）に、ケース O、S は塩水系から深部流体２（降

水系）に、それぞれの切替年数で変化するケースとしている。 
 

表 5.4-8 人工バリア解析ケース一覧 
 

ケース 
温度 

[℃] 

緩衝材厚さ 

[cm] 

乾燥密度 

[g/cm3] 

混合率 

[Bnt : Qtz] 

支保工厚さ 

[cm] 

地下水特性 

[切替年数] 

A 100～25 70 1.6 7 : 3 60 降水系 [-] 

B 100～25 70 1.6 7 : 3 60 塩水系[-] 

D 100～25 70 1.6 7 : 3 60 塩水系→降水系 [70,000] 

G 100～25 70 1.6 7 : 3 60 塩水系→降水系 [95,000] 

N 100～25 70 1.6 7 : 3 60 塩水系→深部流体 1 [10,000] 

O 100～25 70 1.6 7 : 3 60 塩水系→深部流体 2 [10,000] 

R 100～25 70 1.6 7 : 3 60 塩水系→深部流体 1 [40,000] 

S 100～25 70 1.6 7 : 3 60 塩水系→深部流体 2 [40,000] 
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（３）解析結果 
（２）項にて設定した解析ケースについて、解析結果を示す。解析結果のグラフについては

6.2.1 項と同様に、経時変化および空間分布について示した。 
 

（ a ）ケース A 
ケースAの幌延降水系地下水条件について、図 5.4-1～図 5.4-4に示す。ケースAでは図 5.4-1

の経時変化より 100,000 年後において有効モンモリロナイト密度は 0.67 g/cm3残存する結果と

なった透水係数は 100,000 年後において、8×10-12 m/s の結果となり、有効モンモリロナイト密

度の低下に伴って透水係数も上昇する結果となった。OP 付近における緩衝材領域の Eh につい

ては、4,000 年後に Eh が-540 mV から-630 mV まで低下する。これは、この緩衝材領域におい

て、S(6)（SO4
2-）および C(4)（CO3

2-）の還元反応により S(-2)（HS-）および C(-4)（CH4）が生

成し、Eh を緩衝していたが、SO4
2-および CO3

2-が全て還元されてしまったために H+の還元によ

る H（H2）が支配し、Eh を低下させたものと考えられる。また、94,000 年後では Eh は-550 mV
まで上昇している。これは、緩衝材領域に存在していた CSH が枯渇したことにより pH が 10.34
から 8.23 まで低下したことに伴い上昇したものと考えられ、H2が Eh を支配していることには

変わらない。 
図 5.4-2 の 5,000 年後における固相空間分布をみると、支保工近辺の緩衝材領域と掘削影響

領域（EDZ）境界付近において間隙率が低下していることがわかる。この間隙率低下は支保工

のアルカリ成分の拡散によるモンモリロナイト溶解が起因することにより初期から徐々に低下

し、間隙閉塞（間隙率＝0.005）に至っている。さらに EDZ 境界付近では 10,000 年後の固相空

間分布のとおり、支保工内部に進行し、40,000 年後には 3 グリッド分まで間隙閉塞することと

なった。この間隙閉塞は、約 50,000 年後頃から緩衝材領域側から解消されることとなり、100,000
年後には 1 グリッド分解消される結果となった。この EDZ 境界付近の間隙率低下の現象は、支

保工のCSH溶解によるCaの拡散によってCalciteが生成していることが主な原因と考えられる。

またこの間隙率低下は、支保工領域のアルカリ成分が EDZ 境界側に拡散して抜けていくことを

抑制する効果も考えられる。緩衝材側の間隙閉塞は EDZ 境界付近と反対に、40,000 年後頃から

間隙率が上昇していき、約 70,000 年後には 0.14 程度となる結果となった。その後、支保工領域

の緩衝材側から 2 グリッド目において間隙低下が始まり、90,000 年後には間隙閉塞することと

なった。 
図 5.4-2 の 10,000 年後の固相空間分布では緩衝材領域に Pyrite が一様に生成していることが

確認できるが、40,000 年後では Berthierine に変遷していることがわかる。緩衝材領域の

Berthierine の生成は、OP 近辺の領域にて 15,000 年後頃から始まっているが、25,000 年後頃に

局所的な間隙低下を起こしていない緩衝材領域での CSH が消滅したことによって Analcime の

溶解が加速しており、この影響を受けて Pyrite より変遷しているものと考えられる。これは、

図 5.4-3 の 10,000 年後における液相空間分布の緩衝材領域の Si 濃度が、40,000 年後に低下して

いることからもわかる。 
ガラス固化体溶解速度については、緩衝材近辺の支保工領域における Mg 濃度をパラメータ

としていることを考慮すると、当該領域におけるMg濃度は 95,000年後の液相分布より若干 10-3 
mol/L 超えているのがわかるが、終始 10-5～10-8 mol/L オーダーで推移しており、リンケージす

るガラス固化体溶解速度は残存溶解速度に近い速度になるものと推測される。 
  



 - 5-66 -

 
 
 
 
 
 

  
 透水係数・拡散係数・有効ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ密度・間隙率 酸化還元電位・pH 

 
 
 
 
 
 

 
 炭素種・硫黄種・溶存水素・溶存酸素濃度 

 
 
 
 
 

図 5.4-1 緩衝材領域における経時変化（ケース A） 
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 100 年後 40,000 年後 

    
 1,000 年後 70,000 年後 

    
 5,000 年後 95,000 年後 

    
 10,000 年後 100,000 年後 

  
  図 5.4-2 全領域における固相空間分布（ケース A） 

AFm

Analcime
Brucite

Ca(OH)2

Calcite

Calcite

FriedelSalt

HT

Lmt

Magnetite

Magnetite

Pyrite

Sepiolit

Na-MontFe(c)
Quartz CSH Porosity

1E-6

1E-5

1E-4

1E-3

1E-2

1E-1

1E+0

1E+1

1E+2

-0.19 0.7

固
相

鉱
物

割
合

[-
]

OP ベントナイト系緩衝材 セメント系材料
地
下
水

Analcime

Brucite

Calcite

FriedelSalt

Gibbsite

HT

Lmt
Magnetite

Pyrite

Pyrite

Sepiolit

Sepiolit

Na-Mont

Fe(c) Quartz QuartzCSH

Porosity

Berthierine
Greenalite

1E-6

1E-5

1E-4

1E-3

1E-2

1E-1

1E+0

1E+1

1E+2

-0.19 0.7

固
相

鉱
物

割
合

[-
]

OP ベントナイト系緩衝材 セメント系材料
地
下
水

AFm

AFt

Analcime

Calcite

GibbsiteHT

Lmt

Magnetite

Magnetite

PyriteSepiolit

Sepiolit

Na-MontFe(c) Quartz
CSH

Porosity

1E-6

1E-5

1E-4

1E-3

1E-2

1E-1

1E+0

1E+1

1E+2

-0.19 0.7

固
相

鉱
物

割
合

[-
]

OP ベントナイト系緩衝材 セメント系材料
地
下
水

Analcime Brucite

Calcite Gibbsite

HT

LmtMagnetite

Pyrite

Pyrite

Sepiolit

Na-Mont

Fe(c) Quartz QuartzCSH Porosity

Berthierine

Greenalite

1E-6

1E-5

1E-4

1E-3

1E-2

1E-1

1E+0

1E+1

1E+2

-0.19 0.7

固
相

鉱
物

割
合

[-
]

OP ベントナイト系緩衝材 セメント系材料
地
下
水

AFm

AFt

Analcime

Calcite

FriedelSalt

Gibbsite
HT

Lmt

Magnetite

Pyrite

Sepiolit

Na-Mont
Fe(c) Quartz

Quartz

CSH
Porosity

1E-6

1E-5

1E-4

1E-3

1E-2

1E-1

1E+0

1E+1

1E+2

-0.19 0.7

固
相

鉱
物

割
合

[-
]

OP ベントナイト系緩衝材 セメント系材料
地
下
水

Calcite

Gibbsite

HT

Lmt

Magnetite

Pyrite
Pyrite

Sepiolit

Na-Mont

Fe(c) Quartz QuartzPorosity

Berthierine
Greenalite

1E-6

1E-5

1E-4

1E-3

1E-2

1E-1

1E+0

1E+1

1E+2

-0.19 0.7

固
相

鉱
物

割
合

[-
]

OP ベントナイト系緩衝材 セメント系材料
地
下
水

Analcime
Brucite

Calcite

FriedelSalt

Gibbsite
HTLmt

Magnetite

Magnetite

Pyrite
Pyrite

Sepiolit

Na-Mont
Fe(c)

Quartz Quartz

CSH

Porosity

1E-6

1E-5

1E-4

1E-3

1E-2

1E-1

1E+0

1E+1

1E+2

-0.19 0.7

固
相

鉱
物

割
合

[-
]

OP ベントナイト系緩衝材 セメント系材料
地
下
水

Brucite

Calcite

Gibbsite

HT

Lmt

Magnetite

Pyrite

Sepiolit

Na-Mont

Fe(c) Quartz QuartzPorosity

Berthierine
Greenalite

1E-6

1E-5

1E-4

1E-3

1E-2

1E-1

1E+0

1E+1

1E+2

-0.19 0.7

固
相

鉱
物

割
合

[-
]

OP ベントナイト系緩衝材 セメント系材料
地
下
水



 - 5-68 -

   
 100 年後 40,000 年後 

    
 1,000 年後 70,000 年後 

    
 5,000 年後 95,000 年後 

    
 10,000 年後 100,000 年後   

  図 5.4-3 全領域における液相空間分布（ケース A） 
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 100 年後 40,000 年後 

    
 1,000 年後 70,000 年後 

    
 5,000 年後 95,000 年後 

    
 10,000 年後 100,000 年後   

図 5.4-4 全領域における Kw・De・ρm・Eps 空間分布（ケース A） 
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（ b ）ケース B 
ケース B の幌延塩水系地下水条件について図 5.4-35～図 5.4-40 に示す。ケース B では図 

5.4-5 の経時変化より 100,000 年後において有効モンモリロナイト密度は 0.76 g/cm3残存する結

果となり、ケース A と比較してモンモリロナイトが残存する結果となった。これは、ケース A
と同じように支保工付近の緩衝材領域において局所的な間隙閉塞が起きているが、ケース A の

40,000 年後で上昇に向かうのに対し、本ケースでは 53,000 年後と上昇時期が遅れているが、局

所的な間隙低下の時期が遅いことから他の原因が大きいと思われる。図 5.4-6 および図 5.4-7
の 10,000 年後の空間分布をみると、支保工領域内において CSH が消滅し、OH-濃度が低下して

いることがわかる。これは支保工によるアルカリ成分が枯渇したことを意味しており、これに

よりモンモリロナイト溶解も進まなかったことが原因と推測される。透水係数は 100,000 年後

までに 1.0×10-11 m/sと終始上昇しているが、ケースAを比較して 1オーダー低い結果となった。

ただし、13,000 年後から 52,000 年後まで 8.0×10-15 m/s 程度の一時的な低下がみられており、

局所的な間隙率低下による有効モンモリロナイト密度の過度な上昇によって透水係数も低下し

たものと考えられる。これは、間隙閉塞が解消されることによって透水係数も上昇することと

なった。OP 近傍における緩衝材領域の Eh については、3,000 年後に-530 mV から-630 mV に低

下する。この現象は、ケース A で述べたように SO4
2-および CO3

2-が Eh を緩衝しなくなったこ

とによる H+の還元による H2の上昇が起因となっている。その後 Eh は 56,000 年後に OP 領域に

生成していた CSH が消滅したことによる pH 低下に伴い-550 mV まで上昇し、60,000 年後に緩

衝材領域に Calcite が再生成することによって再び C(4)が緩衝して Eh が-350 mV まで上昇する

結果となった。 
図 5.4-6 の固相空間分布における 10,000 年後をみると、支保工近辺の緩衝材領域における間

隙率の変化は、ケース A と比較すると 0.05 と高いことがわかる。支保工領域をみると上述のと

おり CSH が消滅しており、明らかに支保工のアルカリ流入による影響が少ないことがわかる。

これにより、モンモリロナイト溶解もケース A が進んでいる結果となっている。初期鉱物であ

る Pyrite は、40,000 年後の固相空間分布をみると Berthierine に変遷していることがわかる。こ

れは 25,000 年後頃から始まっており、30,000 年後まで成長がみられるが、その後、交互に激し

く変遷をおこない、上述のとおり 60,000 年後で Calcite 生成により Eh が上昇したのが起因とな

り、100,000 年後には Pyrite が緩衝材領域にて支配的になる結果となった。 
緩衝材付近の支保工領域での Mg 濃度は図 5.4-7 のとおり、10,000 年後以降 10-3 mol/L オーダ

ーを超えていることから、ケースBでは早いガラス固化体溶解速度になる可能性が考えられる。 
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図 5.4-5 緩衝材領域における経時変化（ケース B） 
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 100 年後 40,000 年後 

    
 1,000 年後 70,000 年後 

    
 5,000 年後 95,000 年後 

    
 10,000 年後 100,000 年後 

  
  図 5.4-6 全領域における固相空間分布（ケース B） 
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 100 年後 40,000 年後 

    
 1,000 年後 70,000 年後 

    
 5,000 年後 95,000 年後 

    
 10,000 年後 100,000 年後   
  図 5.4-7 全領域における液相空間分布（ケース B） 
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 100 年後 40,000 年後 

    
 1,000 年後 70,000 年後 

    
 5,000 年後 95,000 年後 

    
 10,000 年後 100,000 年後   

図 5.4-8 全領域における Kw・De・ρm・Eps 空間分布（ケース B） 
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（ c ）ケース D 
70,000 年後に地下水組成が幌延降水系地下水に切り替わるケース D について、図 5.4-9～図 

5.4-12 に示す。図 5.4-9 の経時変化をみると、100,000 年後における有効モンモリロナイト密度

は 0.79 g/cm3とケース B とほぼ同じ結果となった。本ケースの切替時期である 70,000 年後には

ケース B で述べたとおり、支保工のアルカリ成分が枯渇しており、幌延降水系地下水に切り替

わったとしてもその影響はあまりない結果となった。透水係数は 100,000 年後で 2.0×10-12 m/s
とケース B に比べ 1 オーダー低い結果となった。Eh は、70,000 年後以降の挙動がケース B と

異なっており、OP 領域の Berthierine が HT に変遷したことにより OH-濃度が上昇し、Fe 濃度

が低下したことをうけ、-320 mV から-360 mV へと低下したものと推測される。 
図 5.4-10 の 100,000 年後の固相空間分布をみると、ケース B と間隙率および支保工領域では

ほぼ同様の分布となっていることがわかる。しかし、緩衝材領域においては、Sepiolite、Analcime
がケース B より残存しており、鉄鉱物の Pyrite も Berthierine と変遷の途中であることがうかが

える。また、Calcite は一様に生成しておらず、OP 付近の緩衝材領域でも生成していないこと

から、ケース B に比べ上述のとおり Eh が若干低い結果となっている。図 5.4-11 の 95,000 年後

の固相空間分布では、Na や Cl の濃度がケース B と比較して低下していることがわかる。これ

は、地下水組成が切り替わったことで、EDZ から流入する幌延降水系地下水の組成の濃度へと

低下しているためである。 
緩衝材付近の支保工領域での Mg 濃度は切替時期が 10,000 年後以降のため、ケース B と同様

となり、ケース D では速いガラス固化体溶解速度になる可能性が考えられる。 
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 透水係数・拡散係数・有効ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ密度・間隙率 酸化還元電位・pH 

  
 炭素種・硫黄種・溶存水素・溶存酸素濃度 

 
図 5.4-9 緩衝材領域における経時変化（ケース D） 

 

  
 70,000 年後 95,000 年後 

  
 100,000 年後 

 
  図 5.4-10 全領域における固相空間分布（ケース D） 
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 70,000 年後 95,000 年後 

    
 100,000 年後 

 
  図 5.4-11 全領域における液相空間分布（ケース D） 
 

   
 70,000 年後 95,000 年後 

   
 100,000 年後 

 
図 5.4-12 全領域における Kw・De・ρm・Eps 空間分布（ケース D） 
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（ d ）ケース G 
95,000 年後に地下水組成が幌延降水系地下水に切り替わるケース D について、図 5.4-13～図 

5.4-16 に示す。図 5.4-13 の経時変化をみると、100,000 年後における有効モンモリロナイト密

度は 0.77 g/cm3とケース D とほぼ同じ結果となった。これはケース D でも述べたとおり、支保

工のアルカリ成分が枯渇していることから、95,000 年後に切り替わったとしてもほぼ変化のな

い結果になっているといえる。透水係数は 100,000 年後で 9.0×10-13 m/s とケース B に比べ 1 オ

ーダー低い結果となった。Eh は、ケース D と同様に切替後の 95,000 年後以降の挙動がケース

B と異なっており、OP 領域の Berthierine が HT に変遷したことにより OH-濃度が上昇し、-320 
mV から-350 mV へと低下したものと推測される。 
図 5.4-14 の 100,000 年後の固相空間分布をみると、ケース D に比べ、ケース B とほぼ同様の

分布となっていることがわかる。ケース D でみられた緩衝材領域における Analcime、Sepiolite
の生成はなく、また、Calcite もケース B と同様に緩衝材領域に一様にできる結果となった。た

だし、OP 領域に生成する HT の生成はケース D と同様に確認でき、この領域における OH-濃

度の上昇も同様に確認することができた。この Calcite の生成は、Eh を緩衝して 100,000 年後で

-350 mV の結果となっているが、ケース B で述べたとおり切替前に起きていることから、幌延

降水系地下水への変化によるものではなく、幌延海水系地下水条件での挙動である。よって、

本ケースでは切替時期が 95,000 年だったこともあり、ケース B とほぼ同じ結果になったものと

考えられる。 
よって、10,000 年後における緩衝材付近の支保工領域における Mg 濃度もケース B と同じで

あることから、速いガラス固化体溶解速度に可能性が考えられる。 
 
 

  



 - 5-79 -

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 透水係数・拡散係数・有効ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ密度・間隙率 酸化還元電位・pH 
 
 

  
 炭素種・硫黄種・溶存水素・溶存酸素濃度 

 
 

図 5.4-13 緩衝材領域における経時変化（ケース G） 
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 95,000 年後 100,000 年後 

 
  図 5.4-14 全領域における固相空間分布（ケース G） 
 
 
 
 

   
 95,000 年後 100,000 年後 

 
  図 5.4-15 全領域における液相空間分布（ケース G） 
 
 
 
 

   
 95,000 年後 100,000 年後 

 
図 5.4-16 全領域における Kw・De・ρm・Eps 空間分布（ケース G） 
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（ e ）ケース N 
10,000 年後に地下水組成が深部流体 1（有馬型熱水）に切り替わるケース N について、図 

5.4-17～図 5.4-20 に示す。図 5.4-17 の経時変化をみると、100,000 年後における有効モンモリロ

ナイト密度は 0.76 g/cm3とケース B とほぼ同じ結果となった。ただし、ケース B については、

上述のとおり、支保工領域における CSH が枯渇したためにモンモリロナイト溶解が進行しない

のに対し、本ケースでは、図 5.4-18 および図 5.4-19 の 100,000 年後の結果をみても CSH が残

存し、OH-濃度も約 3.0E-5 mol/L と高く保っている。ただし、この CSH は、有馬型熱水への地

下水組成切替後の 16,000 年後あたりから再生成されたものである。支保工のアルカリ成分が残

存し、温度が 90.5℃と上昇しているのにも係わらず、モンモリロナイト溶解が促進されない原

因としては、約 12,000 年後までに支保工近辺の緩衝材領域において、局所的な間隙閉塞が発生

しており、これが 100,000 年後まで解消されることなく続いていることが原因と考えられる。

透水係数は 100,000 年後で 1.2×10-11 m/s とケース B と有効モンモリロナイト密度と同様にほぼ

一致する結果となった。ただし、ケース B では 13,000 年後から 50,000 年後まで 8.0×10-15 m/s
程度の一時的な低下がみられているのに対し、本ケースでは 12,000 年後に 2.2×10-11 m/s から

2.6×10-13m/s まで低下している。これは、上述のとおり、支保工近辺の緩衝材領域において、

12,000 年後における局所的な間隙低下により、有効モンモリロナイト密度が上昇したためであ

る。その後 100,000 年後にかけて 10-11オーダーまで上昇しているが、これもこの現象もケース

B とは異なる。ケース B では支保工近辺の緩衝材領域において 10-9 m/s オーダー、それ以外の

緩衝材領域において 10-11 m/s オーダーであるのに対し、本ケースでは支保工近辺の緩衝材領域

において 10-13 m/s オーダー、それ以外の緩衝材領域においては 10-9 m/s オーダーと等価透水係

数としては同様の結果となるが、現象としては異なる結果となっている。Eh は 100,000 年後で

-580 mV の結果となっている。これはケース B でみられた Calcite 生成による C(4)（CO3
2-）の

緩衝がなく、H+の還元による H が支配し、Eh が低いまま継続していることが原因とみられる。 
図 5.4-18 における 40,000 年後の固相空間分布をみると、上述のとおり、支保工領域におい

てケース B では CSH が消滅しているが、本ケースでは緩衝材領域に近い領域から半分程度ま

で残存している。この CSH は一度消滅したものが、10,000 年後の地下水切替によって再生成し

たものである。さらにケース B では Quartz や Gibbsite が一様に生成していることが確認できる

が、本ケースでは HT や Magnetite、Lmt、Sepiolite といった鉱物が複雑に生成する結果となっ

た。また、間隙率も緩衝材に近い領域以外は 0.1 以下となっていることから、ケース B に比べ

るとかなり物質移行が制限されているものと考えられる。これは、図 5.4-19 の 40,000 年後に

おける液相空間分布から、支保工領域の濃度分布が複雑になっていることからも推測できる。

緩衝材領域の局所的な間隙低下を招いている二次鉱物は、ケース B では Analcime や Sepiolite、
Quartz、Calcite などであるのに対し、本ケースでは Lmt および CSH となっている。これは、ケ

ース A と同じ傾向である。これは、支保工内にアルカリ成分が残っていること、また地下水組

成が異なり温度が 90℃であることから、熱力学的平衡が異なることが起因しているものと考え

られる。OP 領域でも同様に、ケース B では Magnetite や Greenalite、Pyrite、Berthierine、Sepiolite、
CSH など多様な鉱物が生成しているが、本ケースでは Magnetite や Pyrite、Greenalite といった

鉄鉱物のみが生成するといった異なった結果が得られている。100,000 年後の固相空間分布では、

支保工領域での鉄鉱物は、ケース B では Pyrite が支配的となっている一方、本ケースでは

Magnetite が支配的となる結果となった。また、緩衝材領域の Analcime 溶解によってケース B
ではGibbsiteおよびQuartzへと変遷していると推測されるが、本ケースではLmtおよびSepiolite
へと変遷しているものと推測される。このように、10,000 年後において、有馬型熱水へと地下

水組成および温度が変化したことによって、緩衝材および支保工の初期鉱物からの変遷過程や、
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その溶解に伴う間隙率の変化が大きく異なる結果となった。 
緩衝材付近の支保工領域での Mg 濃度は図 5.4-19 のとおり、10,000 年後以降 10-3 mol/L オー

ダーを超えていることから、ケース N では早いガラス固化体溶解速度になる可能性が考えられ

る。 
 

 
  



 - 5-83 -

  
 透水係数・拡散係数・有効ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ密度・間隙率 酸化還元電位・pH 

  
 炭素種・硫黄種・溶存水素・溶存酸素濃度  

図 5.4-17 緩衝材領域における経時変化（ケース N） 
 

  
 40,000 年後 95,000 年後 

  
 70,000 年後 100,000 年後 

 
  図 5.4-18 全領域における固相空間分布（ケース N） 
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 40,000 年後 95,000 年後 

   
 70,000 年後 100,000 年後 

 
  図 5.4-19 全領域における液相空間分布（ケース N） 
 

  
 40,000 年後 95,000 年後 

   
 70,000 年後 100,000 年後 

 
図 5.4-20 全領域における Kw・De・ρm・Eps 空間分布（ケース N） 
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（ f ）ケース O 
10,000 年後に地下水組成が深部流体 2（40℃幌延塩水系地下水）に切り替わるケース O につ

いて、図 5.4-21～図 5.4-24 に示す。図 5.4-21 の経時変化をみると、100,000 年後における有効

モンモリロナイト密度は 0.75 g/cm3とケース B とほぼ同じ結果となった。しかし、図 5.4-24 に

おける 100,000 年後の有効モンモリロナイト密度・間隙率の空間分布のとおり、ケース B では

OP 付近の緩衝材領域において、間隙率が低下し有効モンモリロナイト密度が上昇しており、

本ケースでは支保工付近の緩衝材領域において局所的な間隙低下によって有効モンモリロナイ

ト密度が上昇するという異なった挙動を示している。ただし、モンモリロナイトの残存量とし

ては、ケース B および本ケースの 100,000 年後における固相空間分布のとおり、ほぼ同様の結

果となっている。透水係数は、ケース B と同様に 13,000 年後に 1.0×10-14 m/s まで低下するが、

その後局所的な間隙率低下が持続するために、100,000 年後においても継続する値となる結果と

なった。Eh は、3,000 年後に-630 mV まで低下した後、地下水温度上昇することによりケース B
とは異なり、図 5.4-22 のとおり緩衝材領域に Calcite が生成することはなく、100,000 年後にお

いても-590 mV と H+の還元による H が Eh を支配する結果となった。 
図 5.4-22 における 40,000 年後の固相空間分布をみると支保工および緩衝材領域において、

緩衝材内の Pyrite と Berthierine の変遷過程以外は、ほぼ同様の結果となった。OP 領域でもケー

ス B で生成した Berthierine 以外は同様の鉱物が生成する結果となっている。70,000 年後におい

ては、ケース B では局所的な間隙低下が解消されているのに対し、本ケースでは上述のとおり

持続していることがわかる。これにより、支保工からの地下水流入が抑制され、支保工領域に

おける鉱物分布はケース B とほぼ同様の結果となっているが、緩衝材領域においては、局所的

な間隙低下において支配的な鉱物となっている Sepiolite の生成や、Lmt の生成など変遷過程に

おける差異がみられる。図 5.4-23 における液相空間分布では、70,000 年後において、緩衝材領

域の OH-濃度がケース B では 8.0E-7 mol/L に対し、本ケースでは 8.0E-5 mol/L と 2 オーダー高

い結果となった。これは、ケース B では 40,000 年後では OP 領域に生成していた CSH および

Greenalite によって OH-濃度は 2.0E-4 mol/L と高い濃度を示していたが、消滅したことにより、

低下したものと考えられる。本ケースでは 70,000 年後においても Greenalite が残存しているこ

とから、高い濃度を示す結果となったと推測される。100,000 年後の固相空間分布では、70,000
年後と比較して、各鉱物の若干の上下動はあるものの、分布的にはほぼ変わらない結果となっ

ている。これは、局所的な間隙低下が持続していることで、拡散が抑制され、変遷があまり進

んでないことが原因と考えられる。 
緩衝材付近の支保工領域での Mg 濃度は図 5.4-23 のとおり、10,000 年後以降 10-3 mol/L オー

ダーを超えていることから、ケース O では速いガラス固化体溶解速度になる可能性が考えられ

る。 
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 炭素種・硫黄種・溶存水素・溶存酸素濃度  

図 5.4-21 緩衝材領域における経時変化（ケース O） 
 

  
 40,000 年後 95,000 年後 

  
 70,000 年後 100,000 年後 

 
  図 5.4-22 全領域における固相空間分布（ケース O） 
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 40,000 年後 95,000 年後 

   
 70,000 年後 100,000 年後 

 
  図 5.4-23 全領域における液相空間分布（ケース O） 
 

  
 40,000 年後 95,000 年後 

   
 70,000 年後 100,000 年後 

 
図 5.4-24 全領域における Kw・De・ρm・Eps 空間分布（ケース O） 
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（ g ）ケース R 
40,000年後に地下水組成が深部流体1（有馬型熱水）に切り替わるケースRについて、図 5.4-25

～図 5.4-28 に示す。図 5.4-25 の経時変化をみると、100,000 年後における有効モンモリロナイ

ト密度は 0.8 g/cm3とケース N と比較して若干高い結果となった。どちらのケースも終始局所的

な間隙低下は 100,000 年後まで継続していることから、同じような結果となっているが、ケー

ス N の切替期間が 10,000 年後と 30,000 年間早いことから若干の差異となったものと考えられ

る。透水係数は 100,000 年後で 2.5×10-12 m/s とケース N と比較して 1 オーダー低い結果となっ

た。これは、図 5.4-28 の 100,000 年後における有効モンモリロナイト密度・間隙率の空間分布

をみると、支保工付近の緩衝材領域において、ケース N では局所的に有効モンモリロナイト密

度が上昇していたのに対して、本ケースではその内部の領域まで上昇していることから透水係

数も低下しており、等価透水係数としてケース N より低い値となったと考えられる。Eh につ

いては、ケース N とほぼ同様の挙動をみせており、図 5.4-25 のとおり 100,000 年間で-590 mV
の結果となっている。 
図 5.4-26 における 70,000 年後の固相空間分布をみると、ケース N と同様、支保工内にて CSH

が再生成しており、ケース N では緩衝材側から Sepiolite が派生しているのが確認できるが、本

ケースでは、Sepiolite のみならず、Lmt も派生していることが確認できる。また、EDZ 付近の

支保工領域ではケース N と同様に局所的な間隙低下がみられるが、ケース N では Quartz が支

配的な鉱物だったのに対し、本ケースでは Calcite が支配的となる結果となった。緩衝材領域で

はケース N で OP 付近以外の Analcime は消滅しているが、本ケースでは支保工付近以外は残存

する結果となっている。これは、Analcimeの溶解に伴いLmtが生成していることを考慮すると、

ケース N と比較して本ケースでは分布が若干低いことからも推測できる。100,000 年後におい

ては、鉱物の成長頻度は異なるものの、ケース N と比較して主要な鉱物はほぼ同様の分布とな

っていることがわかる。支保工付近の緩衝材領域における局所的な間隙低下も Lmt と CSH が

支配的となっており、Analcime 溶解によるものと考えられる Lmt と Sepiolite の分布も殆ど同様

の結果となっている。OP 領域では、ケース N では Si の供給より Quartz が生成されているが、

本ケースでは Fe ケイ酸塩鉱物の Greenalite が生成する結果となっている。 
緩衝材付近の支保工領域での Mg 濃度は切替時期が 10,000 年後以降のため、ケース B と同様

となり、ケース R では速いガラス固化体溶解速度になる可能性が考えられる。 
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 炭素種・硫黄種・溶存水素・溶存酸素濃度 

 
図 5.4-25 緩衝材領域における経時変化（ケース R） 

 

  
 70,000 年後 95,000 年後 

  
 100,000 年後 

 
  図 5.4-26 全領域における固相空間分布（ケース R） 
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 70,000 年後 95,000 年後 

    
 100,000 年後 

 
  図 5.4-27 全領域における液相空間分布（ケース R） 
 

   
 70,000 年後 95,000 年後 

   
 100,000 年後 

 
図 5.4-28 全領域における Kw・De・ρm・Eps 空間分布（ケース R） 
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（ h ）ケース S 
40,000 年後に地下水組成が深部流体 2（40℃幌延塩水系地下水）に切り替わるケース S につ

いて、図 5.4-29～図 5.4-32 に示す。図 5.4-29 の経時変化をみると、100,000 年後における有効

モンモリロナイト密度は 0.72 g/cm3とケース O とほぼ同じ結果となった。しかし、図 5.4-32 に

おける 100,000 年後の有効モンモリロナイト密度・間隙率の空間分布のとおり、本ケースでは

OP 付近の緩衝材領域において、間隙率が低下し有効モンモリロナイト密度が上昇しており、

ケースOでは支保工付近の緩衝材領域において局所的な間隙低下によって有効モンモリロナイ

ト密度が上昇するという異なった挙動を示している。ただし、モンモリロナイトの残存量とし

ては、ケース O および本ケースの 100,000 年後における固相空間分布のとおり、ほぼ同様の結

果となっている。また、ケース B の有効モンモリロナイト密度、透水係数の経時変化と比較す

ると殆ど一致する結果となっている。Eh は図 5.4-29 のとおり 100,000 年後で-313 mV の結果と

なっており、ケース B とほぼ同様の挙動を示している。 
図 5.4-30 における 70,000 年後の固相空間分布をみると、鉄鉱物の Pyrite と Berthierine の変遷

過程に差異はあるものの、ケース B の結果とほぼ同様の分布を示す結果となっている。また、

100,000 年後の固相・液相空間分布の結果をみても、ほぼケース B と同様の結果になっている。

よって、切替時期の早いケース O では、局所的な間隙低下が継続するなどケース B と異なる挙

動を示したが、40,000 年後と切替時期の遅い本ケースは、40℃の温度変化の影響は殆どみられ

ず、ケース B とほぼ同様の挙動を示す結果となった。 
緩衝材付近の支保工領域での Mg 濃度は切替時期が 10,000 年後以降のため、ケース B と同様

となり、ケース S では速いガラス固化体溶解速度になる可能性が考えられる。 
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 透水係数・拡散係数・有効ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ密度・間隙率 酸化還元電位・pH 

  
 炭素種・硫黄種・溶存水素・溶存酸素濃度 

 
図 5.4-29 緩衝材領域における経時変化（ケース S） 

 

  
 70,000 年後 95,000 年後 

  
 100,000 年後 

 
  図 5.4-30 全領域における固相空間分布（ケース S） 
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 70,000 年後 95,000 年後 

    
 100,000 年後 

 
  図 5.4-31 全領域における液相空間分布（ケース S） 
 

   
 70,000 年後 95,000 年後 

   
 100,000 年後 

 
図 5.4-32 全領域における Kw・De・ρm・Eps 空間分布（ケース S） 
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（４）各評価へのデータリンケージ 
（３）項の解析結果より、各評価へ人工バリア解析データの提供を行った。提供するリンケ

ージデータについては、5.3.1 項に示したデータを提供した。 
 

（５）まとめ 
5.4.1 項にて整理された 8 ケースについて緩衝材変質評価計算を実施し、人工バリア変遷挙動

の考察を行った。緩衝材中のモンモリロナイト溶解は、有効モンモリロナイト密度が 0.67～0.80 
g/cm3と全ケースともに殆ど同様の結果となった。また支保工近辺の緩衝材領域で全ケースにお

いて局所的な間隙閉塞が発生し、そのうち３ケースにおいては間隙閉塞が解消することなく

100,000 年まで継続する結果となった。深部流体への地下水組成変化やその切替時期などが異な

るケースについては、多少変遷挙動に差異がみられるが、全体的な人工バリア変遷挙動として

は有意な差は認められなかった。ガラス溶解速度に影響を与えると考えられる Mg 濃度は、緩

衝材近辺の支保工領域において、幌延塩水系地下水が 10,000 年間継続した場合、10-3 mol/L オ

ーダーを超える濃度となることから、ケース A の幌延降水系地下水以外のケースでは、速いガ

ラス固化体溶解速度となる可能性が考えられる。 
 

5.4.3 炭素鋼オーバーパックの腐食寿命解析 
分岐断層の成長による地下水環境の変動を想定した場合におけるオーバーパック腐食寿命解

析は、5.3.2 と同様の方法で実施した。その結果、すべてのケースにおいて局部腐食及び応力腐

食割れは生起せずオーバーパックの腐食形態は 5.4.2 で設定したすべてのケースに対して全面

腐食となった。これらの下で腐食寿命評価に使用したモデル及びパラメータも 5.3.2 と同様であ

り、腐食寿命解析の結果得られたオーバーパックの腐食寿命は 4,000 年となった。 
 

 
5.4.4 ガラス溶解速度評価 

5.3.3 項で前述した Mg 影響モデルに基づき、各ケースにおけるガラス固化体の溶解速度を試

算した結果、Case A については、Mg イオンの影響はほぼ無視することができることから、ガ

ラス固化体の溶解速度は 1.0×10-3 g/m2/day に設定した。 
一方、他のケースについては、約 10,000 年度以降に、Mg イオンの影響によるガラス固化体

の溶解速度が 1.0×10-3 g/m2/day を超え、約 11,000 年後にガラス固化体の全量が溶解する計算結

果となることから、10,000～11,000 年後においては、ガラス固化体が全量溶解するまでの平均

溶解速度として 1.0×10-1 g/m2/day を設定した。 
各ケースにおけるガラス固化体の溶解速度の設定値と期間の関係を以下に示す（単位はいず

れも g/m2/day）。 
 

【Case A】0～100,000 年：1.0E-3  
【Case B】0～10,000 年：1.0E-3, 10,000～11,000 年：1.0E-1（約 11,000 年でガラス固化体消失） 
【Case D】0～10,000 年：1.0E-3, 10,000～11,000 年：1.0E-1（約 11,000 年でガラス固化体消失） 
【Case G】0～10,000 年：1.0E-3, 10,000～11,000 年：1.0E-1（約 11,000 年でガラス固化体消失） 
【Case N】0～10,000 年：1.0E-3, 10,000～11,000 年：1.0E-1（約 11,000 年でガラス固化体消失） 
【Case O】0～10,000 年：1.0E-3, 10,000～11,000 年：1.0E-1（約 11,000 年でガラス固化体消失） 
【Case R】0～10,000 年：1.0E-3, 10,000～11,000 年：1.0E-1（約 11,000 年でガラス固化体消失） 
【Case S】0～10,000 年：1.0E-3, 10,000～11,000 年：1.0E-1（約 11,000 年でガラス固化体消失） 
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分岐断層あるいはバックスラストの交差が交差した廃棄体のガラスについては、

T.H.SmithtoW.A.Ross のガラス衝突実験において、衝突後ガラス表面積が 40 倍増加した実験デ

ータ(1)を参考に、対数丸めによりガラス表面積を交差前の 100 倍と設定した。また、3.3 で述べ

たように断層交差によって緩衝材が剥離し、断層沿いを流れる地下水がガラスに直接接触する

ことから、ガラス溶解速度として初期溶解速度を与えることとした。初期溶解速度は、Inagaki
らの研究(2)に基づき、図 5.4-33 に示すように、25℃pH7 の条件から 0.01 g/m2/day とした。また、

深部流体2である40℃の地下水2では図 5.4-34から読み取れるように 0.032 g/m2/day、さらに、

熱水の深部流体 1 に対しては 0.65 g/m2/day であることから瞬時溶解と設定した。なお、酸化性

地下水の流入ではガラス表面積が増大する断層交差から酸化性地下水の流入まで 5000 年の時

間遅れががり、この間にガラス固化体が消失することからガラス溶解速度変化の設定は行わな

かった。 
 

 
図 5.4-33 pH の関数とした 25℃におけるガラス初期溶解速度（Inagaki et al. 2012）(2) 

 
図 5.4-34 pH と温度の関数としたガラス初期溶解速度（Inagaki et al. 2012）(2) 
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5.4.5 核種移行パラメータ 
 
（１）溶解度 

 
確率論的溶解度解析コード PA-SOL（Probabilistic Analysis Code of Uncertainty of Solubility Limit 

for Radioactive Element in Geological Disposal）を用いて溶解度を求めた。PA-SOL は、地下水水

質と熱力学データに関する不確かさが溶解度に与える影響の定量的評価を目的として、原子力

機構が整備したコードであり、PHREEQC(3)などの地球化学計算コードにモンテカルロ法による

確率論的解析機能を追加したコードである。 
解析に使用した熱力学データは、JAEA-TDB（version 100331c2）(4)を基に、山口ら(5)がデータ

選定プロセスの一貫性や溶解度評価の保守性、最新データの検証の観点からレビューし、選定

したものを使用した。活量係数の補正については、Davies の式を用いた。また、計算において

は、上記の JAEA-TDB において、熱力学データが最も整備されている 25℃の条件で計算を行

った。なお、Ra, Ac 及び Cm については、熱力学データが十分に整備されていないため、既存

の文献や化学アナログを考慮して設定するものとした。 
間隙水組成は、断層交差前は 5.4.2 の解析によって得られた各解析ケースの緩衝材中の間隙水

組成に基づいて設定、断層交差後は表 5.4-3 に示す組成の地下水が流入し、それまでの間隙水

と置き換わるものとして設定した。深部流体 1 が流入するケースでは、高温における熱力学デ

ータが十分整備されていないため、保守的にすべての核種を可溶性とした。酸化性地下水が流

入するケースでは、U について制限固相の検討が十分でないため、第２次取りまとめ(6)の値を

設定した。 
断層が交差しない各解析ケースにおける溶解度の経時変化を図 5.4-35 に示す。また、断層交

差後の溶解度を表 5.4-9 に示す。 
 

表 5.4-9 断層交差後の溶解度(mol/l) 

 
  

Th Pa U Np Pu

地下水2 1.4E-09 2.6E-08 6.0E-09 1.1E-09 5.7E-05

地下水1 1.2E-08 1.4E-05 1.1E-08 6.2E-09 1.5E-06

深部流体1 可溶性 可溶性 可溶性 可溶性 可溶性

深部流体2 1.3E-08 6.7E-06 8.4E-09 6.7E-09 5.5E-05

酸化性地下水 1.5E-09 1.2E-08 5.0E-03 6.2E-07 3.3E-11
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図 5.4-35 断層が交差しない各解析ケースにおける溶解度の経時変化 
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（２）拡散係数 
5.4.2 の解析によって得られた各解析ケースの緩衝材中の間隙水組成に基づいて、放射性核種

の拡散係数を求めた。昨年度と同様に、Se は陰イオン排除モデルから、その他の元素は細孔拡

散モデルから拡散係数を算出した(7)。各解析ケースにおける拡散係数の経時変化を図 5.4-36 に

示す。 
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Case R 

 
Case S 

図 5.4-36 各解析ケースにおける拡散係数の経時変化 
 
 
 
 
（３）収着分配係数：人工バリア 

5.4.2 の解析によって得られた各解析ケースの緩衝材中の間隙水組成に基づいて、放射性核種

の分配係数を求めた。昨年度と同様にモンモリロナイトを収着鉱物とし、Se は分配係数の実測

値から、Cs はイオン交換モデルから分配係数を算出した(7)。Th については、モンモリロナイト

および石英に対する実測値(8)から、環境条件によらず 1 m3/kg 一定とした。U、Np、Pu につい

ても Th の化学的類似性より 1 m3/kg 一定とした。その他の元素については、既往の収着データ

ベースから設定した。各解析ケースにおける Se、Cs の経時変化を図 5.4-37 に、各元素の設定

値を表 5.4-10 に示す。 
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Case D 

 
Case G 

 

Case N 

 
Case O 

 
Case R 

 
Case S 

図 5.4-37 各解析ケースにおける Se および Cs の収着分配係数の経時変化 
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表 5.4-10 人工バリアにおける 4n+1 系列核種の収着分配係数 
＜m3/kg＞ 

  
元素 設定値 設定根拠 

Ra 1E-2 JNC 第２次取りまとめ設定値(6) 

Ac 1E+0 JNC 第２次取りまとめ設定値(6) 

Am 1E+1 JNC 第２次取りまとめ設定値(6) 

Cm 1E+1 JNC 第２次取りまとめ設定値(6) 

Pa 1E+0 JNC 第２次取りまとめ設定値(6) 

Th 1E+0 実測値（H25 核種移行データ報告書(8)） 

U 1E+0 Th のアナログ 

Np 1E+0 Th のアナログ 

Pu 1E+0 Th のアナログ 

 
 
 
（４）収着分配係数：天然バリア 
天然バリア収着分配係数の設定を表 5.4-11 に示す。4 種類の地質条件（地質 3（稚内層）、地

質 4（声問層）、地質 5（勇知層）、地質 6（更別層））、通常地質と断層、5 種類の水質（降水系

地下水、塩水系地下水、深部流体 1（有馬型熱水）、深部流体 2（40℃塩水系地下水）、酸化性地

下水）との組み合わせにより、元素別に設定した。 
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表 5.4-11 天然バリアにおける収着分配係数（単位: m3/kg） 

 

元素 地質条件 液相分類 設定値 設定根拠

降水系 2E-2 H25報告書(黄鉄鉱含有量から計算）

海水系 2E-2 H25報告書(黄鉄鉱含有量から計算）

降水系 7E-2 H25報告書(粘土鉱物含有量から計算）

海水系 4E-2 H25報告書(粘土鉱物含有量から計算）

深部流体1 0E+0 90℃と高温なので保守的に0
深部流体2 9E-2 H25報告書(粘土鉱物含有量から計算）

降水系 1E-1 H25報告書(黄鉄鉱含有量から計算）

海水系 1E-1 H25報告書(黄鉄鉱含有量から計算）

降水系 1E-1 H25報告書(粘土鉱物含有量から計算）

海水系 7E-2 H25報告書(粘土鉱物含有量から計算）

深部流体1 0E+0 90℃と高温なので保守的に0
深部流体2 1E-1 H25報告書(粘土鉱物含有量から計算）

降水系 3E-1 H25報告書(黄鉄鉱含有量から計算）

海水系 3E-1 H25報告書(黄鉄鉱含有量から計算）

降水系 1E-1 H25報告書(粘土鉱物含有量から計算）

酸化性地下水 0E+0 JNC-TN8410-99-051のFOHP-泥岩でのSeの値参照

海水系 7E-2 H25報告書(黄鉄鉱含有量から計算）

降水系 9E-2 H25報告書(黄鉄鉱含有量から計算）

海水系 9E-2 H25報告書(黄鉄鉱含有量から計算）

降水系 1E-1 H25報告書(粘土鉱物含有量から計算）

海水系 7E-2 H25報告書(粘土鉱物含有量から計算）

深部流体1 0E+0 90℃と高温なので保守的に0
深部流体2 1E-1 H25報告書(粘土鉱物含有量から計算）

降水系 1E+0 H24報告書（イライト、塩濃度から計算）

海水系 4E-1 H24報告書（イライト、塩濃度から計算）

降水系 4E-1 H24報告書（イライト、塩濃度から計算）

海水系 1E-1 H24報告書（イライト、塩濃度から計算）

深部流体1 0E+0 90℃と高温なので保守的に0
深部流体2 1E-1 H24報告書（イライト、塩濃度から計算）

降水系 2E+0 H24報告書（イライト、塩濃度から計算）

海水系 6E-1 H24報告書（イライト、塩濃度から計算）

降水系 5E-1 H24報告書（イライト、塩濃度から計算）

海水系 2E-1 H24報告書（イライト、塩濃度から計算）

深部流体1 0E+0 90℃と高温なので保守的に0
深部流体2 2E-1 H24報告書（イライト、塩濃度から計算）

降水系 1E+0 H24報告書（イライト、塩濃度から計算）

海水系 4E-1 H24報告書（イライト、塩濃度から計算）

降水系 4E-1 H24報告書（イライト、塩濃度から計算）

酸化性地下水 6E+1 H24報告書（イライト、塩濃度から計算）

海水系 1E-1 H24報告書（イライト、塩濃度から計算）

降水系 1E+0 H24報告書（イライト、塩濃度から計算）

海水系 5E-1 H24報告書（イライト、塩濃度から計算）

降水系 4E-1 H24報告書（イライト、塩濃度から計算）

海水系 1E-1 H24報告書（イライト、塩濃度から計算）

深部流体1 0E+0 90℃と高温なので保守的に0
深部流体2 1E-1 H24報告書（イライト、塩濃度から計算）

通常

通常

通常

断層

勇知層

通常

通常

通常

断層

断層

通常

断層

断層

更別層

断層

更別層

断層

断層

声問層

Cs

Se

稚内層

声問層

勇知層

稚内層

通常
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元素 地質条件 液相分類 設定値 設定根拠

降水系 4E-1

データベースに収録された全てのRaのデータ数（Kd>0m3/kg）のうち泥質岩に分類される岩

石は、泥岩25、粘土岩5、不明4、計34であったが、測定データの情報が不足しているため、

泥岩（25）のみを対象とした。また、降水系（酸化性雰囲気：14）と海水系（還元性雰囲気：

11）で分けた場合、データに顕著な差がみられた。そこで、降水系条件のものに限定し（25
件→14件）、統計値（対数平均：4E-1m3/kg、最小値：2E-1m3/kg、最大値：5E-1m3/kg）を算出

した。算出された対数平均を設定値とした。

海水系 2E-2

データベースに収録された全てのRaのデータ数（Kd>0m3/kg）のうち泥質岩に分類される岩

石は、泥岩25、粘土岩5、不明4、計34であったが、測定データの情報が不足しているため、

泥岩（25）のみを対象とした。また、降水系（酸化性雰囲気：14）と海水系（還元性雰囲気：

11）で分けた場合、データに顕著な差がみられた。そこで、海水系条件のものに限定し（25
件→11件）、統計値（対数平均：2E-2m3/kg、最小値：7E-3m3/kg、最大値：3E-2m3/kg）を算出

した。算出された対数平均を設定値とした。

酸化性地下水 4E-1 降水系と同様の設定とした。

深部流体1 0E+0 90℃と高温なので保守的に0

深部流体2 2E-2 海水系と同様の設定とした。

降水系 8E+1 Amの化学アナログとして設定した。

海水系 8E+1 Amの化学アナログとして設定した。

酸化性地下水 8E+1 Amの化学アナログとして設定した。

深部流体1 0E+0 Amの化学アナログとして設定した。

深部流体2 8E+1 Amの化学アナログとして設定した。

降水系 7E-2 pHと長石含有率

海水系 6E-2 pHと長石含有率

降水系 4E-2 pHと長石含有率

海水系 4E-2 pHと長石含有率

深部流体1 0E+0 90℃と高温なので保守的に0
深部流体2 4E-2 pHと長石含有率

降水系 5E-2 pHと長石含有率

海水系 4E-2 pHと長石含有率

降水系 3E-2 pHと長石含有率

海水系 2E-2 pHと長石含有率

深部流体1 0E+0 90℃と高温なので保守的に0
深部流体2 2E-2 pHと長石含有率

降水系 3E-2 pHと長石含有率

海水系 3E-2 pHと長石含有率

降水系 2E-2 pHと長石含有率

酸化性地下水 1E-2 pHと長石含有率

海水系 2E-2 pHと長石含有率

降水系 8E-2 pHと長石含有率

海水系 6E-2 pHと長石含有率

降水系 6E-2 pHと長石含有率

海水系 5E-2 pHと長石含有率

深部流体1 0E+0 90℃と高温なので保守的に0
深部流体2 5E-2 pHと長石含有率

泥質岩

通常

断層

通常

勇知層

声問層

更別層

断層

断層

断層

泥質岩Ac

Ra

通常

Th

稚内層

通常
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元素 地質条件 液相分類 設定値 設定根拠

降水系 8E+1

データベースに収録された全てのAmのデータ数（Kd>0m3/kg）のうち泥質岩に分類される

岩石は、粘板岩95のみであった。また、液相分類は降水系（酸化性：86、不明：9）のみで

あった。そこで、上記のデータについて統計値（対数平均：8E+1m3/kg、最小値：

2E+0m3/kg、最大値：8E+2m3/kg）を算出した。算出された対数平均を設定値とした。

海水系 8E+1

データベースに収録された全てのAmのデータ数（Kd>0m3/kg）のうち泥質岩に分類される

岩石は、粘板岩95のみであった。また、液相分類は降水系（酸化性：86、不明：9）のみであ

るが、RAMDAでは降水系と海水系で同じ値が設定されているため、降水系の値をそのま

ま海水系の値として採用した。

酸化性地下水 8E+1 降水系と同様の設定とした。

深部流体1 0E+0 90℃と高温なので保守的に0

深部流体2 8E+1 海水系と同様の設定とした。

降水系 8E+1 Amの化学アナログとして設定した。

海水系 8E+1 Amの化学アナログとして設定した。

酸化性地下水 8E+1 Amの化学アナログとして設定した。

深部流体1 0E+0 Amの化学アナログとして設定した。

深部流体2 8E+1 Amの化学アナログとして設定した。

降水系 7E-2 Thのアナログ

海水系 6E-2 Thのアナログ

降水系 4E-2 Thのアナログ

海水系 4E-2 Thのアナログ

深部流体1 0E+0 Thのアナログ

深部流体2 4E-2 Thのアナログ

降水系 5E-2 Thのアナログ

海水系 4E-2 Thのアナログ

降水系 3E-2 Thのアナログ

海水系 2E-2 Thのアナログ

深部流体1 0E+0 Thのアナログ

深部流体2 2E-2 Thのアナログ

降水系 3E-2 Thのアナログ

海水系 3E-2 Thのアナログ

降水系 2E-2 Thのアナログ

酸化性地下水 1E-2 Thのアナログ

海水系 2E-2 Thのアナログ

降水系 8E-2 Thのアナログ

海水系 6E-2 Thのアナログ

降水系 6E-2 Thのアナログ

海水系 5E-2 Thのアナログ

深部流体1 0E+0 Thのアナログ

深部流体2 5E-2 Thのアナログ

Am 泥質岩

勇知層

Pa

更別層

断層

通常

通常

通常

断層

通常

稚内層

断層

声問層

断層

Cm 泥質岩
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元素 地質条件 液相分類 設定値 設定根拠

降水系 7E-2 Thのアナログ

海水系 6E-2 Thのアナログ

降水系 4E-2 Thのアナログ

海水系 4E-2 Thのアナログ

深部流体1 0E+0 Thのアナログ

深部流体2 4E-2 Thのアナログ

降水系 5E-2 Thのアナログ

海水系 4E-2 Thのアナログ

降水系 3E-2 Thのアナログ

海水系 2E-2 Thのアナログ

深部流体1 0E+0 Thのアナログ

深部流体2 2E-2 Thのアナログ

降水系 3E-2 Thのアナログ

海水系 3E-2 Thのアナログ

降水系 2E-2 Thのアナログ

酸化性地下水 1E-2 U(VI)のKd　H26核種移行報告書

海水系 2E-2 Thのアナログ

降水系 8E-2 Thのアナログ

海水系 6E-2 Thのアナログ

降水系 6E-2 Thのアナログ

海水系 5E-2 Thのアナログ

深部流体1 0E+0 Thのアナログ

深部流体2 5E-2 Thのアナログ

降水系 7E-2 Thのアナログ

海水系 6E-2 Thのアナログ

降水系 4E-2 Thのアナログ

海水系 4E-2 Thのアナログ

深部流体1 0E+0 Thのアナログ

深部流体2 4E-2 Thのアナログ

降水系 5E-2 Thのアナログ

海水系 4E-2 Thのアナログ

降水系 3E-2 Thのアナログ

海水系 2E-2 Thのアナログ

深部流体1 0E+0 Thのアナログ

深部流体2 2E-2 Thのアナログ

降水系 3E-2 Thのアナログ

海水系 3E-2 Thのアナログ

降水系 2E-2 Thのアナログ

酸化性地下水 1E-2 JNC-TN8410-99-051のFOHP-泥岩でのNp(V)の値参照

海水系 2E-2 Thのアナログ

降水系 8E-2 Thのアナログ

海水系 6E-2 Thのアナログ

降水系 6E-2 Thのアナログ

海水系 5E-2 Thのアナログ

深部流体1 0E+0 Thのアナログ

深部流体2 5E-2 Thのアナログ

断層

断層

U

勇知層

断層

通常

通常

更別層

断層

通常

断層

断層

通常

通常

通常

勇知層

声問層

更別層

稚内層

Np

稚内層

通常

断層

声問層

断層

通常
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5.4.6 ニアフィールド地下水流動 
緩衝材変質の進行に伴う緩衝材中の地下水流速の変化を評価するため、「5.4.2 緩衝材変質・

間隙水組成の変遷評価」において評価された変質した緩衝材中の透水係数及び間隙率の空間

的・時間的変化の条件を基に、多孔質系媒体中の地下水流動解析コード MIG2DF(9)及び地下水

流路解析コード PASS-TRAC を用いて、変質した緩衝材及びその周辺岩盤を解析領域とする地

下水流動解析を実施した。これは断層と交差する人工バリアについては、断層が交差するまで

の評価であり、断層と交差しない人工バリアについては 5.4.2 の評価期間について地下水流動解

析を実施した。 
さらに、GSRW-PSA による人工バリア内の 1 次元核種移行解析の入力の 1 つとなる緩衝材中

の地下水流速を決定するため、地下水流動解析の結果に対し、緩衝材中に設定した粒子に対す

る移行経路解析を行い、その結果から緩衝材中の実流速を決定した。その解析条件、解析結果

の詳細については、Appendix III に記述した。すべての解析ケースにおいて、変質した緩衝材中

の核種移行は拡散支配となった。 
なお、断層が交差した人工バリアについては、5.4.7 の状態設定で述べるように機能を喪失し、

ガラスが断層中を流れる地下水と直接接触することから、断層中の地下水流速を与えることに

より、移流支配となる。 
 
  

元素 地質条件 液相分類 設定値 設定根拠

降水系 7E-2 Thのアナログ

海水系 6E-2 Thのアナログ

降水系 4E-2 Thのアナログ

海水系 4E-2 Thのアナログ

深部流体1 0E+0 Thのアナログ

深部流体2 4E-2 Thのアナログ

降水系 5E-2 Thのアナログ

海水系 4E-2 Thのアナログ

降水系 3E-2 Thのアナログ

海水系 2E-2 Thのアナログ

深部流体1 0E+0 Thのアナログ

深部流体2 2E-2 Thのアナログ

降水系 3E-2 Thのアナログ

海水系 3E-2 Thのアナログ

降水系 2E-2 Thのアナログ

酸化性地下水 1E-2 Thのアナログ

海水系 2E-2 Thのアナログ

降水系 8E-2 Thのアナログ

海水系 6E-2 Thのアナログ

降水系 6E-2 Thのアナログ

海水系 5E-2 Thのアナログ

深部流体1 0E+0 Thのアナログ

深部流体2 5E-2 Thのアナログ

断層

通常

通常

断層

断層

通常

勇知層

断層

通常

稚内層

Pu

更別層

声問層
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5.4.7 核種移行解析 
本解析では、分岐断層が成長して処分施設と交差するケースを対象として、3.4 における仮想

的な堆積岩で構成される地層処分サイトに伏在する断層が成長することを想定し実施した地下

水流動解析と、その結果に基づいた 5.4.2 から 5.4.6 におけるパラメータ設定を適宜反映した核

種移行解析を行い、核種移行への影響の観点から、重要なこれらの天然事象の条件や地質環境

の特性について検討した。 
 

（１）解析条件 
分岐断層交差によって影響を受ける廃棄体は交差部分のみで、それ以外の領域に配置される

廃棄体は影響がないものとする。また、断層交差で影響を受ける廃棄体の本数は、断層が処分

パネル(10)を対角線上に横切るとして、断層交差幅にかかる廃棄体本数を求める。分岐断層は交

差角度 30°で断層幅が 50m であることから交差幅は 100m となり、処分パネルを 2 つ対角線上

に交差する場合、交差廃棄体本数は約 3,800 本となる。したがって 4,000 本と設定した。また、

バックスラストは交差角度 60°で断層幅が 25m であることから交差幅は 28.6m となり、同様

に処分パネルを 2 つ対角線上に交差する場合、交差廃棄体本数は約 1,100 本となる。したがっ

て各領域で影響を受ける廃棄体本数は表 5.4-12 に示すように整理される。深部流体は Case 8
～11 が処分施設全領域に流入、Case 12～15 が処分施設半分の領域に流入するものである。な

お、酸化性地下水が流入する範囲は断層のみとし、断層交差によって影響を受けた廃棄体のみ

に酸化性地下水が接するとした。 
また、影響を受ける人工バリア各部位の安全機能及び状態変化を、3.3 におけるシナリオ記述

に基づき表 5.4-13 のように設定する。これらに伴う核種移行パラメータの変化は 5.4.2～5.4.6
に示した。 

3.4.2 の地下水流動解析における PASS-Trac の結果に基づき、核種移行経路については、各解

析ケースに応じて表 5.4-14 のように割り当てた。また、各地下水流動解析ケースにおける核種

移行経路の地質別の移行距離とその平均流速の時間変化（処分施設の上流側、中央部、下流側

の各起点）を図 5.4-38～図 5.4-43 に示す。なお、分岐断層が地表に到達する際には、更別層に

抜けずに断層沿いに地表まで到達することを保守的に考慮して、処分施設中央部からは更別層

断層沿いの移行経路を設定した。 
 

表 5.4-12 処分施設各領域の廃棄体本数 

 下流側 （流入域） 断層中央 （流入域） 上流側 

分岐断層交差 18,000 - 4,000 - 18,000 

バックスラスト交差 
（酸化性地下水流入） 

19,400 - 1,200 - 19,400 

深部流体流入（全領域） - 18,000 4,000 18,000 - 

深部流体流入（一部領域） 10,000 8,000 4,000 8,000 10,000 
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表 5.4-13 影響を受ける人工バリア各部位の安全機能及び状態の変化 
部位 安全機能及び状態 
緩衝材 支保工及び岩盤の崩壊により緩衝材形状を保持できず、低透水機能及び収

着性が低下・喪失する。 
オーバーパック 4000 年時点での亀裂発生により閉じ込め機能喪失に加え、断層交差に伴う

緩衝材からの引っ張り応力によって崩壊する。 
ガラス オーバーパック崩壊に伴う力学的衝撃によりSV比が100倍増加するととも

に、崩壊した岩盤と粉砕したガラスが直接接触する。 
 
 

表 5.4-14 地下水流動解析と核種移行解析ケースの対応 
流動解析ケース 処分施設位置 処分施設深度 断層成長速度*1 核種移行解析ケース 
I 分岐断層 300m 500m/回 4, 8*2, 10, 12*2, 14 
II 分岐断層 300m 100m/回 5, 9*2, 11, 13*2, 15 
III 分岐断層 500m 500m/回 6 
IV 分岐断層 500m 100m/回 7 
V バックスラスト 300m 500m/回 16, 18 
VI バックスラスト 300m 100m/回 17, 19 

*1 断層が交差しない case1~3 は 0 年の条件が継続するものとする。 
*2 深部流体 1 が流入するケースでは、断層における流速を地下水流動解析の結果の 10 倍に設

定する。また、断層交差部は流動解析の結果によらず断層に沿って核種が移行するものとする。 
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図 5.4-38 天然バリア中の流速と移行経路：ケース I 

 

  

  

  
図 5.4-39 天然バリア中の流速と移行経路：ケース II 
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図 5.4-40 天然バリア中の流速と移行経路：ケース III 
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図 5.4-41 天然バリア中の流速と移行経路：ケース IV 
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図 5.4-42 天然バリア中の流速と移行経路：ケース V 
 

  

  

  

図 5.4-43 天然バリア中の流速と移行経路：ケース VI 
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（２）解析結果 

Se-79, Cs-135, 4n+1 系列核種別に、人工バリア出口における核種移行フラックス、天然バリ

ア出口フラックスについて、それぞれの Case について解析結果を示す。 
 
(1) Se-79 
(a) 人工バリア出口核種移行フラックス（ガラス固化体 1 本あたり） 
図 5.4-44 に Case A～S の人工バリア出口における Se-79 核種移行フラックスの解析結果を示

す。初期から降水系となる Case A, H, J, K では 1 万年以降もガラス溶解速度に律速され、人工

バリア出口フラックスは 1×105 Bq/y を維持するが、3.5 万年でバックスラストと交差する Case 
H ではバックスラスト交差とほぼ同時に 1×109 Bq/y のピーク値を示しすべて放出を終了する。

断層と交差しない Case A, J, K は約 10 万年の放出終了まで同一の放出フラックス挙動を示す。

このうち Case J, K では 15.5 万年でバックスラストと交差する時点ですでに人工バリア内には

インベントリが存在せず、バックスラストが交差してもフラックスの増加は生じない。 
一方、初期から塩水系となるケースについては、断層と交差しない Case B,（塩水系継続） D

（7 万年で降水系）, G（9.5 万年で降水系）では同一の放出フラックス挙動を示す。1 万年で断

層と交差する Case C では断層交差と同時にピークフラックス 1×109 Bq/y を示しすぐに放出を

終了する。また、Case E（3 万年で断層交差）, F（4 万年で断層交差）では 1 万年以降ガラス溶

解速度が上昇してすぐにピーク値を示し、徐々に下降するが、それぞれ断層が交差する時期に

極大値を示し、すぐに放出を終了する。Case P, Q（4 万年で断層交差し、同時に深部流体流入）

についても同様の挙動を示した。 
特に、90℃熱水である深部流体 1 が 1 万年の時点に断層交差と同時に流入する Case L では 8

×1010 Bq/y のピーク値を示しすべて放出を終了する。このケースがすべてのケース中最大のピ

ークフラックス値を示した。 
このほか、特徴的な挙動を示したのは、深部流体 1 が断層外側の影響を受けなかった廃棄体

に流入したCase N, Rであり、1万年で深部流体1が流入するCase Nでは1.1万年に1.1×106 Bq/y
のピークを示し、急速に減少する。また 4 万年で流入する Case R ではフラックスが減少する途

中で 4 万年以降傾きが緩やかになった。 
 

(b) 天然バリア出口核種移行フラックス（ガラス固化体 1 本あたり） 
図 5.4-45～図 5.4-59にCase 1～19の天然バリア出口におけるSe-79核種移行フラックスの解

析結果を示す。標準ケースである Case 1（深度 300m）、Case 2（深度 500m）ではいずれの領域

でも有意なフラックスは生じなかった。また、バックスラスト側の Case 3 では移行距離が短い

下流側で 1 千万年後に 10-14 Bq/y 程度のピークフラックスとなった。 
1 万年後に分岐断層が交差する Case 4 では、断層中央部において 20 万年に 106 Bq/y のピーク

フラックスを示した。一方、断層成長速度が 100m/回で断層交差が 4 万年後である Case 5 では

断層中央部のピークフラックスがCase 4と同様に約 20万年後にピークフラックスを生じるが、

その値は Case 4 よりも 9 桁程度低くなった。これは Case 5 では断層交差前の 1 万年から Mg 濃

度上昇によるガラス溶解速度の上昇により、Case F の人工バリア出口フラックスに示すように、

断層交差前にほとんどの核種が放出されていることによるものである。 
Case 8の断層中央部では 1.5万年程度でピークとなり、フラックス値も 1010Bq/y程度となり、

全解析ケース中最大の値となっている。人工バリアの Case L で最大値になったことに加え、

90℃の熱水条件で断層沿いの移行経路上の分配係数が 0 となったこと、底部から被圧のため断



 - 5-114 - 

層沿いの地下水流速を地下水流動解析結果の 10 倍に設定したことによるものである。これに対

し地下水組成が変わらず 40℃に上昇した Case 10 では移行経路上の分配係数が変化しないため、

天然バリアでの遅延効果が生じ、20 万年でピークが生じ、その値も Case 8 と比較して 10 桁以

上低下した。 
 

(2) Cs-135 
(a) 人工バリア出口核種移行フラックス（ガラス固化体 1 本あたり） 
図 5.4-60 に Case A～S の人工バリア出口における Cs-135 核種移行フラックスの解析結果を

示す。初期から降水系となる Case A, H, J, K では 1 万年以降もガラス溶解速度に律速され、人

工バリア出口フラックスは 1×105 Bq/y を維持するが、3.5 万年でバックスラストと交差する

Case H ではバックスラスト交差とほぼ同時に 1×109 Bq/y のピーク値を示しすべて放出を終了

する。断層と交差しない Case A, J, K は約 9 万年の放出終了まで同一の放出フラックス挙動を示

す。このうち Case J, K では 15.5 万年でバックスラストと交差する時点ですでに人工バリア内

にはインベントリが存在しない。 
一方、初期から塩水系となるケースについては、断層と交差しない Case B,（塩水系継続） D

（7 万年で降水系）, G（9.5 万年で降水系）では同一の放出フラックス挙動を示す。1 万年で断

層と交差する Case C では断層交差と同時にピークフラックス 1×109 Bq/y を示しすぐに放出を

終了する。また、Case E（3 万年で断層交差）, F（4 万年で断層交差）では 1 万年以降ガラス溶

解速度が上昇してすぐにピーク値を示し、2 万年程度で急速に低下する。そのため、Se-79 では

それぞれ断層が交差する時期に極大値を示していたが、Cs-135 では 3 万年及び 4 万年での断層

交差時には人工バリア出口でのフラックス放出はすでに終了したため、変化はない。同様に

Case P, Case Q も 4 万年で断層が交差して、深部流体が流入するがその時点ですでに Cs-135 の

放出は終了している。 
特に、90℃熱水である深部流体 1 が 1 万年の時点に断層交差と同時に流入する Case L では 1

×1011 Bq/y のピーク値を示しすべて放出を終了する。Se-79 同様、Cs-135 でもこのケースがす

べてのケース中最大のピークフラックス値を示した。 
このほか、特徴的なのが、深部流体 1（有馬型熱水）が断層外側の影響を受けなかった廃棄

体に流入した Case N, R であり、1 万年で深部流体 1 が流入する Case N では 1.1 万年に 1.1×106 
Bq/y のピークを示し、他のケースよりも急速に減少する。一方、4 万年で流入する Case R では

すでにフラックス放出が終了しているため、Se-79 と比較して深部流体の影響はなかった。 
 

(b) 天然バリア出口核種移行フラックス（ガラス固化体 1 本あたり） 
図 5.4-61～図 5.4-75 に Case 1～19 の天然バリア出口における Cs-135 核種移行フラックスの

解析結果を示す。標準ケースである Case 1（深度 300m）、Case 2（深度 500m）ではいずれの処

分施設領域（上流側、中央部、下流側）でも有意なフラックスは生じなかった。また、バック

スラスト側のCase 3では移行距離が短い下流側で 1千万年後に 10-8 Bq/y程度のピークフラック

スとなり、中央部及び上流側においても 10-14程度の有意なピークフラックスとなった。 
1 万年後に分岐断層が交差する Case 4 では、断層中央部において約 30 万年に 106 Bq/y のピー

クフラックスを示した。上流側、下流側については有意な値を生じていない。一方、断層成長

速度が 100m/回で断層交差が 4 万年後である Case 5 では断層中央部のピークフラックスに有意

な値は生じていない。これは Case 5 では断層交差前の 1 万年から Mg 濃度上昇によるガラス溶

解速度の上昇により、Case F の人工バリア出口フラックスに示すように、断層交差前にほとん

どの核種が放出されていることによるものである。また、処分施設深度が 500m で 1 万年に分
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岐断層が交差する Case 6 では、約 30 万年に 105Bq/y 程度のピークフラックスを示す。200m の

深度差で 1 桁程度ピークフラックスが減少したことになる。 
1 万年で分岐断層が交差し同時に有馬型熱水である深部流体 1 が流入する Case 8 の断層中央

部では、分岐断層が地表に到達する 15,000 年程度でピークとなり、フラックス値も 1011Bq/y 程

度となり、全解析ケース中最大の値となった。人工バリア出口フラックス評価の Case L で最大

値になったことに加え、90℃の熱水条件で断層沿いの移行経路上の分配係数が 0 となったこと、

底部から被圧のため断層沿いの地下水流速を地下水流動解析結果の 10 倍に設定したことによ

るものである。これに対し断層交差が 4 万年となる Case 9 では 4 万年から急速にフラックスが

上昇するが、その傾きは Case 8 より小さくなる。これは断層成長速度が遅く、分岐断層が地表

に到達するのが 5.5 万年と 1.5 万年の時間遅れが生じていること、Case 4 と 5 の比較と同様に 4
万年の時点ですでに核種が放出されてしまっていることによるものと考えられる。 
地下水組成が変わらず 40℃に上昇した Case 10 では移行経路上の分配係数が変化しないため、

天然バリアでの遅延効果が生じ、42 万年でピークが生じ、その値 1.0×106Bq/y は Case 8 と比較

して 5 桁程度低下した。 
バックスラスト側の標準ケースである Case16 では上流側、断層中央、下流側すべてで 10-12

～10-14 Bq/y 程度の有意なピークフラックスを示している。これに対して、バックスラスト交差

後 5000 年で酸化性地下水が流入する Case 18 では、下流側は変化せず、断層中央は 3 桁程度減

少、上流側は 10 桁程度増加した。 
 

(3) 4n+1 系列各種 
(a) 人工バリア出口核種移行フラックス（ガラス固化体 1 本あたり） 
図 5.4-76 に Case A～S の人工バリア出口における 4n+1 系列核種移行フラックスの解析結果

を示す。断層交差せず、水質も変化しない標準ケースである Case A（降水系）, B（塩水系）は、

B の方が 1 万年時点で Mg 濃度上昇によりガラス溶解速度が上昇するため、1 万年から 2 万年

にかけて Ra-225, Ac-225 などの核種の増加の傾きが大きくなるが、その後に生じるピークフラ

ックスの時期及び値に差異はない。1 万年で断層交差する Case C では断層交差時にフラックス

が急激に立ち上がり、Pa-233 では 1011 Bq/y と断層が交差しない場合と比較して 8 桁程度増加す

る。一方 U-233, Np-237 は断層交差しない場合とほぼ変化はない。また、Th-229, Ra-225, Ac-225
については断層交差時に急激なピークを付けた後は 10-1 B/y 程度の一定値で推移した。Case E
は 3 万年で断層交差するが、Case C と比較して Pa-233 と Ac-225 のピーク値が上回っている。

これは Pa-233 と Ac-225 が時間経過を経て親核種からの崩壊で放射能インベントリが増加して

いることによるものと考えられる。Case E（断層交差 3 万年）, F（断層交差 4 万年）の差異も

1 万年のずれ以外には見られない。 
Case I（3.5 万年にバックスラスト交差し 4 万年で酸化性地下水流入）, K（15.5 万年にバック

スラスト交差し 16.5 万年で酸化性地下水流入）ともに、酸化性地下水が流入する時点でピーク

値を示し、フラックスの放出を終了する。また、Case L（1 万年に分岐断層交差し同時に有馬

型熱水（深部流体 1）流入）では 1 万年時点でピークを示し、直ちに放出を終了した。一方、

Case P（4 万年に分岐断層交差し同時に有馬型熱水（深部流体 1）流入）では、4 万年の時点で

ピークを示し、直ちに放出を終了した。Case L と P で Np-237 のピーク値に大きな差異は見ら

れない。 
このほか、特徴的として挙げられるのが、有馬型熱水（深部流体 1）が断層外側の影響を受

けなかった廃棄体に流入した Case N, R であるが、塩水系の標準ケースである Case B と違いが

みられず、人工バリアが破壊されていなければ、有馬型熱水が流入しても 4n+1 系列核種につ
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いては人工バリア出口におけるフラックスに大きな影響を与えないことが確認された。 
 

(b) 天然バリア出口核種移行フラックス（ガラス固化体 1 本あたり） 
図 5.4-77～図 5.4-91 に Case 1～19 の天然バリア出口における 4n+1 系列核種移行フラックス

の解析結果を示す。処分施設深度 300m の標準ケースとなる Case 1 は移行時間の短い下流側が

最大 10-6 Bq/y（Ra-226）程度で、次いで中央部、上流側の順となる。深度 500m の標準ケース

となる Case B では最大は Case 1 と同様に下流側 10-10 Bq/y（Th-229）であるが、中央部は有意

なフラックスは見られず、上流側で 10-12 Bq/y となった。一方、バックスラスト側の標準ケー

スである Case 3 では、下流側で 102 Bq/y（Ra-225）, 中央部で 101 Bq/y 程度（Th-229）,上流側

で 101 Bq/y 程度（Th-229）と Case 1,2 と比較して生物圏到達までの移行時間が短く（ピークフ

ラックス到達時刻の差 5000 万年程度）、フラックス値も 10 桁以上の差が生じている。 
1 万年で分岐断層が交差する Case 4 では、1.5 万年程度からフラックスが立ち上がるが、5 万

年程度に傾きが緩やかとなり 30 万年程度でピークフラックスとなる 105Bq/y を示し、100 万年

から 1000 万年にかけて減少した後、再び上昇を示し 5000 万年程度で極大値を示す。4 万年で

分岐断層が交差するCase 5ではCase 4よりも立ち上がりの時期は遅れるがフラックスの立ち上

がりは Case 4 よりも急峻で 30 万年程度でピークフラックスが 105 Bq/y 程度となる。下流側の

フラックスは 10-18 Bq/y 程度、上流側は 10-14Bq/y 程度となる。処分施設深度が 500m となる Case 
6 ではフラックスの立ち上がりが Case 4 と比較して遅れ、ピーク値も半分程度に低下した。こ

れは処分施設深度が深いため、Case 4 と比較して移行距離が長いためである。 
1 万年で分岐断層が交差すると同時に有馬型熱水（深部流体 1）が流入する Case 8 では、1

万年に急速にフラックスが立ち上がり、成長する分岐断層が地表面に到達する 1.5 万年にピー

クフラックスを生じ、その値も Pa-233 で 1011 Bq/y と分岐断層のみの Case 4（105 Bq/y）よりも

6 桁程度増加した。その時期が 4 万年となる Case 9 では有馬型熱水が流入する 4 万年からフラ

ックスは上昇を始めるが、成長する分岐断層が地表に到達する 5 万年から急速にフラックスが

立ち上がる。その後傾きが緩やかになり 30 万年にピークフラックス 109 Bq/y を示す。したが

って、500m/回と100m/回ではNp-237及びPa-233でピークフラックスに2桁程度の差が生じた。 
バックスラスト側の断層ケースである Case16 では上流側、断層中央、下流側すべてで 101～

103 Bq/y 程度の有意なピークフラックスを示している。これに対して、バックスラスト交差後

5000 年で酸化性地下水が流入する Case 18 では、下流側、断層中央ではほとんど変化がなく、

フラックスの立ち上がりが 80 万年程度早くなり、ピークフラックス値もわずかに Case 16 より

も増加した。 
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（ a ）Se-79 
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図 5.4-44 ガラス固化体 1 本当たりの地下水移行による人工バリア出口フラックス：Se-79 

 

  

  
図 5.4-45 ガラス固化体 1 本当たりの地下水移行による天然バリア出口フラックス：Se-79 

(case01) 
 


